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世界と日本の FTA 一覧 

 

 

世界と日本で発効済、署名済、合意済、交渉中等の段階にある FTA について、各協定の概要や進捗状況を一覧にまとめた（2016 年 11 月

時点）。各国・地域では毎年多数の FTA が締結され、交渉状況は常に変化している。国・地域によっては入手可能な情報に制約があること、

国家間合意の中には FTA の要素を含む多様な形態の協定・合意が存在すること、二国間協定とその当該国・地域をカバーする複数間協定と

の関係について判断が難しい場合があることなどから、世界の FTA 件数を完全に把握することは困難であるが、WTO ウェブサイトおよび

ジェトロ海外調査部が収集した情報を元に 405 件をリストアップした。一覧表は FTA の進展度合いに応じて以下の 4 つの段階に分類した。 

 

（１）【発効済】286 件 

（２）【署名済、交渉妥結】･･･政府間交渉は終了しているが批准が済んでいないもの、および協定文の確定作業段階にあるもの（18 件） 

（３）【交渉中、交渉開始合意】･･･交渉が行われているもの、交渉開始に合意したもの、交渉中断となったもの（79 件） 

（４）【構想・検討段階、政府間予備協議など】･･･交渉開始検討中のもの、共同研究・構想段階のもの（22 件） 

 

《作成》2016 年 12 月 

海外調査部 米州課、中国北アジア課、アジア大洋州課、欧州ロシア CIS課、中東アフリカ課、国際経済課、各担当 
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世界と日本のFTA一覧
〔注〕

①自由貿易協定：締約国・地域がお互いに物品関税のほか、サービス分野などその他の貿易障壁を撤廃する協定。

②関税同盟：締約国・地域の間では関税やその他貿易障壁を撤廃し、域外に対しては共通な関税を設定する協定。

③特恵貿易協定：「授権条項」を根拠にWTO通報された協定のほか、限定的な特恵関税制度。

④その他の枠組み協定：直接的に自由貿易圏を形成しない内容の協定。

【発効済】
No. 名称 加盟国・地域 区分 形態 段階 発効年月 経緯 ①協定の内容、②締結による影響、③参考情報

1

日本・シンガポール経済連携協定 日本、シンガポール 日本 自由貿易
協定

発効済 2002年11月 ・1999年12月検討開始合意
・2001年1月交渉開始
・2002年1月署名
・2002年11月発効
・2007年3月改定議定書署名
・2007年9月改定議定書発効

①物品貿易では、日本側は輸入額の95％を無税化。シンガポール側は全品目を無税化（ビール等の酒類4
品目の関税撤廃）。サービスではシンガポール側はGATS約束を上回る自由化。基準認証では電気通信機
器や電気製品を対象に相互承認。改定議定書が2007年3月締結、9月発効。日本側は石油・石油化学製品
と農林水産品の一部関税を即時または段階的撤廃。シンガポール側はフル・バンク免許枠の追加譲与、
ホールセール・バンクの免許数量制限撤廃などを約束。そのほか、原産地規則では閾値60％の付加価値
基準を40％に引き下げ。
②日本初のFTAとして、またASEANとのFTAのモデルケースとして意義大。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_asean/singapore/index.html

2

日本・メキシコ経済連携協定 日本、メキシコ 日本 自由貿易
協定

発効済 2005年4月 ・2001年6月検討開始
・2001年9月研究会開始
・2002年11月交渉開始
・2004年9月署名
・2005年4月発効
・2007年4月追加議定書発効
・2012年4月改正議定書発効

①日メキシコ双方10年以内にほぼ全ての鉱工業品関税を撤廃。メキシコ側は自動車輸入に無税枠を設け、
7年目から完全自由化。鉄鋼に関する関税は10年以内に段階的に撤廃。農産品では日本側は豚肉、オレン
ジジュース、牛肉、鶏肉、オレンジ生果輸入に特恵輸入枠を設定。メキシコ側は政府調達市場を開放し、日
本企業による政府調達案件の受注が可能となった。ビジネス環境整備章に基づき、メキシコ側はインフラや
治安の改善、出入国手続きの円滑化、知的財産権の保護などの改善を実施。
日本にとって農業分野を含む初めての本格的なFTA。日本側の農産品の市場開放、メキシコ側の鉄鋼・自
動車の市場開放を巡って交渉が難航し、実質合意までに16カ月を要した。2012年4月の改定議定書発効に
より、原産地証明の選択肢として、認定輸出者自己証明制度が追加導入された。
②自動車のメキシコ向け輸出では、既存の無税輸入枠（前年の現地生産台数の10％）に加え新たにEPAに
よる無税輸入枠が設定された。日産、トヨタ、ホンダなどメキシコで現地生産している自動車メーカーだけで
なく、マツダ、スズキ、スバルなど現地生産をしていなかったメーカーもそのEPA無税輸入枠を使い、日本か
らの完成車輸出を伸ばした。このほか、鋼材、ガラス製品、鉄道用レール、フォークリフト、ショックアブソー
バーといった製品輸出の伸びが顕著。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_mexico/index.html

3

日本・マレーシア経済連携協定 日本、マレーシア 日本 自由貿易
協定

発効済 2006年7月 ・2003年9月研究会開始
・2004年1月交渉開始
・2005年5月交渉妥結
・2005年12月署名
・2006年7月発効

①物品貿易では、日本側は輸入額の94％を無税化。マンゴーなど一部熱帯果実関税を即時撤廃、バナナ
には無税枠を設定。マレーシア側は輸入額の99％を無税化。ほぼ全ての鉄鋼関税を10年以内に撤廃。自
動車ではCKDを即時撤廃、そのほか自動車部品や完成車は2010年までに、その他乗用車は2015年までに
段階的に撤廃。
②ビジネス環境整備章に基づき、マレーシア側はトラック・ジャックの防犯（警備の強化、監視カメラの設置
など）、ガス・電力の供給不足対策、知財裁判所の設置などを施策。「ビジネス環境の整備に関する小委員
会」の開催などを通じて投資環境の改善が図られている。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_asean/malaysia/index.html

4

日本・チリ経済連携協定 日本、チリ 日本 自由貿易
協定

発効済 2007年9月 ・2004年11月研究会開始合意
・2005年1月研究会開始
・2006年2月交渉開始
・2007年3月署名
・2007年9月発効

①物品貿易では、双方ほぼすべての鉱工業品について発効後10年以内に関税撤廃。日本側は輸入額の
90.5％を無税化。精製銅、ギンザケ・マスは10年間で段階的に撤廃。ワインは12年間で段階的に撤廃。その
ほか牛肉、豚肉、鶏肉等は関税割当を設定。チリ側は輸入額の99.8％を無税化。自動車、一般機械、電気
電子は即時撤廃。
②チリは50カ国以上とFTAを発効済みであり、日本にとって対チリ貿易・投資環境の改善、銅をはじめとする
鉱物資源の安定的供給に貢献。日本から南米地域への進出拠点の確保。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_chile/index.html
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6253
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No. 名称 加盟国・地域 区分 形態 段階 発効年月 経緯 ①協定の内容、②締結による影響、③参考情報

5

日本・タイ経済連携協定 日本、タイ 日本 自由貿易
協定

発効済 2007年11月 ・2003年12月首脳間で交渉開始合意
・2004年2月交渉開始
・2007年4月署名
・2007年11月発効

①物品貿易では、日本側は輸入額の92％を無税化。マンゴーなど一部熱帯果実やエビ・エビ調製品の輸入
関税を即時撤廃。タイ側は輸入額の97％を無税化。鉄鋼は10年以内に関税撤廃。自動車では3,000cc超の
乗用車は4年以内に80％→60％、2010年代中頃の撤廃に向けて2009年に再協議開始。3,000cc以下は6年
目に再協議。自動車部品は5年後に関税撤廃。
サービスでは卸売・小売、保守･修理、ロジスティクス、広告、ホテル、レストラン、海運、カーゴハンドリング
の分野が外資比率含め改善。人の移動では日本側はタイ料理人、指導員、スパ、介護福祉を受け入れ。タ
イ側は在留許可要件の緩和（2009年12月、日本の企業等からタイにある支店等に転勤する日本人に対す
る滞在許可につき、1回の滞在における更新回数が3回から5回に拡大）、手続きの簡素化を約束。投資につ
き、タイ側は、殆どの製造業において、日本の投資家に対し、現状の投資政策より制限的変更する意図を
有さないことを約束。
タイの日本からの自動車部品輸入（対象146品目：自動車組み立てに用いる目的で輸入される、または組み
立てに用いられる部品製造のために輸入されるもの）のうち、ギアボックス、クラッチ、シートベルトなど115
品目の関税が2012年4月に撤廃され、残りの31品目も2014年4月に撤廃された。
③参考URL：
日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_asean/thailand/index.html
タイ商務省貿易交渉局
http://www.thaifta.com/engfta/Home/FTAbyCountry/tabid/53/ctl/detail/id/82/mid/480/usemasterconta
iner/true/Default.aspx

6

日本・ブルネイ経済連携協定 日本、ブルネイ 日本 自由貿易
協定

発効済 2008年7月 ・2005年12月準備協議の早期立ち上げで一致
・2006年2月準備会合開始
・2006年6月交渉開始
・2007年6月署名
・2008年7月発効

①物品貿易では、往復貿易額の99.9％を10年間以内に無税化。日本側はアスパラガス、マンゴー、ドリア
ン、エビなど一部の農水産品につき即時撤廃。林産品は合板を除き、即時または段階的関税撤廃。軽質油
は10年間で段階的撤廃。ブルネイ側は10年以内に輸入額の99.94％を無税化。自動車・自動車部品はほぼ
全ての品目につき3年以内に関税撤廃。電気電子は5年以内に関税撤廃。エネルギー分野では規制措置導
入時の十分な配慮と相手国への通報・協議の実施、小委員会の設置、環境への配慮などを約束。
②エネルギー分野における互恵関係強化により天然ガス等エネルギー資源の安定供給に貢献。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_asean/brunei/index.html

7

日本・インドネシア経済連携協定 日本、インドネシア 日本 自由貿易
協定

発効済 2008年7月 ・2003年6月予備協議開催決定
・2005年1月研究会開始
・2005年7月交渉開始
・2007年8月署名
・2008年7月発効

①物品貿易では、日本側は輸入額の93％を無税化。鉱工業品のほとんどを即時撤廃。バナナやパイナップ
ルなどの熱帯果実は無税枠を設定。林産品は合板を除き即時関税撤廃。エビ・エビ調製品についても即時
関税撤廃。インドネシア側は輸入額の90％を無税化。自動車では3000cc以上が2012年までに関税撤廃、そ
れ以外は2016年までに5％以下に撤廃もしくは削減。鉄鋼は特定用途免税制度により関税不適用措置。電
気電子は即時撤廃あるいは大部分が2010年までに段階的撤廃。サービス分野ではインドネシア側は金融、
建設、観光、製造業関連、電気通信などの分野のアクセスを改善。エネルギーでは透明性の確保、新たな
規制措置導入時の両国間の通報、日本側からは石炭液化技術や省エネ支援などの協力供与。インドネシ
ア側は安定供給を約束。人の移動では看護師・介護福祉士候補社の受け入れ、短期商用訪問者、企業内
転勤者などへの一時的滞在許可など。
②ASEAN最大の消費市場への市場アクセス確保。エネルギーの合意によりエネルギー・鉱物資源の安定
供給に貢献。日本の輸入原油の90％がインドネシア周辺を通過するため、インドネシアとの関係は戦略的
な重要課題。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_asean/indonesia/index.html

8

日本・フィリピン経済連携協定 日本、フィリピン 日本 自由貿易
協定

発効済 2008年12月 ・2003年12月交渉開始合意
・2004年2月交渉開始
・2006年9月署名
・2008年12月発効

①物品貿易では、日本側は輸入額の92％を無税化。バナナについては10年間で関税撤廃、パイナップルに
ついては無税枠を設定。キハダマグロやカツオについては5年間で関税撤廃。フィリピン側は輸入額の97％
を無税化。鉄鋼では輸入量の60％以上が即時撤廃、無税枠は3年毎に再協議。自動車では3,000cc以上の
乗用車、バス、トラックは原則2010年、遅くとも2013年に関税撤廃、3,000cc以下は段階的な関税削減後
2009年に再協議。自動車部品はCKDのうち現地生産していないものは即時撤廃。サービス分野では、フィリ
ピン側は、教育、健康に関連するサービス、海運、コンピュータ関連、卸売、銀行などの分野の透明性向
上、及び更なる自由化を約束。人の移動では日本側が看護師及び介護福祉士の受け入れ。政府調達市場
自由化のために、5年以内に再交渉を行う。
②フィリピン側は、投資環境整備による日本からの直接投資増加、日本での看護師、介護福祉士の就労機
会増加を期待。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_asean/philippines/index.html
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9

日本・ASEAN包括的経済連携協
定（AJCEP）

日本、ASEAN 日本 自由貿易
協定

発効済 2008年12月 ・2005年4月交渉開始
・2007年8月交渉妥結
・2008年4月署名
・2008年12月より順次発効（インドネシア批准待ち）

①物品貿易では、日本側は10年以内に輸入額の93％を無税化。農産品はこれまでの二国間で関税撤廃に
応じた品目をそのまま譲許。ASEAN6（タイ、インドネシア、フィリピン、マレーシア、シンガポール、ブルネイ）
は10年以内に貿易額の90％（品目ベースで90％）を無税化。CLMV（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナ
ム）は関税撤廃・削減のスケジュールについて、それぞれの経済発展に応じてASEAN6との差を設ける。ま
た、ASEAN側は累積原産地規則の裨益する効果が大きい薄型テレビや薄型テレビパネル、自動車部品な
どについて十分な関税撤廃・削減を約束。2013年12月に投資章で大筋合意。
②特徴のひとつは累積原産地規則の導入。ASEAN諸国との二国間によるFTAでは、FTA締結国で加工して
他のASEAN諸国へ輸出をする際、日本から輸入した部品の割合が大きければ原産地規則を満たすことが
できず、特恵待遇が与えられなかった。マルチの枠では累積原産地規則が導入されたため、この問題を解
決できる。これによりこれまで二国間で進めてきたASEAN各国との経済連携と並行して、複数国にわたる工
程における活用も可能となった。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_asean/index.html

10

日本・スイス経済連携協定 日本、スイス 日本 自由貿易
協定

発効済 2009年9月 ・2005年10月共同研究開始
・2007年5月交渉開始
・2008年9月交渉妥結
・2009年2月署名
・2009年9月発効

①日本にとって、欧州の国との間の初の協定。2011年12月に租税条約改定議定書、2012年3月に社会保障
協定が発効。物品貿易に加え、サービス貿易、投資、知的財産権など多くの分野にわたる自由化・規律化
合意。物品貿易では、往復貿易額の99％以上にあたる品目の関税を発効10年以内に撤廃。鉱工業品で
は、双方ほぼ全ての品目につき即時関税撤廃。農林水産品では、日本側は長いも、味噌、メロン、清酒等に
ついて即時関税撤廃。スイス側は、インスタントコーヒー、食品添加物などにつき即時関税撤廃。フルーツ・
ピューレ、チョコレートなどは関税割当・削減対象。ワインは段階的に撤廃。
サービス貿易、投資、知的財産権保護など多くの分野で従来の日本のEPAを大幅に上回る質の高い内容を
規定。サービス貿易では、市場アクセス、内国民待遇につきネガティブリスト方式で現行規制水準確保。
GATS約束を大きく超える自由化を約束。人の移動では、スイス側は日本の現地法人の取締役国際要件撤
廃、滞在許可証適用枠から除外。日本にとっては初めてとなる電子商取引章を設置。原産地証明制度に関
して、従来の第三者証明制度に加え、日本のEPAでは初となる認定輸出者による自己証明制度を導入。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_swit/index.html
スイス連邦経済省経済事務局（SECO)
https://www.seco.admin.ch/seco/en/home/Aussenwirtschaftspolitik_Wirtschaftliche_Zusammenarbeit/Wirt
schaftsbeziehungen/Freihandelsabkommen/Partner_weltweit/japan.html

11

日本・ベトナム経済連携協定 日本、ベトナム 日本 自由貿易
協定

発効済 2009年10月 ・2005年12月研究会開始合意
・2006年2月共同研究開始
・2007年1月交渉開始
・2008年9月交渉妥結
・2008年12月署名
・2009年10月発効

①物品貿易では、日本側は輸入額の95％を10年間で無税化。ほぼ全ての鉱工業品につき即時関税撤廃。
ベトナムにとって、初めての二国間FTA。ベトナム側は輸入額の88％を10年間で無税化。自動車部品では、
ベトナム側はボルトネットが5年間、エンジン・エンジン部品およびブレーキが10～15年間で関税撤廃。電気
製品では、フラットパネル、DVD部品は2年間、デジタルカメラは4年間、カラーテレビは8年間でそれぞれ関
税撤廃。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_asean/vietnam/index.html

12

日本・インド経済連携協定 日本、インド 日本 自由貿易
協定

発効済 2011年8月 ・2004年11月研究会開始決定
・2005年7月研究会開始
・2007年1月交渉開始
・2010年10月交渉妥結
・2011年2月署名
・2011年8月発効

①2010年9月まで14回の交渉を実施。同10月の日印首脳会合で交渉妥結を確認し、2011年8月に発効し
た。物品貿易では、日本側は輸入額の97％を10年以内に無税化。鉱工業品はほぼ全ての品目を即時撤
廃。農水産品のうち、ドリアン、製材、えび等は即時撤廃。カレーや紅茶については10年以内に無税化す
る。インド側は輸入額の90％を10年以内に無税化。液晶パネルや衣類などについては即時撤廃。鉄鋼製品
の多くについて5年以内に関税撤廃。サービスでは、製造業関連サービス、流通サービスなどにつき外資比
率含め緩和する。人の移動では、日本側はヨガ、インド料理、インド伝統舞踊での入国・就労を認める。イン
ド側は、投資家の入国及び一時的な滞在を約束する他、商用訪問者の滞在期間を延長。
②日本にとっては人口規模で最大のFTAであり、巨大な消費市場へのアクセス改善が期待される。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_india/index.html

13

日本・ペルー経済連携協定 日本、ペルー 日本 自由貿易
協定

発効済 2012年3月 ・2009年5月交渉開始
・2010年11月交渉妥結
・2011年6月署名
・2012年3月発効

①物品貿易では、日本側は輸入額の99％を10年以内に無税化。鉱工業品と製材は即時撤廃。アスパラガ
ス、アメリカオオアカイカなどは10年かけて段階的に関税撤廃。鶏肉やとうもろこし（菓子用・飲料用）には関
税割当を設定。ペルー側も輸入額の99％を10年以内に無税化。自動車部品の一部や、テレビ、ブルーレイ
ディスクレコーダーなどの電気機器は即時撤廃。その他の鉱工業品や農林水産品の多くは3年～9年で段
階的に関税撤廃。りんごや緑茶といった一部の農林水産品は15年以内に撤廃する。
②ペルーは40カ国以上とFTAを発効済みであり、日本にとって対ペルー貿易・投資環境の改善、銅、鉛、亜
鉛をはじめとする鉱物資源の安定的供給に貢献。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_peru/index.html
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14

日本・豪州経済連携協定 日本、豪州 日本 自由貿易
協定

発効済 2015年1月 ・2007年4月交渉開始
・2014年4月大筋合意
・2014年7月署名
・2015年1月発効

①日本にとって豪州は、これまで締結した2カ国間FTAのパートナーとして最大の貿易相手国。物品、サービ
ス貿易、投資、知的財産、政府調達、エネルギー、鉱物資源、食料供給等の幅広い分野につき議論。計16
回の交渉を経て、2014年4月に大筋合意。同年7月に署名され、2015年1月に発効した。日本側は輸入額の
93.7%を10年以内に無税化。鉱工業品はほぼ全ての品目を即時から10年間で関税撤廃。農林水産品のうち
牛肉の輸入関税を現行の38.5%から段階的に引き下げる。冷凍牛肉は18年目に19.5%まで削減。冷蔵牛肉
は15年目に23.5%まで削減。ただし輸入量が一定量を超えた場合、関税率を引き上げるセーフガードを導入
する。一方、豪州側は輸入額の99.8%を10年以内に無税化。日本からの完成車輸出額の約75%が即時関税
撤廃。特に主力の1500cc超3000cc以下のガソリン車は全て即時関税撤廃。自動車部品は即時を含む3年
以内に関税撤廃。また同FTAでは、原産地証明に関して、従来の第三者機関による証明書発給のほか、新
たに、原産性について産品の輸入者又は生産者のいずれかが作成した書類の提出によることも可能として
いる。
③参考URL：
日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_australia/index.html
豪州外務貿易省
http://www.dfat.gov.au/fta/jaepa/

15

日本・モンゴル経済連携協定 日本、モンゴル 日本 自由貿易
協定

発効済 2016年6月 ・2010年6月共同研究開始
・2011年3月共同研究終了
・2012年3月交渉開始合意
・2012年6月交渉開始
・2014年7月大筋合意
・2015年2月署名
・2016年6月発効

①2009年12月、共同研究の立ち上げを検討することで合意し、3回にわたる官民共同研究会合を開催した。
2012年3月、日・モンゴル首脳会談においてEPA交渉の開始を決定した。ウランバートルで開催された第1回
交渉会合では、交渉の対象分野として、物品貿易、サービス貿易、原産地規則、税関手続、投資、知的財
産、競争、協力、ビジネス環境整備等の分野が含まれることを確認。その後、5回にわたる交渉を経て、最終
交渉となった第7回交渉では、総則・最終規定、物品貿易、投資、知的財産、原産地規則、税関手続、協力、
衛生植物検疫措置（SPS）、貿易の技術的障害（TBT）等の分野につき議論が行われた。2014年7月に共同
声明（「日モンゴル経済連携協定交渉の大筋合意及び日本国とモンゴル国の間の貿易・投資の促進に関す
る共同声明」）が発出され、その後2015年2月に署名に至り、2016年6月に発効した。
②モンゴルにとって初のEPA大筋合意。協定発効後10年間で、(1)往復貿易額の約96％の関税を撤廃。(2)
日本から輸入の約96％が無税、(3)モンゴルから輸入の100％が無税、(4)自動車（4500cc以下、製造後0～3
年）は発行後直ちに無税となる。また投資分野においては、資源・エネルギー分野のモンゴル市場への日本
企業の参入に際して、原則として内国民待遇・最恵国待遇を付与するなど日本側から見たモンゴル側の投
資環境が大きく改善される。資源・エネルギー分野等における投資環境の改善や両国の更なる貿易・投資
の拡大を通じて、「戦略的パートナーシップ」構築に寄与し、両国関係の一層の強化に貢献することが期待
される。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_mongolia/index.html

16

アジア太平洋貿易協定（APTA） 中国、韓国、バングラ
デシュ、インド、ラオ
ス、スリランカ、モン
ゴル

アジア・大
洋州

特恵貿易
協定

発効済 1976年6月 ・1975年バンコク協定署名
・1976年6月発効
・2005年11月APTAに改称
・2006年9月第4次関税減免措置発効

①第3次関税減免措置が実施され、関税引き下げ品目は合計4,270品目となった。第4次関税減免措置で
は、バングラデシュは78品目について30～70％の特恵マージンを提案している。
バンコク協定（旧名）は2005年11月にアジア太平洋貿易協定に改称。2007年10月、『原産地証明書の発行・
検証の操作プロセス』が可決され、2008年1月1日より実施。2009年9月23～25日、アジア太平洋協定第4回
交渉がタイの首都バンコクで行われ、サービス貿易、投資、貿易円滑化に関する3つの枠組み協定が基本
的に合意された。 2013年10月に開催された第42回常任委員会にて、モンゴルが7番目の加盟国となること
が正式に承認。
参考URL：
国連アジア太平洋経済社会委員会
http://www.unescap.org/
中国商務部
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/enpacific.shtml

17

パプアニューギニア・豪州通商連
携協定（PATCRAⅡ）

パプアニューギニア、
豪州

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 1977年2月 ・1976年11月署名
・1977年2月発効
・1991年9月改定協定発効

③参考URL：豪州法情報研究会（AustLII）
http://www.austlii.edu.au/au/other/dfat/treaties/1977/7.html
http://www.austlii.edu.au/au/other/dfat/treaties/1991/37.html

18

南太平洋地域貿易・経済協力協
定（SPARTECA）

豪州、クック諸島、
フィジー、キリバス、
マーシャル諸島、ミク
ロネシア、ナウル、
ニュージーランド、ニ
ウエ、パプアニューギ
ニア、サモア、ソロモ
ン諸島、トンガ、ツバ
ル、バヌアツ

アジア・大
洋州

特恵貿易
協定

発効済 1981年1月 ・1980年7月署名
・1981年1月発効

①豪州とニュージーランドが、太平洋諸島フォーラムに加盟するパラオ以外の13カ国・地域に対して特恵を
適用。2006年から原産地規則の取り扱いにつき見直しが始まっている。
③参考URL：
太平洋諸島フォーラム
http://www.forumsec.org.fj/resources/uploads/attachments/documents/SPARTECA%20text1.pdf
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19

豪州・ニュージーランド経済緊密
化協定

豪州、ニュージーラン
ド

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 1983年1月 ・1983年1月署名、発効 ①88年、物品貿易における相互の関税を撤廃、90年には両国間全ての数量制限を撤廃した。サービス分野
については2000年以降、航空、沿岸航海などごく一部を除き自由化。その他、政府調達優先権、ビジネスに
関連した法、検疫、通関手続きなど広範囲な分野で緊密化を図る。
②2009年8月20日、両国首相は、ビジネスと雇用創出を加速させるために、単一経済市場の枠組への取り
組みを約束した。
③参考URL：
豪州外務貿易省
http://www.dfat.gov.au/fta/anzcerta/index.html
ニュージーランド外務貿易省
http://www.mfat.govt.nz/Trade-and-Economic-Relations/2-Trade-Relationships-and-
Agreements/Australia/index.php

20

ラオス・タイ特恵貿易協定 ラオス、タイ アジア・大
洋州

特恵貿易
協定

発効済 1991年6月 ・1991年6月発効 ③参考URL：
スタンフォード大学図書館
http://sul-derivatives.stanford.edu/derivative?CSNID=91600059&mediaType=application/pdf
アジア開発銀行（ADB）
http://aric.adb.org/fta/laos-thailand-preferential-trading-arrangement

21

インド・ネパール貿易協定 インド、ネパール アジア・大
洋州

特恵貿易
協定

発効済 1991年12月 ・1991年12月発効 ①双方からの一次産品輸入に対しては関税が免除されている。さらに、インドはネパールからの輸入品に
対して30％の付加価値基準と関税番号4桁変更を条件に関税を免除。インド政府は4％の特別追加関税に
ついても条件付きで免除を決定。両国は協定発効時に、協定の有効期間を7年間と設定し、その後は7年単
位で自動更新することに合意している。
②同協定はインドがネパールの産業振興を支援することが目的であり、現在インドは、サービス貿易や投資
を含めた協定を提案している。
③参考URL：
インド商工省･商務局
http://commerce.nic.in/trade/nepal.pdf
ネパール商業供給省（協定本文）
http://www.mocs.gov.np/uploads/uploads/supp_docs/84_Final%20Treaty%20of%20Trade%20English%20%202
009%20October%2027.pdf

22

ASEAN物品貿易協定（ATIGA）
（旧：ASEAN自由貿易地域（AFTA)
形成のための共通効果特恵関税
（CEPT)協定）

シンガポール、タイ、
マレーシア、インドネ
シア、フィリピン、ブル
ネイ、ベトナム、カン
ボジア、ラオス、ミャ
ンマー

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 1993年1月 ・1993年1月CEPT発効
・2009年2月署名
・2010年1月発効

①ATIGAは、従来のAFTA-CEPT協定に盛り込まれていなかった事項やルール、措置などを一本化したも
の。域内の関税・非関税障壁撤廃による自由貿易圏作りを目指す。ASEAN製品を順次、CEPT適用品目リ
ストに組み込み、一定期間内に関税引き下げを完了。ASEAN先行加盟6カ国（ASEAN6）は2010年に、新規
加盟4カ国は2015年に域内関税を撤廃（ただし新規加盟国については総品目数の7％を上限に、2018年ま
で関税撤廃期間の猶予が与えられている）。2015年1月時点で、域内関税撤廃率は95.99％。
②自動車・同部品産業、家電産業では、域内での完成品や部品相互補完など事業再編が進められてきた。
③ATIGAの下、原産地自己証明に関するパイロット事業が実施されている。2010年11月に開始された第1パ
イロット事業には、シンガポール、マレーシア、ブルネイ、タイ、ミャンマーが、2014年1月に開始された第2パ
イロット事業には、フィリピン、インドネシア、ラオス、ベトナム、タイが参加（タイは両方のパイロット事業に参
加）。カンボジアは2015年10月より第1パイロット事業を実施。自己証明制度は2つのパイロット事業を統合
する形で2015年末までの導入が目指されていたが、2015年8月のASEAN経済大臣会合では、導入目標を
2016年中と1年後ろ倒しすることが決定され、2016年8月の同会合では導入までより時間が必要であること
が確認された。
③参考URL：ASEAN事務局
http://www.asean.org/storage/images/2013/economic/afta/atiga%20interactive%20rev4.pdf
シンガポール国際企業庁
http://www.iesingapore.gov.sg/~/media/IE%20Singapore/Files/Publications/Brochures%20Free%20Trade%2
0Agreements/IE_AFTA_Mar2012.pdf

23

メラネシアン・スピアヘッド・グルー
プ（MSG）

フィジー、パプア
ニューギニア、ソロモ
ン諸島、バヌアツ

アジア・大
洋州

特恵貿易
協定

発効済 1994年1月 ・1993年7月署名
・1994年1月発効

③参考URL：
フィジー産業貿易省：
http://www.mit.gov.fj/index.php/divisions/trade-division/regional-trade-agreement/melanesian-
spearhead-group-msg-trade-agreement
MSG事務局：
http://www.msgsec.info/
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24

ニュージーランド・シンガポール経
済緊密化連携協定

ニュージーランド、シ
ンガポール

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2001年1月 ・1999年9月交渉開始
・2000年11月署名
・2001年1月発効

①両国間の貿易・投資拡大を目的としたルールなどが盛り込まれている。 物品貿易はすでに自由化されて
いるため、サービス貿易の自由化をポジティブ・リスト方式で進めている。
②シンガポールからは石油、石油化学製品、紙製品などの輸出、一方、ニュージーランドからは光学機器、
鉄鋼製品などの輸出が増加。シンガポールにとって初の二国間FTA。2006年5月より漸次発効している環太
平洋戦略経済連携協定（P4）においても、両国間でこれまでに合意した内容は維持されている。
③参考URL：
シンガポール政府
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/ANZSCEP
ニュージーランド外務貿易省
https://www.mfat.govt.nz/en/trade/free-trade-agreements/free-trade-agreements-in-force/singapore/

25

インド・スリランカ自由貿易協定 インド、スリランカ アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2001年12月 ・1998年12月署名
・2001年12月発効

①基本関税が免除される品目、経過措置をとる品目、クオータ制をとる品目、対象外品目（ネガティブリスト）
に分類されている。すでにインド側196品目、スリランカ側1,180品目を除く品目の関税を撤廃済み。現在、包
括的経済連携協定（CEPA）に拡大するため、政府間交渉中。
②スリランカからインドへの輸出増加、インドからスリランカへの投資増加などが見られる。
③参考URL：インド商工省･商務局
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_indsl.asp
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_indsl_6.asp

26

太平洋諸国貿易協定（PICTA） クック諸島、フィジー、
キリバス、ミクロネシ
ア、ナウル、ニウエ、
パプアニューギニア、
サモア、ソロモン諸
島、トンガ、ツバル、
バヌアツ、マーシャル
諸島、パラオ

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2003年4月 ・2001年8月署名
・2003年4月発効

③参考URL：
WTO
http://rtais.wto.org/rtadocs/582/TOA/English/PICTA-text.pdf
サモア外国貿易省
http://www.mfat.gov.ws/trade/market-access/#picta
太平洋諸島フォーラム
http://www.forumsec.org/pages.cfm/economic-governance/regional-trade-1/picta/

27

インド・アフガニスタン特恵貿易協
定

インド、アフガニスタ
ン

アジア・大
洋州

特恵貿易
協定

発効済 2003年5月 ・2003年5月発効 ①対象品目（インド側38品目、アフガニスタン側8品目）に対し、50～100％の範囲で関税を引き下げる特恵
関税を適用。主な対象品目は果実やスパイスなど。
③参考URL：インド商工省・商務局
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_indafg.asp

28

シンガポール・豪州自由貿易協定 シンガポール、豪州 アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2003年7月 ・2001年交渉開始
・2002年11月大筋合意
・2003年2月署名
・2003年7月発効

①全品目の即時関税撤廃に加え、サービス市場の開放、知的財産権保護、競争政策、関税手続きの簡素
化などを含む包括的な協定。シンガポールの卸売銀行業務ライセンス取得への規制が2007年1月に撤廃。
オーストラリア人の短期ビジネス・ビザの滞在期間がそれまでの1カ月から3カ月、長期ビザは最長14年まで
伸びた。2004年7月、相互承認の対象分野に園芸用品と食品規格を追加することに合意。2009年7月に第2
回レビューが実施され、修正内容は2011年に発効。
②豪州にとってニュージーランドとのCER協定に続く2番目のFTA。
③参考URL：
シンガポール政府
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/SAFTA
豪州外務貿易省
http://www.dfat.gov.au/fta/safta/
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29

中国・マカオ経済貿易緊密化協定 中国、マカオ アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2004年1月 ・2003年10月署名
・2004年1月発効
・2005年1月補充協定Ⅰ（CEPA2）発効
・2006年1月補充協定Ⅱ（CEPA3）発効
・2007年1月補充協定Ⅲ（CEPA4）発効
・2008年1月補充協定Ⅳ（CEPA5）発効
・2009年1月補充協定Ⅴ（CEPA6）発効
・2009年10月補充協定Ⅵ（CEPA7）発効
・2011年1月補充協定Ⅶ（CEPA8）発効
・2012年4月補充協定Ⅷ（CEPA9）発効
・2013年1月補充協定Ⅸ（CEPA10）発効
・2014年1月補充協定Ⅹ（CEPA11）発効
・2015年3月マカオと広東省の「サービス貿易自由化協
定」発効
・2016年6月「中国とマカオのサービス貿易自由化協定」
発効

①2006年1月から中国本土に輸出されるマカオ製品は、国際条約等に定められる品目を除き関税が撤廃。
2004年1月より、中国本土の物流、流通、銀行、不動産、経営コンサルタントサービス、展示、通信など18業
種にて、マカオの企業・住民の優先的参入を認める。
2008年1月に発効したCEPA5では新たにITサービス、市場調査、公共事業等11分野が開放、2009年1月に
はさらに分野を拡大したCEPA6が発効した。その後CEPA7では、法律、建設、医療等19業種、CEPA8では、
建築、医療、旅行、航空運輸など13業種の参入条件を緩和。CEPA9では、新規3分野（研究開発、製造サー
ビス、文化サービス）を含む14分野を追加開放した。CEPA10では、新規の2分野を含む22分野の自由化措
置が盛り込まれ、開放済みのサービス分野は合計48分野318項目に拡大。CEPA11では、中国のサービス
貿易領域の開放、金融分野での協力拡大、貿易促進や投資の円滑化に関する協議などを含む72分野を新
たに開放した。
2015年3月に発効したマカオと広東省の「サービス貿易自由化協定」では、広東省はマカオ企業に対し、
WTOの規定する160種のサービス業のうち95.6％を占める153業種のサービス業を開放した。また、24項業
種の新たな市場開放項目を盛り込んだポジティブリストを公開した。
②地理的に隣接している香港と比べ、経済規模は小さく、マカオの製造コストは低いものの、CEPA締結後も
香港の直接的な競合相手とはならないとの見解あり。
③参考URL：
マカオ政府（中国語）
http://www.economia.gov.mo/zh_TW/web/public/pg_cepa?_refresh=true
中国商務部（中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/cepa/cepa_wenben.shtml

30

中国・香港経済貿易緊密化協定 中国、香港 アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2004年1月 ・2003年6月署名
・2004年1月発効
・2005年1月補充協定Ⅰ（CEPA2）発効
・2006年1月補充協定Ⅱ（CEPA3）発効
・2007年1月補充協定Ⅲ（CEPA4）発効
・2008年1月補充協定Ⅳ（CEPA5）発効
・2009年1月補充協定Ⅴ（CEPA6）発効
・2009年10月補充協定Ⅵ（CEPA7）発効
・2011年1月補充協定Ⅶ（CEPA8）発効
・2012年4月補充協定Ⅷ（CEPA9）発効
・2013年1月補充協定Ⅸ（CEPA10）発効
・2013年8月補充協定Ⅹ（CEPA11）署名（2014年発効）
・2015年3月香港と広東省の「サービス貿易自由化協
定」発効
・2016年6月「中国と香港のサービス貿易自由化協定」
発効

①物品貿易分野では、香港製品に対する中国側の関税免除はCEPA9によって1,633品目まで拡大。
中国側では、2015年1月より『税関輸出入税則』『2015年関税実施案』『2015年1月1日より香港CEPAに基づ
き追加されたゼロ関税物品原産地基準表』を実施。
サービス貿易分野においては、2009年1月発効のCEPA6で、新規2分野（原油・天然ガスの採掘関連サービ
ス、鉄・銅・マンガンの採鉱に関する技術コンサルティング）を含む17分野で29項目の自由化措置が盛り込
まれた。CEPA7では新規2分野（鉄道輸送、研究開発）を含む20分野29項目、CEPA8では、新規2分野を含
む14分野27項目の自由化措置が盛り込まれた。香港の旅行代理店が北京・上海の支店で、北京・上海から
香港・マカオへのツアーを組むことも試行的に解禁した。
CEPA9では、新規3分野を含む16分野23項目、CEPA10では新規1分野（教育サービス）を含む22分野37項
目の自由化措置が盛り込まれ、開放済みのサービス分野は合計48分野338項目に拡大した。更にCEPA11
では、中国は香港に対し、サービス貿易、金融、貿易投資等を開放し、サービス貿易領域においては403項
目開放となった。
2015年3月発効の香港と広東省の「サービス貿易自由化協定」では、広東省は香港企業に対し、WTOの規
定する160種のサービス業のうち95.6％を占める153種類のサービス業を、（完全あるいは部分的に）開放し
た。「業務上の拠点を通じてのサービス提供」では、ネガティブリスト方式を導入し、「国境を越える取引」「海
外における消費」「自然人の移動によるサービス提供」については27項目の新たな市場開放措置を盛り込
んだポジティブリストを加えた。
③参考URL：
香港政府（中国語）
http://www.tid.gov.hk/english/cepa/further_liberal.html
http://www.tid.gov.hk/tc_chi/cepa/further_liberal.html
中国商務部（中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/cepa/cepa_special.shtml

31

インド・タイ経済協力枠組み協定 タイ、インド アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済
（一部）

2004年9月 ・2004年9月発効（アーリーハーベスト82品目）
・2012年4月第2改定議定書発効

①アーリーハーベスト（EH）の82品目については、2004年1月1日時点の関税率（MFNレート）をベースに、
2004年9月1日までに50％を引下げ、更に2005年9月1日までに75％に引下げ。2006年9月1日に完全撤廃。
2012年の第2改定議定書により1品目が追加され、即時に関税が撤廃された。サービス貿易や投資なども含
む本FTAについては交渉継続中。
②EHの発効後、対象品目の貿易動向では、タイからインド向けの輸出が拡大し、インド側の対タイ貿易収支
赤字が拡大。
③参考URL：インド商工省
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_framework_thailand.asp
インド外国省
http://www.mea.gov.in/Portal/ForeignRelation/Thailand-February-2012.pdf
タイ商務省貿易交渉局
http://thaifta.com/English/index_eng.html

32

豪州・タイ自由貿易協定 豪州、タイ アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2005年1月 ・2002年6月交渉開始
・2003年10月合意
・2005年1月発効

①豪州側はFTA発効後全品目の83％の関税を即時撤廃、残りの13％を2010年までに、4％を2015年までに
段階的に撤廃。タイ側は全品目の50％の関税を即時撤廃、残りの45％を2010年までに、鉄鋼製品や酪農
品などセンシティブ品目は2025年までに段階的に撤廃。また、タイ側は大型自動車輸入の関税80％及び貨
物自動車の60％を即時撤廃、小型車の80％を即時30％へ減税、2010年までに撤廃。
③参考URL：豪州外務貿易省
http://www.dfat.gov.au/fta/tafta/index.html
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33

パキスタン・スリランカ自由貿易協
定

パキスタン、スリラン
カ

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2005年6月 ・2002年8月署名
・2005年6月発効

①パキスタン側はゴムやココナッツを含む206品目、スリランカ側は果物や工業品など102品目の関税を即
時撤廃。
③参考URL：
パキスタン商業省
http://www.commerce.gov.pk/PSFTA/0508-060605.pdf
http://www.commerce.gov.pk/?page_id=215
スリランカ商業省
http://www.doc.gov.lk/web/index.php?option=com_content&view=article&id=114&Itemid=117&lang=en

34

中国・ASEAN自由貿易協定
(ACFTA)

中国、ASEAN アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2005年7月 ・2002年11月枠組協定署名
・2004年11月物品貿易協定署名
・2005年7月物品貿易協定発効
・2007年1月サービス貿易協定署名
・2007年7月サービス貿易協定発効
・2009年8月投資協定に署名
・2016年1月枠組協定等の高度化協定発効

①2002年11月に締結した「包括的経済協力枠組協定」により、アーリーハーベスト措置（特定品目の関税率
の先行引き下げ措置）として農産品8分野の関税引き下げを2004年1月開始、現在までに農産品の関税は
撤廃されている。物品貿易協定では、2005年7月から関税引き下げを開始、中国とASEAN先行加盟6カ国
（ブルネイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）は物品貿易の90％について2010年ま
でに関税を撤廃する（ASEAN新規加盟4カ国（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム）は2015年まで）こと
を目指した。
センシティブ品目は、400品目以内でかつ総輸入の10％以内。高度センシティブ品目は、センシティブ品目
の40％もしくは100品目のいずれか少ない方を指定可能。センシティブ品目は2010年末まで、高度センシ
ティブ品目は2014年末まで現行関税を維持でき、以降段階的に引き下げ予定。サービス貿易協定では、
2007年7月から相互に一部サービス市場（第1パッケージ）を開放。また協定発効日から1年以内に自由化の
第2パッケージを作成するとの条項も盛り込まれた。投資協定では、双方の投資者に対し、内国民待遇、最
恵国待遇、投資に当たっての公平・公正な待遇を与えるほか、投資に関連する法律法規の透明度を向上さ
せ、投資者に対し、自由で利便性が高く、透明で公平な投資環境を創造することが謳われている。2010年1
月からASEAN先行加盟6カ国と中国との間で約89％の品目で関税が撤廃された。2012年1月からセンシティ
ブ品目の関税が20％以下に削減された。高度センシティブ品目は2015年1月から50％以下に削減される予
定。2016年1月、ACFTA高度化協定が発効。
③参考URL：
中国商務部（中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/chinaasean.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/dongmeng/dongmeng_special.shtml
中国・ASEAN自由貿易協定事務局
http://www.asean-cn.org/

35

ニュージーランド・タイ経済緊密化
協定

タイ、ニュージーラン
ド

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2005年7月 ・2004年11月交渉妥結
・2005年4月署名
・2005年7月発効

①物品・サービス貿易に加え、投資、知的財産権なども含む包括的なFTA。豪州・タイFTAをモデルとしてい
る。タイ側は発効時に全体の54％に当たる2,978品目（HSコード6ケタと7ケタベース）について関税即時撤
廃、2010年までに1,961品目を追加撤廃。残るセンシティブ品目のうち、520品目は2015年までに撤廃する
が、牛乳、バターなど特に保護が必要な23品目に関しては2020年までに関税撤廃先送り。
ニュージーランド側は協定発効と同時に品目総数約8割に当たる5,878品目（HSコード8ケタベース）について
関税撤廃。具体的には、ツナ缶詰（現行関税7％）、プラスチック樹脂（同7％）、家電製品、ペットフード、玩
具・スポーツ用品、陶磁器（いずれも同5～7％）など。さらに2010年まで697品目の関税を撤廃、2015年まで
に残る858のセンシティブ品目（繊維、衣類、靴など）の関税を撤廃する。また、タイ人料理人が3年間、
ニュージーランドで就労可能となった。一般協定内容については2011年11月に共同見直し協議が開催。共
同調査レポートが採択され、今後の協定の改善に向け努力することで一致。
③参考URL：ニュージーランド外務貿易省
http://www.mfat.govt.nz/Trade-and-Economic-Relations/2-Trade-Relationships-and-
Agreements/Thailand/index.php

36

インド・シンガポール包括的経済
協力協定

インド、シンガポール アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2005年8月 ・2001年5月交渉開始
・2002年6月署名
・2005年8月発効
・2007年12月修正議定書署名、発効

①対象分野は、物品貿易、サービス貿易、投資保護協力、二重課税防止、その他保険･教育･メディア･観光
分野での協力。インド側は506品目の関税を協定発効時に即時撤廃、2,202品目の関税を2009年4月1日ま
でに段階的に撤廃。2,407品目の関税を2009年4月1日までに段階的に（50％まで）引き下げ。07年12月発効
の協定議定書により、新たに539品目を段階的撤廃･引き下げ。シンガポールはインドからの全ての輸入品
の関税を撤廃。原産地規則は、現地調達比率40％以上の付加価値基準とHSコード4ケタの関税番号変更
基準の併用型。
③参考URL：
インド商工省・商務局
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_framework_ceca.asp
シンガポール政府
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/CECA
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37

南アジア自由貿易地域（SAFTA） バングラデシュ、ブー
タン、インド、モルディ
ブ、ネパール、パキス
タン、スリランカ、アフ
ガニスタン

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2006年1月 ・2006年1月発効 ①域内先進国（インド、パキスタン、スリランカ）は、2006年7月から2007年末までに20％以下まで関税を引
き下げ、その後2012年末までの5年間で0～5％まで引き下げた（スリランカについては更に1年延長し6年間
で実施）。域内後発開発途上国（バングラデシュ、ネパール、ブータン、モルディブ）は、2006年7月から2007
年末までに、30％以下まで引き下げ、2016年末までの8年間で0～5％にまで引き下げる予定。 関税譲許品
目の拡大についても議論が行われている。
③参考URL：南アジア地域協力連合事務局
http://www.saarc-sec.org/userfiles/saftaagreement.pdf
http://www.saarc-sec.org/areaofcooperation/detail.php?activity_id=35

38

韓国・シンガポール自由貿易協定 韓国、シンガポール アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2006年3月 ・2003年3月産官学共同研究会開始
・2004年1月交渉開始
・2004年11月合意
・2005年8月署名
・2006年3月発効

①韓国にとって初のアジア諸国とのFTA。北朝鮮の開城（ケソン）工業団地で生産された産品（HS6桁基準、
4,625品目）について、韓国産として認定するとの条文が明記された。同条文により、北朝鮮で加工されたも
のが韓国の領土を経由し、シンガポールに輸出される場合に韓国産として認定され、特恵関税対象となる。
③参考URL：
シンガポール政府
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/KSFTA
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov5/sg/1/2/

39

インド・ブータン貿易協定 インド、ブータン アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2006年7月 ・2006年7月発効 ①2006年7月に貿易協定に署名、発効。発効後、10年間は有効とされる。通知書（No. 38/96-cus., dated
23rd July 1996 as amended by notification No. 70/2006-cus., dated 4th July 2006 and no. 41/2012-Cus.,
dated 14th June 2012）により一定の条件を満たせばブータン製造・生産の特定の物をインドに輸入する
際、または、インド製造・生産の特定の物をブータンへ輸出する際には関税が免除される。両国の政府は貿
易に関して全面的な相互援助と協力を行うことで合意した。
②この協定によりブータンが他国（第三国）と貿易（輸入・輸出）をする際に、その輸出入品目がインドを経由
する場合、インドにおいて免税通過対象になる。
③参考URL：インド商工省・商務局
http://www.commerce.nic.in/trade/bhutan.pdf

40

韓国・ASEAN自由貿易協定 韓国、ASEAN アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2007年6月 ・2004年3月専門家会議開始
・2005年2月交渉開始
・2006年4月物品貿易交渉妥結
・2006年8月物品貿易署名
・2007年6月物品貿易協定発効
・2007年11月サービス貿易署名（タイ除く）
・2009年2月タイが物品貿易、サービス貿易に署名
・2009年5月サービス貿易協定発効
・2009年6月投資協定署名
・2009年9月投資協定発効
・2010年1月タイとの物品・サービス貿易協定発効
・2009年10月～2016年7月第1～14回の履行委員会開
催

①物品貿易では、双方は原則として2010年1月までにそれぞれ輸入の90％にあたる品目（輸入金額、品目
数ベース、ノーマルトラック）について関税撤廃。2016年までには残りの7％（センシティブ品目）について関
税を0～5％に引き下げ、残りの3％（高度センシティブ品目）については、当該品目に対する各国の状況を
考慮して除外、長期間の関税引き下げ、関税割当設定などAからEまで5つのグループを設定。北朝鮮の開
城（ケソン）工業団地の産品についても韓国産と認められる。2009年9月に発効した投資協定は投資家の保
護水準が高く、サービス分野の投資保護も強化された。
またCLMV諸国のノーマルトラックの関税引き下げスケジュールについては、品目数の少なくとも50％を0～
5％に（ベトナム：2013年1月1日まで、CLM諸国：2015年1月1日まで）、品目数の90％を0～5％に（ベトナム：
2016年1月1日まで、CLM諸国：2018年1月1日まで）、全品目の関税の完全撤廃（ベトナム：2018年1月1日ま
で、CLM諸国：2020年1月1日まで）という段階を踏んで削減される。
②共同研究報告書によると、韓国は関税撤廃のみの効果で0.05％のGDP増加、資本蓄積の効果を含むと
0.6％の増加と分析。2007年6月1日からの1年間の韓国の対ASEAN貿易は前年比23％増加。
③参考URL：
韓ASEAN FTAホームページ
http://akfta.asean.org/
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov5/asean/1/2/

41

中国・パキスタン自由貿易協定 中国、パキスタン アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2007年7月 ・2005年4月交渉開始
・2005年12月アーリーハーベスト（EH）プログラム署名、
2006年1月発効
・2006年11月物品、投資貿易協定に署名
・2007年7月発効
・2009年2月サービス貿易協定に署名、10月発効
・2011年3月～2015年8月まで計5回の第2段階実施に
向けた交渉

①2007年7月からすべての貿易品目を対象として、二段階に分けて関税を引き下げ。第一段階として協定
発効後3年以内に関税品目総数の36％について関税撤廃。対象品目は、中国側が畜産品、水産品、野菜、
鉱産品、紡績品など。パキスタン側が牛羊肉、化工製品、機械・電機製品など。さらに5年以内に関税品目
総数の49％の関税を引き下げる。この結果、合わせて85％の品目について関税撤廃または削減。残る
15％余りの品目については暫定的に関税引き下げを行わない。第2段階は当初協定発効後6年目から始ま
る予定としていた。状況を勘案しながらさらなる関税引き下げを実施し、可能な限り短期間で関税品目、貿
易量の90％の品目の関税をゼロにすることを目標とする。協定は投資の継続的な促進を図るため、投資促
進・保護、投資待遇、没収、損害補償・投資紛争解決などについて規定。原産地規則、貿易救済、TBT、
SPSなどについても詳細に規定。サービス貿易に関する交渉については2007年に開始。2009年2月に署
名、10月に発効。
③参考URL：
パキスタン商業省
http://www.commerce.gov.pk/?page_id=205
中国商務部（中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/enpakistan.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/pakistan/pakistan_special.shtml
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42

マレーシア・パキスタン自由貿易
協定

マレーシア、パキスタ
ン

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2008年1月 ・2005年4月交渉開始
・2007年11月署名
・2008年1月発効

①協定内容は、物品貿易、サービス貿易、投資、技術協力、人材育成、SPS(衛生植物検疫措置）、知的財
産権、建設、観光、ヘルスケア、通信。両国は5年毎に協定を見直すことで合意。サービス分野において、パ
キスタン側は、マレーシアが60%までの資本を所有することを認め、駐在員数枠の上限も設けていない。
③参考URL：
マレーシア国際貿易産業省
http://fta.miti.gov.my/index.php/pages/view/127
パキスタン商業省
http://www.commerce.gov.pk/?page_id=192

43

中国・ニュージーランド自由貿易
協定

中国、ニュージーラン
ド

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2008年10月 ・2004年5月貿易経済枠組協定締結
・2004年11月共同研究終了
・2004年12月交渉開始
・2008年4月署名
・2008年10月発効

①中国はニュージーランドからの輸入品に関して、牛肉などの食肉などは2016年までに、バター、チーズ、
生乳などは2017年までに、リンゴは2012年までに関税撤廃。2019年1月1日までに品目全体の97.2％につい
て関税撤廃、うち24.3％の品目はFTA発効と同時に撤廃。ニュージーランドは2016年1月1日までにすべての
中国からの輸入品に関して関税撤廃、うち63.6％の品目についてはFTA発効時に関税撤廃。労働者の受け
入れに関しては、ニュージーランド国内で人手不足が深刻な医者、看護婦、コンピュータ技師、電気技師、
料理人など20職種において年間最大1,800人受け入れることで合意。また、ワーキング・ホリデー制度を中
国に適用、18～30歳を対象に年間最大1,000人受け入れ。
③参考URL：
ニュージーランド外務貿易省
http://www.mfat.govt.nz/Trade-and-Economic-Relations/2-Trade-Relationships-and-
Agreements/China/index.php
http://www.chinafta.govt.nz/
中国商務部（中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/ennewzealand.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/newzealand/newzealand_special.shtml

44

中国・シンガポール自由貿易協定 中国、シンガポール アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2009年1月 ・2004年5月交渉開始合意
・2006年10月交渉開始
・2008年10月署名
・2009年1月発効
・2011年10月「協定改訂に関する議定書」発効

①物品貿易では、シンガポール側は全品目につき関税撤廃。中国側は97.1％の品目について関税撤廃。
サービス貿易では、シンガポール側は（1）中国の2つの漢方医科大学の学歴を認める、（2）シンガポールで
漢方の医科大学と訓練機関の設立を許可、（3）シンガポールで中国語での高等教育、成人教育、中国語学
習の展開を許可、（4）シンガポールでの独資の病院開設を認める、（5）会計監査準則認可交渉を速やかに
開始するなど約束。中国側は（1）シンガポール側が中国において外資比率70％を超えない病院の設立を許
可、（2）シンガポールの2つの大学について医学の学歴を認めるなど約束。人の移動についても、ビジネス
パーソンの一時的入境のルール、居留時間と条件を具体的に定めた。
③参考URL：
中国商務部（中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/ensingapore.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/singapore/singapore_special.shtml
シンガポール国際企業庁
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/CSFTA

45

韓国・インド包括的経済連携協定 韓国、インド アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2010年1月 ・2005年1月共同研究会開始
・2006年3月交渉開始
・2008年9月合意
・2009年8月正式署名
・2010年1月発効

①インドは韓国からの輸入のうち、金額ベースで74.5％を8年以内にゼロ関税とする。韓国はインドからの輸
入のうち、金額ベースで84.7％を8年以内にゼロ関税にする。除外品目として、インド側は輸入金額ベースで
14.5％（HSコード6桁レベルで768品目）、韓国側は同4.8％（HSコード10桁レベルで765品目）に相当する品
目をそれぞれ指定している。共通して除外品目リストに含まれる主な品目には、乗用車、貨物自動車、エア
コン、洗濯機（全自動）、ガソリンエンジンなど。サービスはドーハラウンドで提示された水準より高い水準で
の自由化で合意。投資では、インドは製造業全般を開放することで合意した。原産地表示では、開城工業団
地における108の生産品を韓国産として認定することで合意。
②対外経済政策研究院(KIEP、2004)は、同CEPAの締結により韓国・インド間の貿易量が計33億ドル増加、
結果として韓国のGDPが1兆3,000億ウォン増加すると分析。発効後、鉄鋼、エレクトロニクス関連はインドの
関税引き下げで輸出に好影響がある一方、繊維関係ではインド産綿糸の輸入が増加する可能性が高い。
③参考URL：
韓国産業通商資源部
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov5/in/1/2/
インド商工省・商務局
http://commerce.nic.in/trade/INDIA%20KOREA%20CEPA%202009.pdf
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46

ASEAN・インド包括的経済協力枠
組み協定

ASEAN、インド アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2010年1月 ・2008年8月合意
・2009年8月署名
・2010年1月発効
・2014年8月サービス協定・投資協定署名
・2015年8月物品貿易協定見直しに合意

①2003年10月に包括的経済協力枠組協定を締結。同枠組協定には、アーリーハーベストを実施すること、
2006年1月から関税引き下げを開始し2016年末までにFTAを形成すること等が盛り込まれていた。アーリー
ハーベスト（対象105品目）につき、2005年4月1日より開始する予定であったが、原産地規則などで交渉が
難航、実施中止となった。2008年8月のAEM-インド会議で妥結、翌年8月の同会議で署名した。2010年1月
に、まずインド、シンガポール、マレーシア、タイの間で発効し、その後、すべての国で発効した。同協定で
は、品目数の80％且つ貿易額75％に相当するノーマルトラック対象品目について、2013年末まで（品目に
よっては2016年末まで）に関税を撤廃する予定。貿易円滑化など経済協力分野も交渉対象。一方、サービ
ス、投資分野の交渉は、2012年12月に妥結、14年8月にインドASEAN経済大臣会合の共同議長声明文に
て、両分野の協定が署名された旨が発表され、15年8月の同会合では物品貿易協定の見直し対象について
合意がなされた。
③参考URL：
インド商工省商務局
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_indasean.asp
ASEAN事務局（ASEAN-INDIA FTA）
http://asean.org/?static_post=asean-india-free-trade-area-3

47

ASEAN・豪州・ニュージーランド自
由貿易協定

ASEAN、豪州、
ニュージーランド

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2010年1月 ・2004年11月交渉開始合意
・2005年2月交渉開始
・2009年2月署名
・2010年1月発効（インドネシアは2012年1月に発効）
・2014年8月第1回改定議定書署名
・2015年8月第1改定議定書発効（インドネシア、カンボ
ジアは2016年1月発効）

①全18章からなる極めて包括的な協定であり、物品貿易や投資、サービスに加えて自然人の移動、電子商
取引、協力などを含んでいる。品目数（タリフライン）ベースで、豪州、ニュージーランド、シンガポールは
100％自由化（関税撤廃）を実現するなど自由化率の高いFTA。
②2014年8月に開催された第19回ASEAN-ANZ経済大臣会合において、原産地証明書発行にかかる情報
要求の簡素化、原産地規則の統合などを含む、第1改定議定書に署名がなされ、2015年8月に発効した。
③参考URL：
AANZFTA事務局
http://aanzfta.asean.org/
ニュージーランド外務貿易省
http://www.mfat.govt.nz/Trade-and-Economic-Relations/2-Trade-Relationships-and-
Agreements/Asean/index.php
豪外務貿易省
http://www.dfat.gov.au/fta/aanzfta/

48

マレーシア・ニュージーランド自由
貿易協定

マレーシア、ニュー
ジーランド

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2010年8月 ・2005年5月交渉開始
・2009年5月交渉妥結
・2009年10月署名
・2010年8月発効

①全18章から成り、物品、サービス、投資、人の移動、知的財産権などを含む包括的な内容となっている。
二国間の関税は16年までに段階的に引き下げが実施される。ノーマルトラック1（NT1）が12年まで、ノーマル
トラック2（NT2）が16年までのスケジュールになる。マレーシア側は、ノーマルトラック1では、プラスチック、自
動車部品などを中心に関税を撤廃。ノーマルトラック2では、ベニヤ板、化学製品、鉄鋼製品の関税撤廃を
実施する。2016年にはマレーシア側は、98.9%、ニュージーランド側は、100％の品目の関税が撤廃される。
ニュージーランドが、同FTAの発効でいち早く恩恵を受けるのがキウイフルーツと酪農製品の輸出業者で、
キウイフルーツは8月1日から15％の関税が撤廃され、液状ミルクについては関税割当内の関税が撤廃、割
当量も年ごとに拡大される。
②ニュージーランドのグローサー貿易相は「このFTA交渉の成功がもたらす恩恵は、AANZFTAがもたらす効
果より大きい。輸出を増やし、雇用機会を拡大し、そして両国の経済成長を促すことにもつながる」との声明
を発表した。ニュージーランド輸出者委員会は「同FTAの発効で、ニュージーランドとマレーシアの貿易関係
は一層発展していくだろう」と期待を寄せる。
③参考URL：
ニュージーランド外務貿易省
http://www.mfat.govt.nz/Trade-and-Economic-Relations/2-Trade-Relationships-and-
Agreements/Malaysia/index.php
マレーシア国際貿易産業省
http://fta.miti.gov.my/index.php/pages/view/111?mid=46
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49

中国・台湾海峡両岸経済協力枠
組み協定

中国、台湾 アジア・大
洋州

自由貿易
協定に相
当

発効済 2010年9月 ・2010年6月署名
・2010年9月発効
・2011年1月アーリーハーベスト実施
・2012年8月投資協定署名
・2013年6月サービス貿易協定締結

①WTOの基本原則に基づき、関税の引き下げ・撤廃、非関税障壁の削減・撤廃、サービス貿易の規制緩
和、投資保証制度の構築、貿易投資の促進、産業協力の拡大を目指す。アーリーハーベストの主な対象品
目は、中国側が繊維（136品目）、機械（107品目）、石油化学（88品目）、輸送機器（50品目）、農産品（18品
目）、その他（140品目）の合計539品目、台湾側が機械（69品目）、石油化学（42品目）、繊維（22品目）、輸
送機器（17品目）、その他（117品目）の合計267品目。台湾が当初から輸入を開放しないとしていた農産品
では、現在輸入を制限している830品目の規制を緩和しないと同時に、既に開放されている農産品1,415品
目についても関税の引き下げはしない。中国側で25％の輸入関税が掛かる完成車などについても、アー
リーハーベスト対象品目に追加すべきとの声が台湾の業界内では強まっている。
2012年8月の海峡交流基金会（台湾側）と海峡両岸関係協会（中国側）とのトップ会談において、中台間の
企業の紛争処理などを盛り込んだ投資協定が締結された。
2013年6月に締結されたサービス貿易分野については双方で保険、銀行などの金融分野と商業、通信業、
流通業、観光業などの非金融分野で中国側が80項目、台湾側が64項目の市場開放に合意した。
③参考URL：
中国商務部（中国語）
http://tga.mofcom.gov.cn/article/zt_ecfa/
台湾経済部（中国語）
http://www.moea.gov.tw/Mns/populace/news/News.aspx?kind=1&menu_id=40&news_id=19038
公益財団法人交流協会
http://www.koryu.or.jp/ez3_contents.nsf/13/E1D7F906304F2F3E492577FB0029E897?OpenDocument

50

ニュージーランド・香港経済協力
緊密化協定

ニュージーランド、香
港

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2011年1月 ・2001年4月交渉開始
・2002年下旬交渉中断
・2009年5月交渉再開
・2010年3月署名
・2011年1月発効

①ニュージーランド側の輸入関税は16年までにすべての品目で0％になる予定。もともと香港での輸入関税
は0％だが、協定発効により、この税率が将来にわたって約束された。
金融、物流、建設、教育、環境などのサービス分野も幅広く対象とされ、内外無差別の相互参入が認められ
る。この中には香港政府が育成を推進している6大産業（教育、医療、検査・認証、環境、科学技術、文化・
コンテンツ）も含まれる。人材交流、通関手続き、電子商取引、知的財産、政府調達などでの連携も盛り込
むほか、労働協力協定と環境協力協定も併せて締結されている。
②2013年、香港はニュージーランドの第11位の輸出先であり、年間貿易額は9億1,200万ドルに達した。
③参考URL：
ニュージーランド外務貿易省
http://www.mfat.govt.nz/Trade-and-Economic-Relations/2-Trade-Relationships-and-Agreements/Hong-
Kong/index.php
香港工業貿易署
http://www.tid.gov.hk/english/trade_relations/hknzcep/index.html

51

インド・マレーシア包括的経済連
携協定

インド、マレーシア アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2011年7月 ・2004年12月共同研究グループ設立
・2008年2月政府間交渉開始
・2010年10月交渉完了
・2011年1月署名
・2011年7月発効

①協定内容は、物品貿易、サービス貿易、投資、経済協力。関税撤廃・引き下げスケジュールを見ると、ノー
マルトラック1（NT1）が13年9月30日までに撤廃、ノーマルトラック2（NT2）は16年6月30日までに撤廃、センシ
ティブトラック（ST）は16年6月30日までに5％へ引き下げ、とされており、いずれもASEAN・インドFTAに比
べ、早いスケジュールが適用される。
②同協定により、2015年までの往復貿易額は150億ドルに拡大すると見込まれる。 また、ビザ発給条件の
緩和により、二国間におけるバイオテクノロジーやソフトウェア開発、建設分野などでの協力拡大が期待さ
れている。
③参考URL：
インド商工省･商務局
http://commerce.nic.in/trade/India_Malaysia_Agreement_CECA.pdf
マレーシア国際貿易産業省
http://fta.miti.gov.my/index.php/pages/view/Malaysia-India?mid=44

52

マレーシア・豪州自由貿易協定 マレーシア、豪州 アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2013年1月 ・2005年4月交渉開始合意
・2005年5月交渉開始
・2006年交渉一時中断
・2009年8月交渉再開
・2012年5月署名
・2013年1月発効

①物品貿易では、発効と同時にオーストラリアの輸入は100％関税が撤廃。また、マレーシアの輸入は、
2020年までに99％の品目の関税が撤廃される。そのうち、紙、繊維、自動車部品など、ほとんどの品目は、
本FTA発効と同時に撤廃され、自動車車体、鉄鋼製品などの357品目は段階的に関税が引き下げられる。
本FTAには、サービス産業の自由化も盛り込まれ、オーストラリアは私立病院サービス等、マレーシアは教
育、情報通信産業、金融分野における自由化を決定した。
②締結により、物品貿易の増加に加え、サービス分野においても投資が促進。
③関連URL：
豪州外務貿易省
http://dfat.gov.au/fta/mafta/
マレーシア国際貿易産業省
http://fta.miti.gov.my/index.php/pages/view/Malaysia-Australia

53

インドネシア・パキスタン特恵貿易
協定

インドネシア、パキス
タン

アジア・大
洋州

特恵貿易
協定

発効済 2013年9月 ・2005年11月包括的経済協定締結
・2006年交渉開始
・2012年2月締結合意
・2013年9月発効

①2012年2月3日、特恵貿易協定の締結に合意した。パキスタン商業省の発表によると、インドネシアはパ
キスタンに対し216品目の関税を優遇する。主な対象品目は生鮮果物、綿糸、綿布、既製服、扇風機、ス
ポーツ用品（バドミントン、テニスのラケット）、皮革製品など。これによりパキスタン産のミカン（パキスタン名
「キノ」）は、関税0％でインドネシアに輸出できることになる。一方、パキスタンはインドネシアに対し、パーム
油など287品目について優遇関税を適用する。
③参考URL：アジア開発銀行（ADB）
http://aric.adb.org/fta/pakistan-indonesia-free-trade-agreement
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54

台湾・ニュージーランド経済協力
協定

台湾、ニュージーラン
ド

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2013年12月 ・2012年5月交渉開始宣言
・2013年7月署名
・2013年12月発効

①物品貿易分野では台湾は全工業製品のほか、コメを除く農産品など計479項目の関税を段階的に撤廃
し、2025年までにゼロとする。ニュージーランドは全ての農産品と、29項目の制限品を除く工業製品への関
税撤廃を協定発効後すぐに実施し、制限品についても2017年までに関税を撤廃する。関税撤廃の割合でみ
ると、台湾は99.88％、ニュージーランドは100％。物品貿易以外では、サービス、投資、政府調達、紛争解
決、労働、電子商取引、知的財産権、環境、先住民協力、映画合作など広範囲の経済協力が含まれる。
2016年1月、ニュージーランドにおける台湾企業のサービス業（エンジニア、撮影サービス、パソコン修理な
ど）に対する制限の取り消しについての通知が公布された。
②台湾側の発表によると、同FTAは台湾のGDPを12年間で0.01～0.08％押し上げると推計される。
③参考URL：台湾経済部（英語・中国語）
http://www.moea.gov.tw/Tne/main/home/Home.aspx

55

台湾・シンガポール経済パート
ナー協定

台湾、シンガポール アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2014年4月 ・2010年12月交渉開始宣言
・2013年5月交渉妥結
・2013年11月署名
・2014年4月発効

①物品貿易では、台湾はシンガポールに対して、99.5％の品目で関税を撤廃・削減する。台湾の関税撤廃・
削減スケジュールは、（1）協定発効と同時に関税を即時撤廃する品目、（2）協定発効後5段階で関税を撤廃
する品目、（3）協定発効後5段階で関税を削減する品目、（4）協定発効後10段階で関税を撤廃する品目、
（5）協定発効後15段階で関税を撤廃する品目、（6）対象外品目、に分けられる。台湾側の発表によると、協
定発効と同時に関税を即時撤廃する品目は全体の83％を占める。段階的撤廃・削減品目は、食料品類、プ
ラスチック類、繊維製品、縫製品、自動車・自動車部品、エアコン、洗濯機、冷蔵庫、テレビ、電子レンジなど
の家電製品などに多い。対象外品目は40品目で、乳製品、ニンニク、マンゴー、コメ製品、ナッツ類など農産
物が主として対象となっている。一方、シンガポール側は台湾に対して、協定発効と同時に全ての関税を撤
廃する。ただし、シンガポールで関税が課されている品目はビールと薬用酒などの6品目に限られている。
②台湾側の発表によると、同FTAにより、15年間で計7億ドルの台湾のGDPを押し上げ、6,154人分の雇用を
創出する効果があるとしている。
③参考URL：台湾経済部（中国語）
http://www.moea.gov.tw/Tse/main/home/Home.aspx
在台北ニュージーランド商業産業事務所
https://nzcio.com/node/247
シンガポール国際企業庁
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/ASTEP/Overview-of-ASTEP

56

韓国・豪州自由貿易協定 韓国、豪州 アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2014年12月 ・2007年5月民間共同研究会開始
・2008年10月予備協議開始
・2009年3月交渉開始合意
・2009年5月交渉開始
・2013年12月実質合意
・2014年4月署名
・2014年12月発効

①2006年12月の両国首脳会談で、両国の民間調査機関によるFTAの実現可能性に関する共同研究を開始
することが合意された。予備協議では、商品譲許、関税、原産地規程、サービス、投資などFTAの対象分野
と相互の関心事項について意見を交換した。2009年3月に両国首脳が交渉開始に合意。2009年5月に第1
回交渉がキャンベラで、09年8月には第2回交渉がソウルで開催された。2010年3月に第4回会合を行い、市
場アクセス、特に農業と鉱業について交渉を行った。2010年5月までに計5回の交渉が実施されている。韓
国は豪州にとって第5番目の貿易相手国である。2011年4月の首脳会談で、年内の交渉妥結を目指すことを
確認。ただ、豪州のタバコ規制をめぐって交渉が難航しているとの報道もあった。2013年12月に実質的に合
意し、2014年4月署名。2014年12月発効。
②共同研究の結果、FTAが締結された場合、今後10年間で韓国の対豪輸出が43億ドル、豪の対韓輸出が
75億ドル増加すると予測した。
③参考URL：
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://fta.go.kr/main/situation/kfta/lov5/au/1/2/
豪州外務貿易省
http://www.dfat.gov.au/fta/kafta/

57

中国・豪州自由貿易協定 中国、豪州 アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2015年12月 ・2003年10月政府研究開始合意
・2004年1月共同研究開始
・2005年4月交渉開始合意
・2005年5月交渉開始
・2014年11月大筋合意
・2015年6月署名
・2015年12月発効

①豪州は発効後4年以内に95％の物品に対する関税を撤廃。衣類、履物、家庭用電化製品、自動車部品な
どの関税は2019年に撤廃する。一方中国側は、3％課されている原料炭の関税を即時撤廃、6％の一般炭
は2年以内に撤廃する。牛肉は現在の12～25％の関税を9年間で撤廃。乳製品も、4年から11年以内に撤
廃。他方、砂糖、コメ、小麦、綿については3年以内に行われる両国間のFTA見直しの際にあらためて議論
される。
物品以外では、豪州は外国投資委員会の審査基準引き上げに合意した一方で、国有企業からの投資につ
いてはこれまでどおり全案件を審査する。中国側もサービス分野で自由化を約束。金融サービスで、手続き
の透明性向上や簡素化が図られる。法務に関しては、中国全土でサービス提供が可能な法律事務所を中
国（上海）自由貿易試験区に設立することが可能となる。
③参考URL：
豪州外務貿易省
http://dfat.gov.au/trade/agreements/chafta/Pages/australia-china-fta.aspx
中国商務部（英語・中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/enaustralia.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/Australia/australia_special.shtml
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58

韓国・ベトナム自由貿易協定 韓国、ベトナム アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2015年12月 ・2010年6月共同研究開始
・2011年11月共同研究終了
・2012年8月交渉開始宣言
・2012年9月交渉開始
・2014年12月交渉妥結
・2015年5月署名
・2015年12月発効

③参考URL：
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov5/vn/1/
大韓貿易投資振興公社（KOTRA）
http://www.investkorea.org/en/fta_vietnam01.do
ベトナム商工省
http://www.moit.gov.vn/en/News/734/concluding-vietnam--korea-fta-negotiation-(vkfta).aspx

59

韓国・ニュージーランド自由貿易
協定

韓国、ニュージーラン
ド

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2015年12月 ・2006年12月共同研究開始合意
・2007年2月民間共同研究開始
・2008年9月予備協議開始
・2009年3月交渉開始合意
・2009年6月交渉開始
・2014年11月交渉妥結
・2015年3月署名
・2015年12月発効

①2009年3月に両国首脳が交渉開始に合意。2014年10月までの間に計9回の交渉会合を実施。11月に交
渉妥結を発表。2015年3月正式署名、2015年12月発効。
②ニュージーランド外務貿易省によると、同FTA発効の1年目で、ニュージーランドから韓国への輸出におい
て、6,500万NZドルの関税削減になると試算されている。
③参考URL：
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://fta.go.kr/main/situation/kfta/lov5/nz/1/2/
ニュージーランド外務貿易省
https://www.mfat.govt.nz/en/trade/free-trade-agreements/free-trade-agreements-in-force/nz-korea-
free-trade-agreement/

60

韓国・中国自由貿易協定 韓国、中国 アジア・大
洋州

自由貿易
協定

発効済 2015年12月 ・2004年9月民間レベル共同研究開始合意
・2005年3月両国の研究機関が覚書に署名、民間共同
研究を開始
・2006年11月産官学共同研究開始合意
・2007年3月共同研究開始
・2010年5月共同研究終了
・2010年9月韓中FTA政府間事前協議第1回会議開催
・2012年5月交渉開始
・2014年11月　交渉妥結
・2015年6月署名
・2015年12月発効

①11月10日に、韓国政府は、14回の交渉を経て実質的に交渉は妥結したと発表。2015年2月に仮署名、同
年6月に正式署名。2015年12月20日に発効。発効後10年後までに、中国側の71％の品目、韓国の79％の
品目の関税を撤廃する。20年後までに韓国の92％の品目、中国の91％の品目の関税を撤廃。うち、製造業
では10年後までに中国側の72％、韓国側の90％の品目、最終的に中国側の90％、韓国側の97％の品目の
関税を撤廃する。農林水産業では、最終的に中国側の93％、韓国側の70％の品目の関税を撤廃する。
②商務部によると、同FTAは、両国の経済互恵関係の強化に寄与するほか、日中韓FTA,RCEP、環太平洋
FTAへの重要な一歩となる。
③参考URL：
中国商務部（英語・中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/enkorea.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/korea/korea_special.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/article/chinakorea/koreanews/201603/30777_1.html
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/cn/info/2/
大韓貿易投資振興公社（KOTRA）
http://www.investkorea.org/en/fta/fta_china01.do

61

中米共同市場（CACM） グアテマラ、エルサル
バドル、ホンジュラ
ス、ニカラグア、コス
タリカ

米州 関税同盟 発効済 1961年6月 ・1960年12月署名
・1961年6月発効
・1993年中米経済統合条約締結

①2009年の段階で、すでに域内貿易の99.8％が自由化。対外共通関税では、原則的に0％、5％、10％、
15％の4種類に統一。関税品目数ベースで95.7％の品目に同一の対外関税率が設定。
③設立当初は輸入代替のための地域ブロックとしての性格が強く、高い対外共通関税に守られた非効率な
国内産業構造を生み出した。加盟国の足並みも揃わず、内戦の勃発なども影響して形骸化。内戦終結後の
93年に中米経済統合条約を締結、現行のCACMを再編成した。
参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/SICA/instmt_e.asp

62

カリブ共同体（CARICOM) アンティグア・バー
ブーダ、バハマ、バル
バドス、ベリーズ、ドミ
ニカ、グレナダ、ガイ
アナ、ハイチ、ジャマ
イカ、セントクリスト
ファー・ネビス、セント
ルシア、セントビンセ
ント・グレナディーン、
スリナム、トリニダー
ド・トバゴ、モントセラ
ト（英）

米州 関税同盟 発効済 1973年8月 ・1973年7月署名
・1973年8月発効
・2001年7月改正条約署名
・2002年7月改正条約発効

③参考URL：CARICOMウェブサイト
http://www.caricom.org/
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63

ラテンアメリカ統合連合（ALADI） アルゼンチン、ボリビ
ア、ブラジル、チリ、コ
ロンビア、キューバ、
エクアドル、メキシコ、
パナマ、パラグアイ、
ペルー、ウルグアイ、
ベネズエラ

米州 特恵貿易
協定

発効済 1981年3月 ・1980年署名
・1981年3月発効

①ALADIはGATTに正式に承認された地域経済統合体であり、設立の根拠であるモンテビデオ条約は加盟
国の経済統合における法的枠組みとなっている。ALADIはその加盟国を開発の程度に応じて3種類に分類
し、開発段階に応じた異なる特恵関税を適用することや、複数の加盟国が独自に個別の協定を締結するこ
とを認めている。GATTの「授権条項」が適用されるALADIの枠組みの下、ALADIに登録されたこれら協定
は、WTOの貿易と開発委員会に通報され、一般の自由貿易協定のように地域貿易協定委員会による詳細
な審査は行われないとされる。現在、メルコスールを始め、ラテンアメリカ地域内で締結されている50を超え
る市場統合に関する協定の多くは、域内部分協定の一種である経済補完協定である。（出所：外務省）2009
年4月、パナマの加盟が加盟国間で承認され、パナマ国内の関連協定批准手続きを経て2012年5月に正式
加盟国となった。
③参考URL：
日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/latinamerica/kikan/aladi.html
ラテンアメリカ統合連合（ALADI）（スペイン語、ポルトガル語）
http://www.aladi.org/sitioAladi/index.html

64

メキシコ・アルゼンチン経済補完
協定
（ALADI経済補完協定：ACE6号）

メキシコ、アルゼンチ
ン

米州 特恵貿易
協定

発効済 1987年1月 ・1986年10月署名
・1987年1月発効
・2007年1月第15追加議定書が発効

①自動車産業以外で相手国原産品に対し、相互に関税を譲許（削減）する協定。譲許率は品目に応じて50
～100％。第15追加議定書発効時点でタリフラインの約40％が対象となっている。
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/Trade/ARG_MEX/ARGMEX_ind_s.asp

65
パナマ・ドミニカ共和国特恵貿易
協定

パナマ、ドミニカ共和
国

米州 特恵貿易
協定

発効済 1987年6月 ・1985年7月署名
・1987年6月発効

③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/Trade/preftrade/PAN_DR/pandoms.asp

66

アンデス共同体（CAN） コロンビア、エクアド
ル、ペルー、ボリビ
ア、（ベネズエラ）

米州 関税同盟 発効済 1988年5月 ・1969年アンデス統合機構（SAI）発効
・1973年ベネズエラ加盟
・1976年チリ脱退
・1988年5月25日CAN発足
・1991年バラナオ合意（自由貿易地域、対外共通関税
設置）
・2006年ベネズエラ脱退

①アンデス統合機構（SAI）としてアンデス議会、裁判所、開発基金（アンデス開発基金：CAF）等の機能が70
年代に設置。域外共通関税（AEC）を0％、5％、10％、20％の4段階（ボリビアは20％を適用しない）に設定し
ているが、ペルーのみ適用に遅延。
2006年4月19日、ベネズエラがアンデス共同体からの脱退を表明。ただし、対外共通関税等CAN内部の合
意事項については、CAN発足の基となった「カルタヘナ協定」の規定により、5年間適用が継続していた。
2011年4月、ベネズエラはCAN加盟国からの輸入品に対する関税撤廃の延長措置を取った。その後、エクア
ドル、ボリビア、コロンビア、ペルーと二国間通商協定を締結し、関税撤廃を維持した。
他方、2006年9月にアンデス共同体外務・貿易相拡大会合にて、チリを準加盟国とすることが決定され、チリ
との経済協定が確立、アンデス地域の統合枠が拡大した。
②域内貿易は創設69年以来拡大続ける。主にコロンビアが自動車、医薬品などの製品を域内加盟国に輸
出しており、域内貿易の大きな割合を占める。輸入代替工業化を地域レベルに拡大することで、加盟諸国の
産業発展を目指した。
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Andean/instmt_e.asp

67

北米自由貿易協定（NAFTA） 米国、カナダ、メキシ
コ

米州 自由貿易
協定

発効済 1994年1月 ・1994年1月発効（1989年1月発効の米国・カナダFTAを
継承し、メキシコを追加）

①貿易以外に、金融、投資、紛争処理手続きなどを明確に制度化。労働と環境保護については、本協定に
は含めず補完協定の中で定めた。関税削減スケジュールを定めているものの、農産品については数量制
限を維持し、例外扱いしている。例外を除く、全ての関税、量的規制は2008年1月1日に撤廃された。
②USTRによれば、NAFTA発足後10年間に米国の対カナダ輸出は878億ドルから1,453億ドルに、対メキシコ
輸出は465億ドルから1,054億ドルに拡大。域内貿易総額は同2,893億ドルから6,231億ドルに拡大。
③人口4億7,800万人、GDP20兆7,000億ドルに上る自由貿易圏（2015年）を形成。
参考URL：
米国通商代表部
https://ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/north-american-free-trade-agreement-nafta
https://ustr.gov/sites/default/files/2016-AR-Compiled-FINAL.pdf
カナダ政府による、NAFTA発効20年を評価した報告
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/nafta-
alena/facts.aspx?lang=eng
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68

南米南部共同市場（メルコスール） ブラジル、アルゼンチ
ン、ウルグアイ、パラ
グアイ、ベネズエラ、
ボリビア（2012年12
月加盟議定書署名、
各国国会による批准
待ち）

米州 関税同盟 発効済 1995年1月 ・1991年3月署名
・1995年1月発効

①91年のアスンシオン条約に基づき、域内の関税の撤廃を開始。95年1月には対外共通関税を設定、関税
同盟発足。2004年、恒久的な紛争解決処理裁判所を設置。また、共通通貨の導入も長期的な目標として挙
げられているため、そのステップとして統計手法の統一などが試みられている。
2005年12月のメルコスール首脳会議で「メルコスール議会の設置に関する議定書」を承認した。議会の設
置場所はメルコスール事務局同様モンテビデオ。
ベネズエラは2006年4月にアンデス共同体（CAN）からの脱退を表明、同年7月にメルコスールへの新規加
盟を認める議定書に署名し、加盟手続きの完了に向け各国国会での批准を待つ段階となっていた。2012年
6月にベネズエラの加盟に関して唯一議会での批准をしていなかったパラグアイが、大統領罷免問題を巡り
メルコスールの参加資格一時停止となったことを受け、2012年7月31日のメルコスール臨時会合でベネズエ
ラの正式加盟が承認、同年8月12日に正式加盟した。
ボリビアは2012年12月に正式加盟を認める議定書に署名、現在各国国会における批准待ち。
②アルゼンチン政府は2011年以降、非自動輸入ライセンスの対象品目の拡大や、新たな輸入事前申告制
度（DJAI）の導入など貿易保護措置を実施、それに伴いブラジル側も対抗措置をとるなど、両国間の貿易は
必ずしも円滑とはいえない状況にある。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）内のメルコスールの法的枠組みに関する情報
http://www.sice.oas.org/Mercosur/instmt_e.asp
メルコスール公式サイト（スペイン語）
http://www.mercosur.int/

69

メキシコ・コロンビア自由貿易協定 メキシコ、コロンビア 米州 自由貿易
協定

発効済 1995年1月 ・1994年6月署名
・1995年1月発効
・2006年11月ベネズエラ脱退

①繊維、自動車、農産品など一部の例外を除き、10年間で貿易を自由化。2004年7月までに約95％の品目
について撤廃。サービス貿易、投資の自由化のほか、知的所有権の保護条項も含まれている。ラ米統合連
合（ALADＩ）等と異なり、各国の経済力の差を考慮しない対等条件のFTA。
2006年11月19日、ベネズエラが正式にG3から脱退。このためG3に基づくベネズエラ－メキシコ間の特恵関
税措置は失効。ベネズエラ脱退後、2007年には、コロンビア政府とメキシコ政府は二国間貿易を定める条項
についての更新を行なうための取組みを多岐に渡る分野で行った。短期的目標は、関心の高い特定の農業
製品を自由貿易に組み入れること、また世界の最新生産事情に合わせて原産地規則を修正すること等。
②G3によってメキシコの対コロンビア、ベネズエラ輸出は拡大した。コロンビアとベネズエラではテレビ、自
動車等メキシコの工業製品輸入が増加し、大幅な入超となった。
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/Trade/go3/G3INDICE.ASP

70

メルコスール・チリ経済補完協定 メルコスール加盟国、
チリ

米州 特恵貿易
協定

発効済 1996年10月 ・1996年6月署名
・1996年10月発効

①チリとメルコスール各国（アルゼンチン、ブラジル、パラグアイ、ウルグアイ）の間に、物品貿易自由化、
サービス貿易の段階的自由化、投資交流、インフラ接続による両大洋間のインフラ改善なども盛り込まれて
いる。
③参考UEL:米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/trade/msch/mschind.asp

71

メルコスール・ボリビア経済補完協
定

メルコスール加盟国、
ボリビア

米州 特恵貿易
協定

発効済 1997年2月 ・1996年12月署名
・1997年2月発効

①1995年12月にまずは覚書を締結。覚書の内容は、自由貿易の推進と河川航行ロジスティックス面での連
携、投資交流の促進などを含む覚書を締結。同覚書の中で自由貿易交渉のタイムスケジュールなども盛り
込む。
③参考URL：:米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/BOL_MER/BOL_MER_e.ASP

72

アンデス共同体（CAN）・メルコ
スール自由貿易協定

CAN加盟国、メルコ
スール加盟国

米州 自由貿易
協定

発効済 1997年2月 ・1996年12月署名（ボリビア）
・1997年2月発効（ボリビア）
・2004年10月署名（コロンビア、エクアドル、ベネズエラ）
・2005年4月発効（コロンビア、エクアドル、ベネズエラ）
・2005年11月署名（ペルー）
・2006年2月発効（ペルー）

①メルコスールは96年にボリビアとFTAを締結、2000年9月の第1回南米サミット開催で南米統合の機運が
高まると、CANとのFTA交渉に着手、2002年12月にFTA交渉の枠組み協定を締結。2004年10月、ペルーを
除くCAN3カ国（コロンビア、エクアドル、ベネズエラ）とFTAを締結（2005年4月に発効）。メルコスールは2005
年11月、ペルーとFTAを締結（2006年2月発効）。メルコスールとFTAを締結したこれら5カ国は、対外共通関
税を採用しない準加盟国となり、メルコスール首脳会議など各会議に参加することが認められた。協定自体
はラテンアメリカ統合連合（ALADI）の枠組みを活用。メルコスールとペルーは経済補完協定(ACE）No.58、
ベネズエラ、コロンビア、エクアドルはACENo.59、ボリビアはACENo.36。2006年4月にベネズエラはCAN脱
退を宣言。
③参考URL：
米州機構（OAS）貿易情報システム（SICE）内のボリビアとのFTAに関する情報
http://www.sice.oas.org/TPD/BOL_MER/BOL_MER_e.ASP
ペルーとのFTAに関する情報
http://www.sice.oas.org/TPD/MER_PER/MER_PER_e.ASP
コロンビア、エクアドル、ベネズエラとのFTAに関する情報
http://www.sice.oas.org/TPD/ANDCties_MER/ANDCties_MER_e.ASP
ラテンアメリカ統合連合（ALADI）内の経済補完協定（ACE)に関する情報（スペイン語）
http://www.aladi.org/nsfaladi/textacdos.nsf/vaceweb
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73

カナダ・チリ自由貿易協定 カナダ、チリ 米州 自由貿易
協定

発効済 1997年7月 ・1995年12月交渉開始合意
・1996年1月交渉開始
・1996年12月署名
・1997年7月発効

①CCFTAでは、NAFTAに準じ、環境、労働について、「環境協力に関する合意（CCAEC）」、「労働協力に関
する合意（CCALC）」という補完協定がそれぞれ締結され、CCFTAと同時に発効している。2003年1月までに
合意品目の関税引き下げを完了。農産品のほとんどが2007年までに無税化。例外品目は牛肉（2012年ま
でに関税割当枠を段階的に撤廃、無税化）、砂糖（同2013年）、製粉された小麦（同2014年）。関税が撤廃さ
れた品目については、アンチダンピング措置を行わないことで合意。2015年4月、衛生植物検疫措置（SPS）
に関する規定の新設や政府調達の章の修正について両国で合意。
③参考URL：
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/chile-
chili/index.aspx?lang=en
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6205

74

チリ・メキシコ自由貿易協定 チリ、メキシコ 米州 自由貿易
協定

発効済 1999年8月 ・1998年署名
・1999年8月発効

①92年にチリ・メキシコ間で経済補完協定が発効後（1991年署名、ACE No.17）、両国間の関税削減開始。
その後、経済補完協定の対象を拡張する目的でFTAを1999年に発効した。従来の物品貿易だけでなく、投
資、サービス、知的財産などの自由化・規律化も含まれた。2006年１月時点ですでに2国間貿易の99.7%が
自由化。
③参考URL：チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6208

75

ドミニカ共和国・中米諸国自由貿
易協定

ドミニカ共和国、コス
タリカ、エルサルバド
ル、グアテマラ、ホン
ジュラス、ニカラグア

米州 自由貿易
協定

発効済 2001年10月 ・1998年4月署名
・2001年10月発効（エルサルバドル、グアテマラ）
・2001年12月発効（ホンジュラス）
・2002年3月発効（コスタリカ）
・2002年9月発効（ニカラグア）

①97年11月にドミニカ共和国・サントドミンゴで開催された第3回中米首脳臨時会合にて中米諸国とドミニカ
共和国は、中米地域統合の拡大と中米・ドミニカ共和国の自由貿易圏の形成を宣言、自由貿易協定交渉を
開始することで合意した。
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/Trade/camdrep/indice.asp

76

中米諸国・チリ自由貿易協定 コスタリカ、エルサル
バドル、グアテマラ、
ホンジュラス、ニカラ
グア、チリ

米州 自由貿易
協定

発効済 2002年2月 ・1999年10月署名
・2002年2月発効（コスタリカ）
・2002年6月（エルサルバドル）
・2008年6月発効（ホンジュラス）
・2010年3月発効（グアテマラ）
・2012年10月発効(ニカラグア)

①98年4月にチリ・サンティアゴで開催された第2回米州サミットにてチリ、コスタリカ、エルサルバドル、グア
テマラ、ホンジュラス、ニカラグアが自由貿易協定に合意し、翌年10月にグアテマラにて署名した。
③参考URL：
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6290/
米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/trade/chicam/chicamin.asp

77

カナダ・コスタリカ自由貿易協定 カナダ、コスタリカ 米州 自由貿易
協定

発効済 2002年11月 ・2000年6月カナダがFTA締結交渉に向けた準備を開始
する旨発表
・2001年4月合意
・2002年11月発効

①環境、労働に関する2つの補完協定あり。関税の即時撤廃品目はコスタリカが全品目の67％、カナダが
86％で、残りの品目については、経済規模の格差を考慮し、カナダがより早く関税を撤廃する。カナダが輸
出増加を期待する品目は、魚類、紙製品、自動車部品、プラスチック、木材、農産品。工業製品について
は、2008年から2015年までに関税を完全撤廃。2011年8月、FTAの対象分野の拡大を目指して、交渉を再
開。予備協議、パブリックコンサルテーションを実施済み。
③参考URL：
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-
acc/costarica/index.aspx?lang=en
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/cancr/English/cancrin.asp

78

メキシコ・メルコスール自動車協定 メキシコ、アルゼンチ
ン、ブラジル、ウルグ
アイ

米州 特恵貿易
協定

発効済 2003年1月 ・2002年7月署名
・2003年1月発効
・2012年3月メキシコ－ブラジル間で一部改定
・2012年6月アルゼンチンが一時的に協定を離脱
・2012年12月アルゼンチンが協定を一部改定する形で
復帰
・2015年3月メキシコ-ブラジル間、メキシコ-アルゼンチ
ン間で一部改定

①メキシコとメルコスールの協定（ACE55号）だが、附属書で二国間の自由化を具体的に定めている。附属
書Iがメキシコ-アルゼンチン、附属書IIがメキシコ-ブラジル、附属書IVがメキシコ-ウルグアイである。パラグ
アイには自動車産業がないため、メキシコと交渉を行っておらず、附属書IIIは白紙となっている。車両総重
量8,864kg以下の完成車と自動車部品が対象。
②2012年2月、メキシコからの完成車輸入急増を懸念したブラジルが協定附属書IIの改定を要請、完成車の
無関税輸入に制限を付けるなど協定の内容を一部改定。ブラジル同様にメキシコからの完成車輸入増加を
懸念したアルゼンチンが一方的に3年間の適用停止を通知。アルゼンチンは同年12月、メキシコとの間でブ
ラジルと同様の改定をすることで合意、協定に復帰した。2015年3月、メキシコ-ブラジル間、メキシコ-アル
ゼンチン間で完成車の無関税輸入の上限枠を再度延長（2019年3月18日まで）するとともに、自動車部品の
原産地規則を厳格化する改定が行われた。
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/Trade/MERCOSURMexACE55/MERMexAuto_s.asp

79

パナマ・中米諸国自由貿易協定 パナマ、コスタリカ、
エルサルバドル、ホン
ジュラス、ニカラグ
ア、グアテマラ

米州 自由貿易
協定

発効済 2003年4月 ・2002年3月署名
・2003年4月発効（エルサルバドル）
・2008年11月発効（コスタリカ）
・2009年1月発効（ホンジュラス）
・2009年6月発効（グアテマラ）
・2009年11月発効（ニカラグア）

③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/Trade/capan/indice.asp
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80

米国・チリ自由貿易協定 米国、チリ 米州 自由貿易
協定

発効済 2004年1月 ・2000年12月交渉開始
・2002年12月合意
・2003年6月署名
・2003年7月議会批准
・2004年1月発効

①双方向貿易額ベースで85％の関税が即時撤廃、残りの品目の多くは4年間で撤廃。農産品は約75％の
関税が4年間で、全品目の関税と関税割当を12年間で撤廃。チリ産農産品の米市場へのアクセスが改善さ
れたほか、電気通信、電子商取引、市場アクセス、原産地規則、労働、環境などの分野で合意に達した。
物品貿易、サービス、政府調達の段階的な自由化、投資家の保護規定と紛争解決メカニズムの導入、知的
財産権保護の強化、銀行・保険分野の外資導入規制緩和、環境・労働補完協定の締結など多岐にわたる。
②米国製品の平均輸入関税率は、2003年12月の5.1％から、FTA発効で2004年1月は2％に、同年6月には
1.3％になり、2015年1月1日にはゼロとなった。
③参考URL：
米国通商代表部
http://www.ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/chile-fta
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6277

81
メキシコ・ウルグアイ自由貿易協
定

メキシコ、ウルグアイ 米州 自由貿易
協定

発効済 2004年7月 ・2004年7月発効 ③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/Trade/mexurufta_s/mexuruind_s.asp

82

メルコスール・ペルー経済補完協
定

メルコスール加盟国、
ペルー

米州 特恵貿易
協定

発効済 2005年12月 ・2005年11月30日署名
・2005年12月発効

①2000年9月に開催された第1回南米サミット開催以降、メルコスールとCANとの間でFTA締結に向けた動き
が始まる。2002年12月にFTA交渉の枠組み協定を締結。2004年10月、ペルーを除くCAN3カ国（コロンビア、
エクアドル、ベネズエラ）が先にメルコスール間とのFTAを締結（2005年4月に発効）。ペルーとのFTAは2005
年11月署名、2005年12月発効。これによりペルーもメルコスールの対外共通関税を採用しない準加盟国と
なった。

83

米国・中米諸国・ドミニカ共和国自
由貿易協定（CAFTA-DR）

米国、コスタリカ、エ
ルサルバドル、グア
テマラ、ホンジュラ
ス、ニカラグア、ドミニ
カ共和国

米州 自由貿易
協定

発効済 2006年3月 ・2003年1月交渉開始
・2003年12月合意（コスタリカ除外）
・2004年1月合意（コスタリカのみ）
・2004年5月に署名（ドミニカ共和国を除く中米各国と）
・2004年8月再署名（ドミニカ共和国含む）
・2005年11月6カ国批准（コスタリカ除外）
・2006年3月発効（エルサルバドル）
・2006年4月発効（ホンジュラスおよびニカラグア）
・2006年7月発効（グアテマラ）
・2007年3月発効（ドミニカ共和国）
・2009年1月発効（コスタリカ）

①関税撤廃、越境サービス貿易自由化、投資、基準認証、競争政策、政府調達などを含む。物品貿易では
中米側に最長19年の関税撤廃移行期間を設けるなど国力の違いを考慮した内容になっているが、自由化
の例外品目数は少ない。繊維分野では原産地規則をNAFTAより柔軟化、安価な域外原材料の使用を通じ
たアパレル製品の価格競争力向上を目指した中米アパレル業界の要望を取り入れた形になっている。投資
や政府調達などは米国の要求に近い内容となっており、コスタリカは通信や保険市場を段階的に開放する
ことになった。中米向け米国製品関税の8割について協定発効後に即時撤廃、NAFTA産の繊維を用いた中
米産アパレル製品の対米輸出を無税とすること、知的財産権の保護強化などが盛り込まれた。
②米国にとっては本協定の締結により、中南米地域においてメキシコ、ブラジルに次ぐ輸出市場が生まれた
ことになる。中米諸国にとっての狙いは米国による中米カリブ諸国特恵関税（CBI）で既に受けているメリット
の拡大とFTAという恒久法制化を通じた仕組みの安定化、米国にとっては中米におけるサービス・投資分野
の自由化を通じた対中米投資機会の拡大が狙いとみられる。米国議会の審議では、砂糖の市場アクセス、
繊維、労働・環境などの分野が焦点となった。
③参考URL：米国通商代表部
http://www.ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/cafta-dr-dominican-republic-central-
america-fta

84
チリ・パナマ自由貿易協定 チリ、パナマ 米州 自由貿易

協定
発効済 2008年3月 ・2006年6月署名

・2008年3月発効
③参考URL：チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6269

85

米国・ペルー自由貿易協定 米国、ペルー 米州 自由貿易
協定

発効済 2009年2月 ・2005年12月合意
・2006年4月署名
・2007年12月議会批准
・2009年2月発効

①ペルー側は、米国から輸入する工業品、消費財にかかる関税のおよそ5分の4を即時撤廃。残りは発効か
ら10年間で完全撤廃。農産品では、農産品市場の3分の2を米国に開放。それ以外の農産品についても発
効から17年間で完全に撤廃される。米国側の呼称はTrade Promotion AgreementのためFTAではなくTPAと
略されることもある。
③参考URL：
米国通商代表部
http://www.ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/peru-tpa
ペルー通商観光省（スペイン語）
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=category&layout=blog&id=55
&Itemid=78

86

チリ・ペルー自由貿易協定 チリ、ペルー 米州 自由貿易
協定

発効済 2009年3月 ・2006年8月署名
・2009年3月発効

①98年に発効した経済補完協定（ACE38号）に、紛争解決手段、投資、サービスなどの章が加わり、包括的
なFTAとなった。2015年までに99.6％、2016年に100％の品目の関税が撤廃される。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/Trade/CHL_PER_FTA/Index_s.asp
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6255

87

チリ・コロンビア自由貿易協定 チリ、コロンビア 米州 自由貿易
協定

発効済 2009年5月 ・2006年11月署名
・2009年5月発効

①1994年4月に発効した経済補完協定（ACE24号）に、FTAでは投資、サ－ビス貿易、セーフガード条項、政
府調達、紛争解決などの新たな項目が加えられ、包括的なものとなった。関税減免については、ACE24で既
にほぼすべての品目が対象になっていたが、最後に残されていたハム、牛乳、ミカンなどの6品目について
も07年から段階的減免が始まっており、12年には100％の品目の関税が撤廃された。
③参考URL：チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6271
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88

カナダ・ペルー自由貿易協定 カナダ、ペルー 米州 自由貿易
協定

発効済 2009年8月 ・2007年6月交渉開始
・2008年5月署名
・2009年8月発効

①環境、労働に関する2つの補完協定あり。関税の即時撤廃品目はペルーが全品目の95％、カナダが97％
で、残りの品目については、ペルーが最大10年、カナダが同7年かけて削減。市場アクセスのほか、サービ
ス貿易、投資、環境、労働に注力。
②アンデス諸国（CAN）とのFTAに向けた研究開始を経て、先行して交渉、締結に至った。天然資源やインフ
ラ部門への投資に期待。カナダの同地域への関与の拡大という意味合いも強い。
③参考URL：
ペルー通商観光省（スペイン語）
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=category&layout=blog&id=60
&Itemid=83
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/peru-
perou/index.aspx?lang=eng&view=d

89

コロンビア・中米北部３カ国自由貿
易協定

コロンビア、エルサル
バドル、グアテマラ、
ホンジュラス

米州 自由貿易
協定

発効済 2009年11月 ・2007年8月9日署名
・2009年11月発効（グアテマラ）
・2010年2月発効（エルサルバドル）
・2010年3月発効（ホンジュラス）

①協定管理委員会による改正交渉（市場アクセス分野: 関税措置、非関税措置、原産地規則等）開始決定
（2010年7月23日）。政府調達にかかる委員会創設。その後、協定管理委員会で合計12の決議を出してお
り、原産地規則の柔軟化や貿易手続の迅速化などが図られている。
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/TPD/COL_Norte/Text/Index_s.asp

90

メキシコ・ボリビア経済補完協定 メキシコ、ボリビア 米州 特恵貿易
協定

発効済 2010年6月 ・2010年6月発効 ①1994年9月に締結され、1995年1月から発効していたメキシコ・ボリビアFTA（ACE31号）を2010年6月7日
に廃止し、代わりに同日付で発効させた経済補完協定（ACE66号）である。物の貿易自由化の観点から見
れば実質的にはFTAであり、相互に9割以上の貿易を自由化している。
②FTA（ACE31号）を廃止し、ACE66号に変更した背景には、ボリビアにおける新憲法の発布（2009年2月）
がある。旧FTAで定められていた政府調達における相手国企業への内国民待遇付与がボリビア新憲法に
違反することとなったため、政府調達の章を省くかたちでACEを締結しなおした。
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/TPD/BOL_MEX/BOL_MEX_s.ASP

91

カナダ・コロンビア自由貿易協定 カナダ、コロンビア 米州 自由貿易
協定

発効済 2011年8月 ・2007年6月交渉開始
・2008年11月署名
・2011年8月発効

①環境、労働に関する2つの補完協定を含む。アンデス諸国とのFTAに向けた研究開始を経て、先行して交
渉、妥結に至った。カナダでは2009年3月に議会へ本FTA法案が提出され、2010年6月に批准済み。コロン
ビア議会の批准を経て、2011年8月に発効した。
②カナダの対コロンビア主要輸出品目は、穀物、機械、野菜、紙および板紙や乗用車。主要輸入品目は、
天然資源や石油、コーヒー、果物、砂糖。貧困、平和維持、民主化、経済的安定に寄与することも目的とし
ている。
③参考URL：
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/colombia-
colombie/index.aspx?view=d
米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/TPD/AND_CAN/Final_Texts_CAN_COL_s/Index_s.asp

92

メキシコ・ペルー自由貿易協定 メキシコ、ペルー 米州 自由貿易
協定

発効済 2012年2月 ・2006年1月交渉開始
・2011年4月署名
・2012年2月発効

①2008年10月に従来からの経済補完協定（ACE8）を拡大することで両国合意。2011年4月署名。
②一部の農産品の自由化をめぐり、メキシコの農業団体が批准に反対したこともあり、メキシコ上院におけ
る批准審議は遅れたが、2011年12月に批准を済ませ、2012年2月1日に発効した。
ACE拡大交渉をベースとしているため、ペルーのベースレートが現行MFNよりも高く設定されており、即時撤
廃品目を除くと関税削減の効果が出るのが遅い品目が多数ある。
③参考URL：ペルー通商観光省（スペイン語）
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=category&layout=blog&id=75
&Itemid=98
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93

米国・コロンビア自由貿易協定 米国、コロンビア 米州 自由貿易
協定

発効済 2012年5月 ・2006年11月署名
・2007年6月再合意
・2011年10月米議会で批准
・2012年5月発効

①米国からの輸出の80％以上の関税が即時撤廃、7％が5年以内、それ以外の全ては10年以内に撤廃。
米国の主要輸出品目である農産物、建設機械、航空機、自動車部品、IT機器などのコロンビア側の関税が
即時撤廃となった。2006年の中間選挙で米国議会の上下両院で民主党が多数党になったことを受けて、民
主党の主張する「労働と環境」基準の強化をうたった条項を差し込む形で再交渉、2007年6月に再妥結。コ
ロンビア国内での継続的な労働組合幹部への暴力問題などの人権問題を米議会が問題視。2008年4月10
日、下院は政府が同年4月8日に提出した対コロンビアFTA実施法案に対し、大統領貿易促進権限（TPA）法
に基づく議会の採決期限ルールを適用しない決議案を可決した。下院は、政府が議会幹部の了解なしに
FTA法案を提出するという前例のない手段に出たことを強く非難し、TPAルールの変更という、これも前例の
ない手段で対抗した。2008年大統領・議会選挙では、共和党を中心とする自由貿易推進支持者はパナマ、
韓国とのFTAと共に議会批准を強く訴えていた。だが、2009年1月から政権と議会の多数党がともに民主党
になったことで、成立の機運は下がった。民主党の有力支持母体の一つが労働組合であり、コロンビア国内
の労組幹部への暴力事件が続く限り議会のFTA審議は難航するとみられた。しかし、コロンビアが2010年8
月のサントス政権誕生を契機に、国内の労働権保護、労組への暴力撲滅を優先課題に取り組んだことで、
米韓FTA同様、2010年の中間選挙の結果を受けて、第112議会での批准に弾みがつき、2011年10月、米議
会での批准に至った。その後、2012年4月、コロンビア議会でも批准された。2012年5月に米コロンビアFTA
が発効。米国側の呼称はTrade Promotion Agreementのため時折FTAではなくTPAと略されることもある。
③参考URL：
米国通商代表部
http://www.ustr.gov/uscolombiatpa
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/COL_USA_TPA_e/Index_e.asp

94

ペルー・パナマ自由貿易協定 ペルー、パナマ 米州 自由貿易
協定

発効済 2012年5月 ・2011年5月署名
・2012年5月発効

①パナマはタリフライン（関税品目数）の57.0％を即時撤廃、ペルーは同76.9％を即時撤廃で合意。例外品
目はパナマがタリフラインの3.3％、ペルーが同1.8％。
③参考URL：ペルー通商観光省（スペイン語）
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=category&layout=blog&id=11
0&Itemid=133
米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/Trade/PAN_PER_FTA_s/PAN_PER_ToC_s.asp

95
エルサルバドル・キューバ部分関
税協定

エルサルバドル、
キューバ

米州 特恵貿易
協定

発効済 2012年7月 ・2011年9月署名
・2012年7月発効

③参考URL：エルサルバドル中央銀行貿易統合システム（SICEX)（スペイン語）
https://www.centrex.gob.sv/scx_html/TLC%20AAP%20ES-CUBA.html

96

メキシコ・中米諸国単一自由貿易
協定

メキシコ、グアテマ
ラ、ホンジュラス、エ
ルサルバドル、ニカラ
グア、コスタリカ

米州 自由貿易
協定

発効済 2012年9月 ・2011年11月署名
・2012年9月発効（エルサルバドル・ニカラグア）
・2013年1月発効(ホンジュラス)
・2013年7月発効(コスタリカ)
・2013年9月発効(グアテマラ)

①メキシコと中米5カ国との間に締結されていた3つの協定を一本化し、原産地規則を統一するとともに、既
存の協定で自由化の例外とされた品目について新たに関税削減スケジュールを設定した。発効に伴い、メ
キシコ‐ニカラグア、メキシコ-コスタリカ、メキシコ中米北部3カ国FTAは失効。
②例外とされていた品目（自動車等）について、加盟国間の貿易、特にメキシコから中米への輸出が拡大す
ることが予想される。また、原産地規則を統合し、域内累積を拡大することにより、中米側産品の原産地規
則達成が以前より容易になる。
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/Trade/CACM_MEX_FTA/Index_s.asp

97

米国・パナマ自由貿易協定 米国、パナマ 米州 自由貿易
協定

発効済 2012年10月 ・2006年12月署名
・2007年6月再合意
・2011年10月米議会で批准
・2012年10月発効

①米国からの輸出の88％以上が即時撤廃、残りのうち4％が5年以内、それ以外の全ては10年以内に撤
廃。2006年の中間選挙で米国議会の上下両院で民主党が多数党になったことを受けて、民主党の主張す
る「労働と環境」基準の強化をうたった条項を差し込む形で再交渉、2007年6月に再合意。オバマ政権は09
年2月発表の「大統領貿易アジェンダ2009」でパナマとのFTA成立を優先的に進める方針を打ち出した。民
主党を中心とする反対派議員が唯一懸念していたパナマの不透明な税制度について、パナマが「税情報交
換協定（TIEA）」に署名したこと（2010年11月）や、米韓FTA同様、2010年の中間選挙の結果を受けて、第
112議会での批准に弾みがつき、2011年10月に米議会は批准。2012年10月31日に発効した。米国側の呼
称はTrade Promotion Agreementのため時折FTAではなくTPAと略されることもある。
③参考URL：米国通商代表部
http://www.ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/panama-tpa

98

カナダ・パナマ自由貿易協定 カナダ、パナマ 米州 自由貿易
協定

発効済 2013年4月 ・2008年5月交渉開始
・2009年8月交渉妥結
・2010年5月署名
・2013年4月発効

①2008年8月から4回にわたり交渉を実施。モノとサービスの貿易に加えて、通信、投資、金融、政府調達な
ども含む広範なFTA。2009年8月に交渉が妥結。2010年5月に署名、2013年4月に発効した。
③参考URL：
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-
acc/panama/index.aspx?menu_id=15&menu=L
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/CAN_PAN_Texts_e/index_e.asp
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99

ペルー・コスタリカ自由貿易協定 ペルー、コスタリカ 米州 自由貿易
協定

発効済 2013年6月 ・2010年11月ペルーと中米5カ国（コスタリカ、パナマ、エ
ルサルバドル、ホンジュラス、グアテマラ）交渉開始
・2011年5月署名
・2013年6月発効

①2011年5月に署名、2013年6月に発効。コスタリカはタリフライン（関税品目数）の77.8％、ペルーは同
82.3％の関税を即時撤廃で合意。例外品目はそれぞれタリフラインの1.3％。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/Trade/CRI_PER_FTA_s/CRI_PER_ToC_s.asp
ペルー通商観光省（スペイン語）
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=category&layout=blog&id=11
5&Itemid=138

100

カナダ・ホンジュラス自由貿易協
定

カナダ、ホンジュラス 米州 自由貿易
協定

発効済 2014年10月 ・2010年10月交渉開始
・2011年8月交渉妥結
・2013年11月署名
・2014年10月発効

①カナダ・中米4カ国自由貿易協定の中で交渉が行われていたが、カナダとホンジュラスのFTA交渉の早期
妥結が見込まれたことから、2010年10月、二国間の交渉へと移行した。2011年8月、両国間で合意が成立
し、2013年11月5日に署名、2014年10月1日に発効。
②カナダは、農業、専門サービス、高付加価値の食品加工、製造業、資源産業などの分野でのビジネス拡
大を見込む。
③参考URL：
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-
acc/honduras/index.aspx?lang=eng&view=d
米州機構貿易情報システム（SICE)
http://www.sice.oas.org/TPD/CAN_HND/CAN_HND_e.ASP

101

メキシコ・パナマ自由貿易協定 メキシコ、パナマ 米州 自由貿易
協定

発効済 2015年7月 ・2013年5月交渉開始で合意
・2013年8月第1回交渉
・2014年4月署名
・2015年7月発効

①市場アクセス、投資、サービス、知的財産権、政府調達などを含む広範な内容を含む。
③パナマはメキシコ、コロンビア、ペルー、チリが加盟する太平洋同盟の加盟国となるために、コロンビアと
メキシコとFTAを締結する必要がある。
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/TPD/MEX_PAN/Draft_MEX_PAN_FTA_s/Index_PDF_09.05.2014_s.asp

102

太平洋同盟 チリ、コロンビア、メキ
シコ、ペルー

米州 自由貿易
協定

発効済 2016年5月 ・2012年6月枠組み協定署名
・2014年2月追加議定書署名
・2015年7月枠組み協定発効
・2016年5月発効

①チリ、コロンビア、メキシコ、ペルーの4カ国首脳は2014年2月10日、コロンビアのカルタヘナで開催された
第8回太平洋同盟首脳会議で「太平洋同盟枠組み協定の追加議定書」に署名した。追加議定書は2012年6
月に署名された枠組み協定に基づき、加盟国間の貿易・投資の促進に向けた具体的な取り決めをまとめた
もの。市場アクセスに関しては、92％の品目の関税が即時撤廃となり、残りは段階的な関税削減スケジュー
ルが設定されている。投資、サービス、政府調達などにおける内国民待遇など、広範な内容を含むFTAと
なっている。枠組み協定は2015年7月に発効し、4ヵ国による広域FTAを形成する追加議定書が各国の批准
を経て2016年5月に発効。
③参考URL：
太平洋同盟事務局（スペイン語）
http://alianzapacifico.net/
米州機構貿易情報システム（SICE)
http://www.sice.oas.org/TPD/Pacific_Alliance/Pacific_Alliance_e.asp
日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/latinamerica/kikan/taiheiyo.html

103

コスタリカ・コロンビア自由貿易協
定

コスタリカ、コロンビア 米州 自由貿易
協定

発効済 2016年8月 ・2012年6月交渉開始に合意
・2012年7交渉開始
・2013年2月交渉妥結
・2013年5月署名
・2014年5月批准（コスタリカ議会）
・2015年6月批准（コロンビア議会）
・2016年8月発効

①両国首脳がFTA交渉の開始を2012年6月に発表。第1回交渉は7月30日から8月3日までコロンビアで行わ
れた。その後、4回の交渉を得て2013年5月に署名を済ませ、2016年8月1日に発効した。
②コスタリカがコロンビアとのFTA締結を目指す理由は、両国間の貿易投資の拡大に加えて太平洋同盟へ
の参加にあると見られている。2012年6月に発足した太平洋同盟は、メキシコ、チリ、ペルー、コロンビアの4
カ国が原産地規則の統一などを通じて域内貿易、投資の円滑化と域内経済統合を深化させるとともに、ア
ジア太平洋地域との経済関係を強化することを目的とした枠組みであり、これら4カ国とFTAを締結している
ことがこの枠組みへの参加条件とされている。コスタリカはコロンビアとのFTA発効により、同盟参加の条件
を満たした。
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE)
http://www.sice.oas.org/TPD/COL_CRI/COL_CRI_e.asp#Entry
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104

欧州連合（EU）〔旧EC：ローマ条
約〕

ベルギー、チェコ、デ
ンマーク、ドイツ、エ
ストニア、ギリシャ、ス
ペイン、フランス、ア
イルランド、イタリア、
キプロス、ラトビア、リ
トアニア、ルクセンブ
ルク、ハンガリー、マ
ルタ、オランダ、オー
ストリア、ポーランド、
ポルトガル、スロベニ
ア、スロバキア、フィ
ンランド、スウェーデ
ン、英国、ブルガリ
ア、ルーマニア、クロ
アチア

欧州 関税同盟 発効済 1958年1月 ・1958年1月発効（ローマ条約）
・87年7月単一議定書（SEA）発効により改正
・93年11月マーストリヒト条約発効によりEU設立
・99年5月アムステルダム条約発効により改正
・2003年2月ニース条約発効により改正
・2009年12月リスボン条約発効により二条約の名称を
「EU条約」と「EU運営条約」に変更

①2009年12月のリスボン条約発効により、欧州共同体（EC）、警察・刑事司法協力（PJCC）、共通外交・安
全保障政策（CFSP）の三本柱からなる構造が廃止され、EUに制度が一元化された。また、欧州理事会常任
議長、外務・安全保障上級代表（欧州委員会副委員長を兼務）の創設により、さらなる一体的な外交政策を
目指す。なお、EUはWTOの分類上関税同盟に分類されるが、一部加盟国により単一通貨が導入されるなど
関税同盟より進んだ形となっている。対外的な通商権限は原則としてEUが持ち、EUがFTAを締結する。一
部加盟国に権限が残る分野もあるが、リスボン条約により海外直接投資などにもEUの権限が拡大された。
・1973年1月1日、デンマーク、アイルランド、英国が加盟。
・81年1月1日、ギリシャが加盟。
・86年1月1日、スペイン、ポルトガルが加盟。
・95年1月1日、オーストリア、フィンランド、スウェーデンが加盟。
・2004年5月1日、 チェコ、エストニア、キプロス、ラトビア、リトアニア、ハンガリー、マルタ、ポーランド、スロベ
ニア、スロバキアが加盟。
・2007年1月1日、ブルガリア、ルーマニアが加盟。
・2013年7月1日　クロアチア加盟。
③参考URL：
欧州連合（条約本文）
http://eur-lex.europa.eu/collection/eu-law/treaties.html
欧州委員会 （EUのFTA一覧）
http://ec.europa.eu/taxation_customs/customs/customs_duties/rules_origin/preferential/article_779_en.ht
m

105

欧州自由貿易連合協定（EFTA） スイス、ノルウェー、
アイスランド、リヒテン
シュタイン

欧州 自由貿易
協定

発効済 1960年5月 ・1960年5月発効 ①加盟国間に自由貿易地域を設立し、経済協力を図るのが目的。当初は域内関税の撤廃、資本、サービス
の自由移動の実現をめざした。
②加盟国間の自由貿易の発展に寄与したが、加盟国が徐々にEUに加盟し離脱、アイスランドが2009年7月
にEUに加盟申請したことで、EFTAの存在意義を問う声が高まっている。60年5月発足時の加盟国：英国、
オーストリア、スイス、スウェーデン、デンマーク、ノルウェー、ポルトガル。1961年、フィンランド準加盟（1986
年正式加盟）。1970年アイスランド加盟。1973年、英国、デンマーク脱退。1986年、ポルトガル脱退。1991
年、リヒテンシュタイン加盟。1995年、オーストリア、スウェーデン、フィンランド脱退。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/

106

EU・スイス自由貿易協定 EU、スイス 欧州 自由貿易
協定

発効済 1973年1月 ・1973年1月発効 ①スイス単独との自由貿易協定として1973年に発効。非農産品については全品目の関税を撤廃、農産品
については一部撤廃。欧州経済領域（EEA）非加入の対応として、EUとサービス、政治協力を含む100を超
える広範囲な内容の二国間協定を締結している（第一次協定は2002年6月発効、第二次協定は2004年10
月署名、2005～2011年の間に年金、預金不正防止協定をのぞき発効済。預金不正防止については2013年
7月現在、アイルランド以外の全EI加盟国、スイスで批准済）。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/switzerland/
スイス連邦経済省経済事務局（SECO)
https://www.seco.admin.ch/seco/en/home/Aussenwirtschaftspolitik_Wirtschaftliche_Zusammenarbeit/Wirt
schaftsbeziehungen/Freihandelsabkommen/Europa/europaeische-gemeinschaft--eg-.html

107

EU・アンドラ関税同盟 EU、アンドラ 欧州 関税同盟 発効済 1991年7月 ・1991年7月発効 ①交換書簡による。関税同盟は工業製品（HS25-97）のみ対象。
③参考URL：
欧州連合（協定本文）
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:1990:374:TOC
アンドラ政府
http://www.exteriors.ad/en/bilateral-and-consular-affairs

108

EFTA・トルコ自由貿易協定 EFTA加盟国、トルコ 欧州 自由貿易
協定

発効済 1992年4月 ・1991年12月署名
・1992年4月発効（スイス、リヒテンシュタイン、ノル
ウェー、トルコ）
・1992年9月発効（アイスランド）

①物品貿易、サービス貿易、政府調達、知的財産権、投資、競争、補助金など含む。物品貿易では工業品
と水産品の関税撤廃。
②条約締結以降10年間でEFTAからトルコへの輸出は3倍強、トルコからEFTAへの輸出も3倍に拡大。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/turkey.aspx
トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free

109
フェロー諸島・ノルウェー自由貿易
協定

フェロー諸島（デン
マーク領）、ノル
ウェー

欧州 自由貿易
協定

発効済 1993年7月 ・1992年8月署名
・1993年7月発効

③参考URL：WTO
https://www.wto.org/english/tratop_e/region_e/fact_abst_norway_faroe_isl_e.doc
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110

欧州経済領域（EEA）協定 EU、スイスを除く
EFTA加盟国（リヒテ
ンシュタイン、ノル
ウェー、アイスランド）

欧州 自由貿易
協定

発効済 1994年1月 ・1994年1月発効 ①EFTA加盟国とEC（当時）は1970年代に自由貿易協定を締結していたが、1986年以降のEC（当時）域内統
合市場形成の動きをにらみ、EU・EFTA両加盟国間でのヒト、モノ、カネ、サービスの自由移動を実現すべく
発足させた。スイスの加入が国民投票で否決されたため、スイスを除くかたちで発効。その後EU拡大によ
り、加盟国が増えている。通商・経済関係の共通のルールを規定（ただし、対外的な共通通商政策は含まれ
ていない）。EUの競争ルールが適用されるなど、EUのルールの多くが自動的に導入されている。
②EU内でEUのルール（アキ・コミュノテール）の多くが適用されるほか、EEAの経済・社会格差是正のための
基金（EEA and Norway Grants、全体の97％をノルウェーが拠出）を設け、EU加盟国中15カ国に対し支援を
行っている。2009～14年の基金の額は17億8,850万ユーロ。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/eea/eea-agreement.aspx
EEA・ノルウェー基金
http://www.eeagrants.org

111

中欧自由貿易協定（CEFTA） マケドニア、ボスニ
ア・ヘルツェゴビナ、
セルビア、モンテネグ
ロ、アルバニア、モル
ドバ、コソボ

欧州 自由貿易
協定

発効済 1994年7月 ・1992年12月協定締結（締結国はポーランド、ハンガ
リー、チェコスロバキア（当時））
・1994年7月発効
・2007年7月改正条約発効

①1992年12月にポーランド、ハンガリー、チェコスロバキア（当事）で発足。その後、スロベニア（1996年）、
ルーマニア（1997年）、ブルガリア（1999年）が加盟。これら諸国はEU加盟を機に、CEFTAを脱退。脱退年は
ポーランド、チェコ、スロバキア、ハンガリー、スロベニアが2004年、ルーマニア、ブルガリアが2007年、クロ
アチアは2013年。
現在では事実上EUに加盟していない南東欧諸国間の協定。加盟年はマケドニア（2006年）、ボスニア・ヘル
ツェゴビナ、セルビア、モンテネグロ、アルバニア、モルドバ、国連安保理決議1224で規定されたコソボ
（2007年）。南東欧地域、ブルガリアとルーマニアを含めて32件のFTAが存在し、これを一本化する形で2006
年12月に新しいCEFTAが採択された。基本的には工業品と農水産品の関税撤廃。2009年5月に農水産品
の追加的自由化に基本合意。2009年10月の第3回共同委員会では、遅くとも2010年7月に同合意の実施を
開始するために、必要な措置をとることで各国は一致した。
③参考URL：CEFTAポータルサイト
http://www.cefta.int/

112

スイス・フェロー諸島自由貿易・経
済連携協定

スイス、フェロー諸島
（デンマーク領）

欧州 自由貿易
協定

発効済 1995年3月 ・1995年3月発効 ①工業製品の関税を撤廃。
③参考URL：スイス連邦経済省経済事務局
https://www.seco.admin.ch/seco/en/home/Aussenwirtschaftspolitik_Wirtschaftliche_Zusammenarbeit/Wirt
schaftsbeziehungen/Freihandelsabkommen/Europa/faeroeer-inseln.html

113

EU・トルコ関税同盟 EU、トルコ 欧州 関税同盟 発効済 1995年12月 ・1995年12月発効（アンカラ条約（EECトルコの連合を設
立する1964年条約）に基づく、関税同盟の最終段階を
履行する1995年12月22日のEC（当時）トルコ連合理事
会の決定No.1/95）

①関税同盟であるため、対外的にはEUと共通関税が適用される。ただし、EUがFTAを締結している国で、ト
ルコが締結していない国からの輸入については、一定の要件を満たす場合、関税と同等の課徴金が課され
る（決定1/95第16条3項）。当初関税同盟は工業品（鉄鋼などECSC対象品目除く）、農業加工品のみを対象
としていたが、ECトルコ連合理事会決定No.1/98により両国・地域間の農産品貿易の自由化は図られた（た
だし、関税同盟に基づく共通関税の適用には共通農業政策（CAP）との調整が必要で、共通関税は設定さ
れていない）。基準認証分野では、CEマーキング関連の指令など、トルコにEU法令の導入を義務付け（決定
2/97）。サービス自由化、政府調達については2000年4月に自由化交渉開始を決定したが（決定2/2000）、
その後加盟交渉に組み込まれた。なお、トルコもEU地中海諸国自由貿易地域構想メンバーに含まれる。
2005年10月よりEU加盟交渉開始。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/turkey/
ECトルコ連合理事会決定No.1/95
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=CELEX:21996D0213(01):EN:HTML
ECトルコ連合理事会決定No.1/98
http://eur-lex.europa.eu/JOHtml.do?uri=OJ:L:1998:086:SOM:EN:HTML
トルコ政府
http://www.ekonomi.gov.tr/portal/content/conn/UCM/path/Contribution%20Folders/web_en/Home/TR-
EU%20Relations/ekler/ACDNo_1_95.pdf?lve

114
EU・フェロー諸島自由貿易協定 EU、フェロー諸島（デ

ンマーク領）
欧州 自由貿易

協定
発効済 1997年1月 ・1997年1月発効 ③参考URL：欧州連合（協定本文）

http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:1997:053:TOC

115

マケドニア・トルコ自由貿易協定 マケドニア、トルコ 欧州 自由貿易
協定

発効済 2000年9月 ・1999年9月署名
・2000年9月発効

①トルコ側は発効と同時に原則として鉱工業品の関税を即時撤廃、ただし工業品目の一部については無税
枠を一定数量に限定。マケドニア側は一部品目につき段階的撤廃措置をとっていたが、すでに全品目で関
税は撤廃済み。農業品目については、両側ともに一部品目を除き対象外で、継続して協議を行うと規定。
③参考URL：
トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free
マケドニア税関 （原産地議定書)
http://www.customs.gov.mk/en/Uploads/Protocol%202%20MK_TR_eng.pdf
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116

EU・マケドニア安定化・連合協定 EU、マケドニア 欧州 自由貿易
協定

発効済 2001年6月 ・2001年6月発効 ①2001年6月、FTAに相当する暫定協定が発効、2004年5月に協定全体が発効。自由貿易の漸進的な促進
とEU加盟に向けた諸制度のEU法規との調整（アキ・コミュノテールの受容）を目指すもの(中・東欧諸国がEU
加盟準備段階で締結した「欧州協定」と同様の位置づけとなる）。政治的対話、地域間協力、人、商品、サー
ビス、資本の移動の自由、法令の調整、司法・内政問題、政治的及び財政的協力などの項目について定め
られている。
マケドニアは2005年12月にEU加盟候補国となったが、国名に関するギリシャとの紛争などが原因で、加盟
交渉は開始されていない。09年10月以降に欧州委が数回にわたり交渉開始を勧告しているものの、ギリ
シャとの紛争が未解決であることなどから2014年8月現在、加盟交渉は開始されていない。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/enlargement/candidate-
countries/the_former_yugoslav_republic_of_macedonia/eu_the_former_yugoslav_republic_of_macedonia_relatio
ns_en.htm
欧州委員会（協定本文）
http://eur-lex.europa.eu/JOHtml.do?uri=OJ:L:2004:084:SOM:EN:HTML

117

EU・サンマリノ関税同盟 EU、サンマリノ 欧州 関税同盟 発効済 2002年4月 ・2002年4月発効 ③参考URL：
欧州対外行動庁
http://eeas.europa.eu/sanmarino/index_en.htm
欧州連合
http://ec.europa.eu/world/agreements/prepareCreateTreatiesWorkspace/treatiesGeneralData.do?step=0&
redirect=true&treatyId=5381
（協定本文）
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:2002:084:TOC

118

EFTA・マケドニア自由貿易協定 EFTA加盟国、マケド
ニア

欧州 自由貿易
協定

発効済 2002年5月 ・1996年3月相互協力宣言
・2000年6月署名
・2002年5月発効

①EFTA側は全ての工業品について関税を撤廃、マケドニア側は大部分を撤廃。その他政府調達、知的財
産権、サービス、投資、競争政策、補助金等を含む。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/macedonia.aspx

119

ボスニア・ヘルツェゴビナ・トルコ自
由貿易協定

ボスニア・ヘルツェゴ
ビナ、トルコ

欧州 自由貿易
協定

発効済 2003年7月 ・2002年7月署名
・2003年7月発効

①トルコ側は発効と同時に鉱工業品の関税を即時撤廃。農業品目については、一部例外品目を除き、即時
撤廃。ボスニア・ヘルツェゴビナ側は全品目につき段階的撤廃措置をとっていたが、すでに全品目で関税は
撤廃済み。
③参考URL：
ボスニア・ヘルツェゴビナ外国貿易経済関係省（協定本文、ボスニア語）
http://www.mvteo.gov.ba/sporazumi/trgovinski/bilateralni/slobodna_trgovina/Turska/?id=1700
トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free

120
フェロー諸島・アイスランド枠組み
協定

フェロー諸島（デン
マーク領）、アイスラ
ンド

欧州 自由貿易
協定

発効済 2006年11月 ・2005年8月署名
・2006年11月発効

③参考URL：フェロー諸島総理府
http://www.government.fo/foreign-relations/hoyvik-agreement/

121

EU・アルバニア安定化・連合協定 EU、アルバニア 欧州 自由貿易
協定

発効済 2006年12月 ・2006年12月発効 ①2006年12月、FTAに相当する暫定協定が発効、2009年4月に協定全体が発効。マケドニアとの安定化・連
合協定に関する説明参照。
2009年4月にEU加盟申請。2014年6月にEUはアルバニアにEU加盟国のステータスを付与。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/enlargement/potential-candidate-countries/albania/eu_albania_relations_en.htm
欧州連合（暫定協定本文）
http://eur-lex.europa.eu/JOHtml.do?uri=OJ:L:2006:239:SOM:EN:HTML

122

EU・モンテネグロ安定化・連合協
定

EU、モンテネグロ 欧州 自由貿易
協定

発効済 2008年1月 ・2008年1月発効 ①2008年1月、FTAに相当する暫定協定が発効、2010年5月に協定全体が発効。マケドニアとの安定化・連
合協定に関する説明参照。2008年12月にEU加盟申請。2010年11月の欧州委員会の「拡大年次報告書」で
加盟候補国の地位を与えるよう提言。2010年12月の欧州理事会で加盟候補国として承認。2012年6月に交
渉を開始した。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/enlargement/countries/detailed-country-information/montenegro/index_en.htm
欧州連合（暫定協定本文）
http://eur-lex.europa.eu/JOHtml.do?uri=OJ:L:2007:345:SOM:EN:HTML
欧州連合（安定化・連合協定）
http://eur-lex.europa.eu/JOHtml.do?uri=OJ:L:2010:108:SOM:EN:HTML
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123

アルバニア・トルコ自由貿易協定 アルバニア、トルコ 欧州 自由貿易
協定

発効済 2008年5月 ・2006年12月署名
・2008年5月発効

①工業品目については、トルコ側は発効と同時に全品目の関税を即時撤廃。アルバニア側は一部品目につ
いては、2013年1月1日までに段階的に関税を撤廃。農業品目については両国側とも一部品目につき無税
枠を一定数量に限定。
③参考URL：トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free

124

EU・ボスニア･ヘルツェゴビナ安定
化・連合協定

EU、ボスニア･ヘル
ツェゴビナ

欧州 自由貿易
協定

発効済 2008年7月 ・2008年7月発効 ①2008年7月、FTAに相当する暫定協定が発効。マケドニアとの安定化・連合協定に関する説明参照。暫定
協定とは、SAAのうちFTAを含む貿易関連部分のみを規定したもの。この部分については、各国国内での批
准が必要とされずEUのみでの批准手続きで済むことから（共通通商政策はEUの専権事項）、SAA全体の発
効に先行して発効・適用される。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/enlargement/potential-candidate-
countries/bosnia_and_herzegovina/eu_bosnia_and_herzegovina_relations_en.htm
欧州連合（暫定協定本文）
http://eur-lex.europa.eu/JOHtml.do?uri=OJ:L:2008:169:SOM:EN:HTML

125

EU・セルビア安定化・連合協定 EU、セルビア 欧州 自由貿易
協定

発効済 2010年2月 ・2010年2月発効 ①2010年2月、FTAに相当する暫定協定が発効、2013年9月に協定全体が発効。ボスニア･ヘルツェゴビナと
の安定化・連合協定に関する説明参照。なお、EU側の関税はEUの一方的措置によりほとんどの品目につ
いて免除されている。旧ユーゴ国際刑事裁判所（ICTY）への協力が評価され、EUは2009年12月の一般問題
理事会で暫定協定の実施開始を決定。SAAの批准についても、6月のEU外相理事会で加盟各国の批准を
進めることで合意。同年12月にEU加盟申請。2010年10月に申請を受理し欧州委員会に意見を求めることを
EU閣僚理事会が決定。2012年3月の欧州理事会で加盟候補国として認定された。2014年1月からEU加盟交
渉が開始した。
③参考URL：欧州委員会
http://ec.europa.eu/enlargement/countries/detailed-country-information/serbia/index_en.htm
セルビア政府欧州統合事務所
http://www.seio.gov.rs/serbia-and-eu/history.60.html

126

モンテネグロ・トルコ自由貿易協定 モンテネグロ、トルコ 欧州 自由貿易
協定

発効済 2010年3月 ・2008年11月署名
・2010年3月発効

①工業品目については、トルコ側は発効と同時に関税を即時撤廃と規定。モンテネグロ側は一部の工業品
目は発効日から最大5年間かけて関税を撤廃。農産品目は両側ともに対象外で、継続して協議を行うと規
定。
③参考URL：
モンテネグロ税関（協定原文）
http://www.upravacarina.gov.me/en/search?query=Turkey%20FTA&siteId=60&contentType=2&searchType
=4&sortDirection=desc
トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free

127

セルビア・トルコ自由貿易協定 セルビア、トルコ 欧州 自由貿易
協定

発効済 2010年9月 ・2009年6月署名
・2010年9月発効

①工業品目についてはトルコ側は発効と同時に関税を即時撤廃と規定。セルビア側は一部の工業品目は
2015年1月までに関税を撤廃。農産品目は両側ともに対象外で、継続して協議を行うと規定。
③参考URL：
セルビア投資輸出促進機関
http://www.siepa.gov.rs/files/pdf/Free_Trade_Agreement_Between_Serbia_and_Turkey.pdf
トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free

128

EFTA・セルビア自由貿易協定 EFTA加盟国、セルビ
ア

欧州 自由貿易
協定

発効済 2010年10月 ・2009年4月交渉開始
・2009年7月交渉妥結
・2009年12月署名
・2010年10月（セルビア、スイス、リヒテンシュタイン）発
効
・2011年6月（ノルウェー）発効
・2011年10月（アイスランド）発効

①物品貿易では工業品と水産品の関税撤廃。知的財産権、投資など含む。EFTA側は発効と同時に全ての
工業品で関税を撤廃し、セルビア側は2013年末までに段階的に工業品の関税を撤廃する。これに加え、
EFTA各国とセルビアの間で農産品の関税撤廃を目的とする農業協定を締結。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/serbia.aspx

129

EFTA・アルバニア自由貿易協定 EFTA加盟国、アルバ
ニア

欧州 自由貿易
協定

発効済 2010年11月 ・2009年5月交渉開始
・2009年6月交渉妥結
・2009年12月署名
・2010年11月発効（スイス、リヒテンシュタイン、アルバ
ニア）
・2011年8月（ノルウェー）発効
・2011年10月（アイスランド）発効

①物品貿易では工業品と水産品の関税撤廃。知的財産権、投資など含む。双方が発効と同時に工業品の
関税を即時撤廃。これに加え、EFTA各国とアルバニアの間で農産品の関税撤廃を目的とする農業協定を
締結。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/albania.aspx
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130

EFTA・モンテネグロ自由貿易協定 EFTA加盟国、モンテ
ネグロ

欧州 自由貿易
協定

発効済 2012年9月 ・2011年3月交渉開始
・2011年11月署名
・2012年9月発効（モンテネグロ、リヒテンシュタイン、ス
イス）
・2012年10月発効（アイスランド）
・2012年11月発効（ノルウェー）

①2012年中に発効の見込み。工業品と水産品の大半の関税を撤廃、知的財産権、サービス、投資、政府調
達、持続可能な開発などを含む。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/montenegro

131

EFTA・ボスニア・ヘルツェゴビナ自
由貿易協定

EFTA加盟国、ボスニ
ア・ヘルツェゴビナ

欧州 自由貿易
協定

発効済 2015年1月 ・2011年3月交渉開始
・2013年6月署名
・2015年1月発効

③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/bosnia-and-herzegovina

132

ボツワナ・マラウイ貿易協定 ボツワナ、マラウイ 中東・アフ
リカ

特恵貿易
協定

発効済 1956年 ・1956年発効 ①両国での物品（生産品あるいは製造品）貿易にかかる関税の撤廃を規定。
③参考URL：
WTO
http://rtais.wto.org/rtadocs/45/FactualDocs/English/WT-REG176-4e.doc
ボツワナ貿易産業省
http://www.miti.gov.bw/content/botswanamalawi

133

南アフリカ共和国・ジンバブエ貿易
協定

南アフリカ共和国、ジ
ンバブエ

中東・アフ
リカ

特恵貿易
協定

発効済 1964年 ・1964年発効 ①両国間での物品貿易にかかる関税措置（免税あるいは特恵関税適用）を規定。
③参考URL：
WTO
http://rtais.wto.org/rtadocs/45/FactualDocs/English/WT-REG176-4e.doc
南アフリカ歳入庁（SARS)
http://www.sars.gov.za/Legal/International-Treaties-Agreements/Trade-Agreements/Pages/Southern-
Rhodesia-(Zimbabwe).aspx
Zim Trade
http://www.zimtrade.co.zw/Bilateral-Trade-Agreements.html

134

ボツワナ・ジンバブエ貿易協定 ボツワナ、ジンバブエ 中東・アフ
リカ

特恵貿易
協定

発効済 1988年 ・1956年署名
・1988年発効
・2010年8月改定

①両国間での物品貿易にかかる関税の撤廃を規定。
③参考URL：
WTO
http://rtais.wto.org/rtadocs/45/FactualDocs/English/WT-REG176-4e.doc
ボツワナ貿易産業省
http://www.miti.gov.bw/content/botswanazimbabwe
ジンバブエ歳入庁
http://www.zimra.co.zw/index.php?option=com_content&view=article&id=1859:bilateral-trade-
agreements&catid=21:did-you-know&Itemid=91

135

ナミビア・ジンバブエ貿易協定 ナミビア、ジンバブエ 中東・アフ
リカ

特恵貿易
協定

発効済 1993年 ・1993年発効 ①両国間での物品貿易にかかる関税の撤廃を規定。
③参考URL：
WTO
http://rtais.wto.org/rtadocs/45/FactualDocs/English/WT-REG176-4e.doc
ジンバブエ歳入庁
http://www.zimra.co.zw/index.php?option=com_content&view=article&id=1859:bilateral-trade-
agreements&catid=21:did-you-know&Itemid=91

136

マラウイ・ジンバブエ貿易協定 マラウイ、ジンバブエ 中東・アフ
リカ

特恵貿易
協定

発効済 1995年 ・1995年発効 ①両国間での物品貿易にかかる関税の撤廃を規定。
③参考URL：
マラウイ投資貿易センター
http://www.mitc.mw/index.php?option=com_content&view=article&id=284&Itemid=530
マラウイ商工会議所
http://www.mccci.org/index.php?option=com_content&view=article&id=62&Itemid=129
ジンバブエ歳入庁
http://www.zimra.co.zw/index.php?option=com_content&view=article&id=1859:bilateral-trade-
agreements&catid=21:did-you-know&Itemid=91
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137

西アフリカ諸国経済共同体
（ECOWAS）

ベニン、ブルキナファ
ソ、コートジボワー
ル、ガンビア、カボベ
ルデ、ガーナ、ギニ
ア、ギニアビサウ、リ
ベリア、マリ、ニ
ジェール、ナイジェリ
ア、セネガル、シエラ
レオネ、トーゴ

中東・アフ
リカ

関税同盟 発効済 1995年8月 ・1993年7月署名
・1995年8月発効

①ECOWASは、（１）政治的安定の確保、（２）経済統合の推進、（３）アフリカ開発のための新パートナーシッ
プ（NEPAD）実施機関としての取り組みを進めている。（２）経済統合の推進として、加盟国間の貿易自由化
を図っており、一定の条件の下（下記ETLS参照）、域内関税を撤廃している。
＜ECOWAS自由貿易スキーム（ETLS：ECOWAS Trade Liberalisation Scheme）＞
ECOWAS域内産品（加工製品）の域内輸出には関税が撤廃される。なお、加工製品がECOWAS域内産品と
して認定されるためには、以下のいずれかの条件を満たす必要がある。
(1)完全生産品か、重量ベースで原材料の域内調達率が60%以上
(2)加工による関税番号変更
(3)域内での付加価値率が30%以上
2015年1月に、対外共通関税を導入した。関税率は、0％、5％、10％、20％、35％（センシティブ品目）の5段
階。
大枠では、UEMOAの対外共通関税と整合性を図るものとなっているが、品目によっては区分が異なる模
様。2020年までの共通通貨導入を目指している。
②国内産業保護を理由に加盟各国の税関当局の対応は一様でないほか、域内最大の経済大国ナイジェリ
アでは輸入禁止品目が設けられており、ガーナから不満の声が上がっている。域内に巨大なインフォーマル
経済が存在するため、ECOWAS域内の自由化は制度上は発効していても実効性には疑問が残る。
③参考URL：
西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）
http://www.ecowas.int/
ECOWAS「Protocol Relating to the Definition of the Concept of Products Originating from Member States
of the ECOWAS」
http://documentation.ecowas.int/download/en/legal_documents/protocols/Protocol%20Relating%20to%20t
he%20Definition%20of%20the%20Concept%20of%20Products%20Originating%20from%20Member%20States%20
of%20the%20Economic%20Community%20of%20West%20African%20States%202003.pdf
日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/africa/ecowas/gaiyo.html

138

大アラブ自由貿易地域
（PAFTA/GAFTA）

イラク、クウェート、
バーレーン、カター
ル、アラブ首長国連
邦、オマーン、サウジ
アラビア、レバノン、
シリア、ヨルダン、エ
ジプト、リビア、チュニ
ジア、イエメン、スー
ダン、モロッコ、パレ
スチナ、アルジェリア

中東・アフ
リカ

自由貿易
協定

発効済 1998年1月 ・1998年1月発効 ①加盟国間の関税を1998年から段階的に削減。10年の移行期間を7年に繰上げて2005年1月に完了とし
た。一部に関税撤廃未完了の国あり（イエメン、スーダン）。パレスチナは関税削減義務から除外。コモロ、
ジブチ、モーリタニア、ソマリアが候補国となっている。
②加盟国産品の原産地を事実上同一とみなし、加盟国産品の輸入を促進する仕組み。ただし、農産物につ
いては毎年7カ月間に限り各国10品目まで関税の段階的削減を免除される。域内貿易の拡大、域内外から
の投資促進を通じた各国の経済成長と生活水準向上が目的。
③参考URL：
レバノン経済貿易省
http://www.economy.gov.lb/?/subSubcatInfo/2/91
地中海欧州アラブ協力研究所
http://www.medea.be/en/themes/economy-and-trade/arab-free-trade-area-afta/

139

チュニジア・モロッコ自由貿易協定 チュニジア、モロッコ 中東・アフ
リカ

自由貿易
協定

発効済 1999年3月 ・1999年3月署名、発効 ①両国間の協力関係強化、貿易障壁の撤廃などを目的とする。両国が2004年に署名したアガディール協定
（エジプト、チュニジア、モロッコ、ヨルダンの4カ国が締結国）は2007年から発効している。さらに、アガディー
ル協定締結国とEU間では「高度かつ包括的FTA（Deep and Comprehensive FTA：DCFTA）」の締結を目指し
ている（EUと4カ国それぞれとの連合協定参照）。
③参考URL：
モロッコ商工業・投資・デジタル経済省（フランス語）
http://www.maroc-trade.gov.ma/AccordsCommerciaux/Tunisie.asp
チュニジア経済・財務省（フランス語）
http://www.douane.gov.tn/index.php?id=539
チュニジア通商・手工業省（フランス語）
http://www.commerce.gov.tn/Fr/maroc_11_229
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/tunisia/
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/morocco/
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140

エジプト・チュニジア自由貿易協定 エジプト、チュニジア 中東・アフ
リカ

自由貿易
協定

発効済 1999年3月 ・1998年3月署名
・1999年3月発効

①両国間の協力関係強化、貿易障壁の撤廃などを目的とする。両国が2004年に署名したアガディール協定
（エジプト、チュニジア、モロッコ、ヨルダンの4カ国が締結国）は2007年から発効している。さらに、アガディー
ル協定締結国とEU間では「高度かつ包括的FTA（Deep and Comprehensive FTA：DCFTA）」の締結を目指し
ている（EUと4カ国それぞれとの連合協定参照）。
③参考URL：
エジプト貿易産業省
http://www.mti.gov.eg/english/Agreements/arab.htm
チュニジア経済・財務省(フランス語）
http://www.finances.gov.tn/themes/DGAFF/liens/coop_arab_mus.pdf
チュニジア通商・手工業省(フランス語）
http://www.commerce.gov.tn/Fr/egypte_11_231
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/egypt/
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/tunisia/

141

エジプト・モロッコ自由貿易協定 エジプト、モロッコ 中東・アフ
リカ

自由貿易
協定

発効済 1999年4月 ・1998年5月署名
・1999年4月発効

①両国間の協力関係強化、貿易障壁の撤廃などを目的とする。両国が2004年に署名したアガディール協定
（エジプト、チュニジア、モロッコ、ヨルダンの4カ国が締結国）は2007年から発効している。さらに、アガディー
ル協定締結国とEU間では「高度かつ包括的FTA（Deep and Comprehensive FTA：DCFTA）」の締結を目指し
ている（EUと4カ国それぞれとの連合協定参照）。
③参考URL：
モロッコ商工業・投資・デジタル経済省（フランス語）
http://www.maroc-trade.gov.ma/AccordsCommerciaux/Egypte.asp
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/egypt/
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/morocco/

142

チュニジア・ヨルダン自由貿易協
定

チュニジア、ヨルダン 中東・アフ
リカ

自由貿易
協定

発効済 1999年6月 ・1998年4月締結
・1999年6月発効

①両国間の協力関係強化、貿易障壁の撤廃などを目的とする。両国が2004年に署名したアガディール協定
（エジプト、チュニジア、モロッコ、ヨルダンの4カ国が締結国）は2007年から発効している。さらに、アガディー
ル協定締結国とEU間では「高度かつ包括的FTA（Deep and Comprehensive FTA：DCFTA）」の締結を目指し
ている（EUと4カ国それぞれとの連合協定参照）。
③参考URL：
チュニジア経済・財務省（フランス語）
http://www.douane.gov.tn/index.php?id=540
チュニジア通商・手工業省（フランス語）
http://www.commerce.gov.tn/Fr/jordanie_11_233
ヨルダン産業・貿易・供給省
http://mit.gov.jo/Pages/viewpage.aspx?pageID=196
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/tunisia/
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/jordan/

143

中部アフリカ経済通貨共同体
（CEMAC）

カメルーン、中央アフ
リカ、チャド、コンゴ共
和国、赤道ギニア、ガ
ボン

中東・アフ
リカ

関税同盟 発効済 1999年6月 ・1999年6月発効 ①旧仏領赤道アフリカ4カ国と、カメルーン、赤道ギニアで構成され、中部アフリカCFAフラン（XAF）を共通通
貨、中部アフリカ諸国中央銀行（BEAC）を共通中央銀行とする経済通貨共同体。前身の中部アフリカ関税
経済同盟（UDEAC）を改組、1999年6月発効。事務局は、カメルーンの首都ヤウンデ。
対外共通関税は品目別に5段階（0％、5％、10％、20％、30％）で設定。この他、CEMAC域外からの輸入に
ついて共同体統一税 1％、中部アフリカ諸国経済共同体（ECCAS）域外からの輸入について共同体統一積
立金0.4％、OHADAメンバー諸国以外からの輸入について0.05％の課徴金がさらに徴収される。EUと
CEMAC間のEPA交渉中。CEMAC加盟国中カメルーンのみ2014年8月に批准（EU・ACPACP諸国経済パート
ナーシップ協定参照）。
③参考URL：
中部アフリカ諸国中央銀行（BEAC）（フランス語）
http://www.beac.int/
世界貿易機関（WTO）貿易政策レビュー2013
https://www.wto.org/english/tratop_e/tpr_e/s285_e.pdf
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ヨルダン・モロッコ自由貿易協定 ヨルダン、モロッコ 中東・アフ
リカ

自由貿易
協定

発効済 1999年10月 ・1998年6月署名
・1999年10月発効

①両国間の協力関係強化、貿易障壁の撤廃などを目的とする。両国が2004年に署名したアガディール協定
（エジプト、チュニジア、モロッコ、ヨルダンの4カ国が締結国）は2007年から発効している。さらに、アガディー
ル協定締結国とEU間では「高度かつ包括的FTA（Deep and Comprehensive FTA：DCFTA）」の締結を目指し
ている（EUと4カ国それぞれとの連合協定参照）。
③参考URL：
モロッコ商工業・投資・デジタル経済省（フランス語）
http://www.mce.gov.ma/AccordsCommerciaux/Jordanie.asp
ヨルダン産業・貿易・供給省
http://mit.gov.jo/Pages/viewpage.aspx?pageID=196
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/morocco/
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/jordan/

145

西アフリカ経済通貨同盟
（UEMOA）

ギニアビサウ、コート
ジボワール、セネガ
ル、トーゴ、ニジェー
ル、ブルキナファソ、
ベニン、マリ

中東・アフ
リカ

関税同盟 発効済 2000年1月 ・2000年1月発効 ①2000年1月1日に発足したUEMOAは、加盟諸国を原産地とし、域内諸国を仕向け地とする産品および商
品を対象に、域内の関税および財政税の免除、数量制限の撤廃、加盟国の内国税の調整を行うことによ
り、貿易の自由化と拡大を図ることを基本方針としている。
2015年1月にECOWAS関税同盟が発足、対外共通関税が導入され、ECOWAS加盟国でもあるUEMOA8カ国
でも適用（詳細はECOWAS）。ECOWAS対外共通関税は、(i)関税（および時限的な措置である輸入調整税と
補完保護税）、(ii)統計税（RSTA）、(iii)共同体課徴金（PCC）などで構成される。
ただし、UEMOA加盟国はPCCとは別に、UEMOAから共同連帯税（PCS）（CIF価格の1％）が課税される。
PCCとPCSは5年の移行期間の間に一本化される。またUEMOA域内で特定輸入品目に課されている一時
輸入税（基準輸入価格の10％）も移行期間中に輸入調整税に統一される。
③参考URL：西アフリカ経済通貨同盟（UEMOA）（フランス語）
http://www.uemoa.int/Pages/Home.aspx
ECOWAS
http://news.ecowas.int/presseshow.php?nb=077&lang=en&annee=2013

146

東アフリカ共同体（EAC） ケニア、タンザニア、
ウガンダ、ルワンダ、
ブルンジ、南スーダン

中東・アフ
リカ

関税同盟 発効済 2000年7月 ・2000年7月発効
・2007年7月ルワンダとブルンジ加盟
・2016年4月南スーダン加盟

①域内の貿易自由化促進のため、2005年に関税同盟への移行が始まり（ルワンダ、ブルンジは2007年加
盟）、2010年までに域内関税の撤廃、対外共通関税の導入、域内共通の原産地規則の導入が実現した。対
外共通関税は、3段階（資本財0％、中間財10％、最終製品25％）。関税同盟への移行が完了した2010年に
は、域内の経済・社会分野における一層の調和を図ることを目的に、モノ、人、労働、サービス、資本の自由
な移動や事業設立、居住の権利を保障する内容の共通市場化を開始した。
2014年4月には、貿易関連税の徴収窓口一本化の試験運用を開始（品目限定。タンザニア、ブルンジ未実
施）、同年5月には、東アフリカ決済システムの導入（ブルンジ未参加）など、加盟国間の進行速度に違いは
あれど、共通市場化に向けた歩みを進めている。2024年には、共通通貨を導入し、経済通貨同盟となる予
定。この他、2008年10月に、COMESA・SADCと共同市場設立に向けて合意している。
②企業関係者等によると、域内関税の撤廃等によって、域内での事業展開におけるビジネスコストが引き下
がった事例があった。また、製品の域内流通が活発化したことによって、良い製品がより安く手に入れられ
ることになり、消費者も域内統合進展の恩恵を受けているようだ。一方、課題としては、各種煩雑な貿易手
続きや基準認証の不一致等の規則の相違、道路封鎖・検問、原産地規則の適用等にみられる規則の解釈
の曖昧さなどの非関税障壁や、脆弱な交通インフラといった点があり、一層のビジネス環境改善に向けた取
り組みが求められる。また、共通市場化に関しても、各加盟国は2010年の開始直後からEACの議定書の関
連条項に対して全て対応している状況ではなく、今後段階的にそれぞれの国内法や諸制度の調和が進めら
れる予定だ。
③参考URL：EAC事務局
http://www.eac.int/

147

東南部アフリカ共同市場
（COMESA）

ブルンジ、コモロ、コ
ンゴ民主共和国、ジ
ブチ、エジプト、エリト
リア、エチオピア、ケ
ニア、マダガスカル、
マラウイ、モーリシャ
ス、リビア、ルワン
ダ、セーシェル、スー
ダン、スワジランド、
ウガンダ、ザンビア、
ジンバブエ

中東・アフ
リカ

関税同盟 発効済 2000年10月 ・1994年12月発足
・2000年10月発効

①COMESAは、東南部アフリカ諸国を中心に19カ国が加盟する地域機関であり、域内での安定した経済・
貿易圏の形成を目的として1994年12月に発足。年1回の首脳会合をはじめ、閣僚理事会、政府間委員会等
を実施しており、近年では域内の貿易自由化、税関手続き、輸送行政及び投資環境の整備について議論す
るなどしている。2000年に発効したFTAは、加盟国中14カ国（エジプト、ジブチ、スーダン、ケニア、ブルンジ、
ルワンダ、マダガスカル、マラウイ、モーリシャス、ザンビア、ジンバブエ、コモロ、リビア、セイシェル）が締結
している。
2009年のCOMESAサミットで関税同盟への移行開始を宣言した。対外共通関税は、将来的なEAC・SADCと
の共同市場設立との整合性の観点から、EACと同様に、3段階（原材料・資本財0％、中間財10％、最終製
品25％）が採用される。関税同盟には、移行期間（当初3年、5年を超えない範囲で延長可）が設けられてい
るが、見直しも可能で、また関税率の分類にも、各国事情に配慮してセンシティブ品目などの設定で裁量余
地が大きく設けられている。
③参考URL：東南部アフリカ共同市場（COMESA）
http://www.comesa.int/
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148

南部アフリカ開発共同体（SADC）
自由貿易協定

ボツワナ、レソト、マ
ダガスカル、マラウ
イ、モザンビーク、
モーリシャス、ナミビ
ア、南アフリカ共和
国、スワジランド、タ
ンザニア、ザンビア、
ジンバブエ、アンゴ
ラ、コンゴ民主共和
国、セーシェル

中東・アフ
リカ

自由貿易
協定

発効済 2001年1月 ・1996年8月署名
・2001年1月発効

①域内の経済開発および統合を目指し、1996年8月、SADC貿易議定書に署名、SADC加盟国のうちアンゴ
ラ、コンゴ民主（旧ザイール）、セーシェルを除く12カ国がFTA批准。2008年時点で域内産品の85％が貿易自
由化され、2012年までに100％自由化を目指していたが、現在も対応中す。南アを含む南部アフリカ関税同
盟（SACU）諸国が先行して関税を引き下げ、南ア、ボツワナ、ナミビアは2000年にほぼすべての関税を撤廃
した。通関手続き、関税分類と通関書類の統一、国境での通関手続きでのワン・ストップサービスの提供な
ども目標とし、計画では、2010年までに関税同盟、2015年までに共同市場、2016年までに通貨統合、2018
年までに地域単一通貨の導入を目指すとしているが、2016年8月現在、いずれも準備中。なお、COMESA・
EACと三機関による共同市場設立に向けて、2008年10月に合意、2015年6月に加盟国間（除く：リビア、エリ
トリア）で署名した。
③参考URL：
SADC事務局
http://www.sadc.int/about-sadc/integration-milestones/
tralac（法律系シンクタンク）
http://www.tralac.org/resources/by-region/comesa-eac-sadc-tripartite-fta.html

149

チュニジア・リビア自由貿易協定 チュニジア、リビア 中東・アフ
リカ

自由貿易
協定

発効済 2002年2月 ・2001年6月署名
・2002年2月発効

①両国間の協力関係強化、貿易障壁の撤廃などを目的とする。
③参考URL：チュニジア財政省（フランス語）
http://www.finances.gov.tn/themes/DGAFF/liens/coop_arab_mus.pdf

150

湾岸協力会議（GCC） サウジアラビア、アラ
ブ首長国連邦、ク
ウェート、バーレー
ン、オマーン、カター
ル

中東・アフ
リカ

関税同盟 発効済 2003年1月 ・2002年12月GCC首脳会議で関税同盟結成を承認
・2003年1月発効

①2003年に域内関税撤廃および対外共通関税（5％）を導入。当初、発足から3年後の2005年末までを移行
期間とした。2008年1月には共通市場を発足させ、さらなる経済統合の深化を図っている。但し、GCC事務
局（在サウジアラビア・リヤド）によれば、引き続きいくつかの課題があり完全な関税同盟、共通市場には
至っておらず、加盟国間での議論が継続しているとのこと。
共通通貨導入に関しては、当初、2010年1月の実施を目指していたが、2006年12月にはオマーンが不参加
を表明し、クウェートも2007年5月に自国通貨のドルペッグﾞを廃止するなど、加盟国の足並みに乱れが生じ
ている。
②GCC諸国が加盟するPAFTAからの輸入財も、原産地比率が40％以上ならば原則として関税は免除され
る。
③参考URL：GCC事務局
http://www.gcc-sg.org/en-us/Pages/default.aspx

151
アラブ首長国連邦・モロッコ自由
貿易協定

アラブ首長国連邦、
モロッコ

中東・アフ
リカ

自由貿易
協定

発効済 2003年7月 ・2001年6月締結
・2003年7月発効

③参考URL：モロッコ商工業・投資・デジタル経済省（フランス語）
http://www.mce.gov.ma/AccordsCommerciaux/EmiratsArabes.asp

152

南部アフリカ関税同盟（SACU） 南アフリカ共和国、ボ
ツワナ、ナミビア、ス
ワジランド、レソト

中東・アフ
リカ

関税同盟 発効済 2004年7月
（旧関税同盟協定の発効は
1910年）

・1910年関税同盟協定締結
・1969年に改定
・2002年新SACU協定締結
・2004年7月発効

①1910年協定発効、1969年12月協定の改訂、現在の協定は2002年10月に締結。SACU内のモノの移動の
自由化や、第三国とのFTA交渉をSACU加盟国が一体となって実施することなどを、2002年の協定で合意。
③参考URL：
SACU事務局
http://www.sacu.int/list.php?type=Agreements

153

チュニジア・シリア自由貿易協定 チュニジア、シリア 中東・アフ
リカ

自由貿易
協定

発効済 2005年3月 ・2002年4月署名
・2005年3月発効

①両国間の協力関係強化、貿易障壁の撤廃などを目的とする。
③参考URL：チュニジア財政省（フランス語）
http://www.finances.gov.tn/themes/DGAFF/liens/coop_arab_mus.pdf

154

モザンビーク・ジンバブエ貿易協
定

モザンビーク、ジンバ
ブエ

中東・アフ
リカ

特恵貿易
協定

発効済 2005年3月 ・2004年1月署名
・2005年3月発効

①両国間での物品貿易にかかる関税の撤廃（ただし、砂糖、一部ソフトドリンク、武器、弾薬・爆弾、自動
車、タバコを除く）を規定。
③参考URL：
WTO
http://rtais.wto.org/rtadocs/45/FactualDocs/English/WT-REG176-4e.doc
Zim Trade
http://www.zimtrade.co.zw/Bilateral-Trade-Agreements.html

155

マラウイ・モザンビーク貿易協定 マラウイ、モザンビー
ク

中東・アフ
リカ

特恵貿易
協定

発効済 2006年7月 ・2006年7月発効 ①両国間での物品貿易にかかる関税の撤廃（ただし、ビール、ソフトドリンク、タバコ、砂糖、植物油、鶏肉お
よび卵、事務用品、石油製品、武器などを除く）を規定。
③参考URL：
マラウイ投資貿易センター
http://www.mitc.mw/index.php?option=com_content&view=article&id=284&Itemid=530
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156

アガディール協定 モロッコ、チュニジ
ア、エジプト、ヨルダ
ン

中東・アフ
リカ

自由貿易
協定

発効済 2007年3月 ・2004年2月署名
・2007年3月発効

①2010年までにEU・地中海諸国間の自由貿易圏創設を目指した1995年の欧州・地中海諸国パートナー
シップ合意（バルセロナ・プロセス）の一環として、モロッコ、チュニジア、エジプト、ヨルダンの4カ国が2004年
に署名。域内貿易の活性化と4カ国間の累積原産地規則適用によるEU 市場への輸出促進が目的。域内の
工業製品・農産物にかかる関税の完全な撤廃に加え、対EU輸出で多国間累積（diagonal cumulation）原産
地規則が適用される（2カ国以上がそれぞれEUとの二国間連合協定を締結済み、かつ同じ原産地規則であ
る場合、最終製品の付加価値額が累積加算される（無税となる基準の付加価値率は品目によって異な
る））。
2011年9月、本協定加盟国は、パレスチナの国連加盟申請を踏まえ、同協定をパレスチナにも拡大すること
で合意（2012年11月にパレスチナは国連非加盟オブザーバー国家に認定）。
③参考URL：
アガディール協定（アラビア語）
http://www.agadiragreement.org/AgadierAgrement/Aboutus1.aspx
アガディール協定（協定本文）
http://www.agadiragreement.org/CMS/UploadedFiles/Agreement%20English%20trans%20PMc.pdf
モロッコ商工業・投資・デジタル経済省（フランス語）
http://www.maroc-trade.gov.ma/AccordsCommerciaux/AccordAgadir.asp
ヨルダン産業貿易供給省
http://mit.gov.jo/Pages/viewpage.aspx?pageID=196

157
アゼルバイジャン・ロシア自由貿
易協定

アゼルバイジャン、ロ
シア

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1993年2月 ・1992年9月署名
・1993年2月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/830/TOA/English/RF-Azerbaijan%20FTA_text%20with%20protocols.doc

158

ロシア・ウズベキスタン自由貿易
協定

ロシア、ウズベキスタ
ン

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1993年3月 ・1992年11月署名
・1993年3月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/861/TOA/English/Text%20of%20Agreement%20RF-Uzbekistan.docx

159

タジキスタン・ロシア自由貿易協定 タジキスタン、ロシア ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1993年4月 ・1992年10月署名
・1993年4月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/580/TOA/English/FTA%20Ukraine%20-%20Russian%20Federation_ToA.doc

160
トルクメニスタン・ロシア自由貿易
協定

トルクメニスタン、ロ
シア

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1993年4月 ・1992年11月署名
・1993年4月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/862/TOA/English/Text%20of%20Agreement%20RF-Turkmenistan.docx

161

ジョージア・ロシア自由貿易協定 ジョージア、ロシア ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1994年5月 ・1994年2月署名
・1994年5月発効

①2014年6月にEUと連合協定を締結したジョージアに対し、ロシアは2014年7月、本協定停止に関する政府
決定案を作成。ただし2016年9月現在、ロシアは協定を停止していない。
③参考URL：WTO（協定英文）
http://docsonline.wto.org/imrd/gen_redirectsearchdirect.asp?RN=0&searchtype=browse&query=@meta_Sy
mbol"WT/REG118/1"&language=1&ct=DDFEnglish

162
ウクライナ・トルクメニスタン自由
貿易協定

ウクライナ、トルクメ
ニスタン

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1995年11月 ・1994年11月署名
・1995年11月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/577/TOA/English/FTA%20Ukraine%20-%20Turkmenistan_ToA.doc

163

アルメニア・モルドバ自由貿易協
定

アルメニア、モルドバ ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1995年12月 ・1993年12月署名
・1995年12月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://docsonline.wto.org/imrd/gen_redirectsearchdirect.asp?RN=0&searchtype=browse&query=@meta_Sy
mbol"WT/REG173/1"&language=1&ct=DDFEnglish

164
ウクライナ・ウズベキスタン自由貿
易協定

ウクライナ、ウズベキ
スタン

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1996年1月 ・1994年12月署名
・1996年1月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/578/TOA/English/FTA%20Ukraine%20-%20Uzbekistan_ToA.doc

165

ジョージア・ウクライナ自由貿易協
定

ジョージア、ウクライ
ナ

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1996年6月 ・1995年1月署名
・1996年6月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://docsonline.wto.org/imrd/gen_redirectsearchdirect.asp?RN=0&searchtype=browse&query=@meta_Sy
mbol"WT/REG121/1"&language=1&ct=DDFEnglish

166

アルメニア・トルクメニスタン自由
貿易協定

アルメニア、トルクメ
ニスタン

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1996年7月 ・1995年10月署名
・1996年7月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://docsonline.wto.org/imrd/gen_redirectsearchdirect.asp?RN=0&searchtype=browse&query=@meta_Sy
mbol"WT/REG175/1"&language=1&ct=DDFEnglish

167

ジョージア・アゼルバイジャン自由
貿易協定

ジョージア、アゼルバ
イジャン

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1996年7月 ・1996年3月署名
・1996年7月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://docsonline.wto.org/imrd/gen_redirectsearchdirect.asp?RN=0&searchtype=browse&query=@meta_Sy
mbol"WT/REG120/1"&language=1&ct=DDFEnglish

168

ウクライナ・アゼルバイジャン自由
貿易協定

ウクライナ、アゼルバ
イジャン

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1996年9月 ・1995年7月署名
・1996年9月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/570/TOA/English/FTA%20Ukraine%20-%20Azerbaijan_ToA.doc
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169

キルギス・モルドバ自由貿易協定 キルギス、モルドバ ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1996年11月 ・1995年5月署名
・1996年11月発効

①CIS自由貿易協定が署名された2011年10月、CIS首相会合において、同協定の加盟国間に存在する二国
間FTAの運用を停止する措置を決定。ただしキルギス側は有効のまま。
③参考URL：WTO（協定英文）
http://docsonline.wto.org/imrd/gen_redirectsearchdirect.asp?RN=0&searchtype=browse&query=@meta_Sy
mbol"WT/REG76/1"&language=1&ct=DDFEnglish

170

アルメニア・ウクライナ自由貿易協
定

アルメニア、ウクライ
ナ

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1996年12月 ・1994年10月署名
・1996年12月発効

①CIS自由貿易協定が署名された2011年10月、CIS首相会合において、同協定の加盟国間に存在する二国
間FTAの運用を停止する措置を決定。ただしウクライナ側は有効のまま。
③参考URL：WTO（協定英文）
http://docsonline.wto.org/imrd/gen_redirectsearchdirect.asp?RN=0&searchtype=browse&query=@meta_Sy
mbol"WT/REG171/1"&language=1&ct=DDFEnglish

171

キルギス・ウクライナ自由貿易協
定

キルギス、ウクライナ ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1998年1月 ・1995年5月署名
・1998年1月発効

①CIS自由貿易協定が署名された2011年10月、CIS首相会合において、同協定の加盟国間に存在する二国
間FTAの運用を停止する措置を決定。ただしキルギス側は有効のまま。
③参考URL：WTO（協定英文）
http://docsonline.wto.org/imrd/gen_redirectsearchdirect.asp?RN=0&searchtype=browse&query=@meta_Sy
mbol"WT/REG74/1"&language=1&ct=DDFEnglish

172

キルギス・ウズベキスタン自由貿
易協定

キルギス、ウズベキ
スタン

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1998年3月 ・1996年12月署名
・1998年3月発効

①CIS自由貿易協定が署名された2011年10月、CIS首相会合において、同協定の加盟国間に存在する二国
間FTAの運用を停止する措置を決定。ただしキルギス側は有効のまま。
③参考URL：WTO（協定英文）
http://docsonline.wto.org/imrd/gen_redirectsearchdirect.asp?RN=0&searchtype=browse&query=@meta_Sy
mbol"WT/REG75/1"&language=1&ct=DDFEnglish

173

ウクライナ・カザフスタン自由貿易
協定

ウクライナ、カザフス
タン

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1998年10月 ・1994年9月署名
・1998年10月発効

①CIS自由貿易協定が署名された2011年10月、CIS首相会合において、同協定の加盟国間に存在する二国
間FTAの運用を停止する措置を決定。ただし双方の国でともに有効のまま。
③参考URL：WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/572/TOA/English/FTA%20Ukraine%20-%20Kazakhstan_ToA.doc

174

ジョージア・アルメニア自由貿易協
定

ジョージア、アルメニ
ア

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1998年11月 ・1995年8月署名
・1998年11月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://docsonline.wto.org/imrd/gen_redirectsearchdirect.asp?RN=0&searchtype=browse&query=@meta_Sy
mbol"WT/REG119/1"&language=1&ct=DDFEnglish

175

ジョージア・カザフスタン自由貿易
協定

ジョージア、カザフス
タン

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 1999年7月 ・1997年11月署名
・1999年7月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://docsonline.wto.org/imrd/gen_redirectsearchdirect.asp?RN=0&searchtype=browse&query=@meta_Sy
mbol"WT/REG123/1"&language=1&ct=DDFEnglish

176

ジョージア・トルクメニスタン自由
貿易協定

ジョージア、トルクメニ
スタン

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 2000年1月 ・1996年3月署名
・2000年1月発効

③参考URL：WTO（協定英文）
http://docsonline.wto.org/imrd/gen_redirectsearchdirect.asp?RN=0&searchtype=browse&query=@meta_Sy
mbol"WT/REG122/1"&language=1&ct=DDFEnglish

177

ウクライナ・タジキスタン自由貿易
協定

ウクライナ、タジキス
タン

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 2002年7月 ・2001年6月署名
・2002年7月発効

①CIS自由貿易協定が署名された2011年10月、CIS首相会合において、同協定の加盟国間に存在する二国
間FTAの運用を停止する措置を決定。ただしウクライナ側は有効のまま。
③参考URL：WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/576/TOA/English/FTA%20Ukraine%20-%20Tajikistan_ToA.doc

178

ウクライナ・モルドバ自由貿易協
定

ウクライナ、モルドバ ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 2005年5月 ・2003年11月署名
・2005年5月発効

①CIS自由貿易協定が署名された2011年10月、CIS首相会合において、同協定の加盟国間に存在する二国
間FTAの運用を停止する措置を決定。ただしウクライナ側は有効のまま。
③参考URL：WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/574/TOA/English/FTA%20Ukraine%20-%20Moldova_ToA.doc

179

ウクライナ・ベラルーシ自由貿易
協定

ウクライナ、ベラルー
シ

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済 2006年11月 ・1992年12月署名
・2006年11月発効

①CIS自由貿易協定が署名された2011年10月、CIS首相会合において、同協定の加盟国間に存在する二国
間FTAの運用を停止する措置を決定。ただし双方の国で有効のまま。
③参考URL：WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/571/TOA/English/FTA%20Ukraine%20-%20Belarus_ToA.doc
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180

CIS自由貿易圏 アルメニア、ベラルー
シ、カザフスタン、モ
ルドバ、ロシア、ウク
ライナ、キルギス、ウ
ズベキスタン、タジキ
スタン

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

発効済
（一部）

2012年9月 ・2011年10月署名
・2012年9月発効（ロシア、ベラルーシ、ウクライナ）
・2012年10月発効（アルメニア）
・2012年12月発効（カザフスタン、モルドバ）
・2014年1月発効（キルギス）
・2014年5月発効（ウズベキスタン）

①協定付属書に規定される例外を除き、加盟国間の貿易で、輸出入関税、数量規制を撤廃するとともに、
共通の原産地規則を制定。CIS経済同盟の発展段階として、（1）多国間自由貿易連合、（2）関税同盟、（3）
商品、サービス、資本、労働力の共同市場の創設、（4）通貨同盟が設定された。第1段階の自由貿易地域
の創設に向け、1994年4月にアゼルバイジャン、アルメニア、ベラルーシ、カザフスタン、キルギス、モルド
バ、ロシア、タジキスタン、トルクメニスタン、ウズベキスタン、ウクライナ、ジョージアが「自由貿易圏の創設
に関する協定」に署名。
2009年8月ジョージアがCISから脱退。2011年10月、自由貿易圏に関する条約をアルメニア、ベラルーシ、カ
ザフスタン、キルギス、モルドバ、ロシア、タジキスタン、ウクライナの間で締結。ロシア、ベラルーシ、ウクラ
イナが先行して批准、3カ国のみで2012年9月に発効。その後、他国も批准を済ませ、同条約に加盟。同条
約に未署名のウズベキスタンが2013年5月に同条約の適用を受ける議定書に署名、議定書は2014年5月に
発効した。2016年9月現在、タジキスタンは未発効。
ロシアは2014年8月より、モルドバ（2014年6月にEUと連合協定を締結）からの食肉、穀物、ワインなどに
MFN関税を適用する措置を導入した。同じく連合協定を締結したウクライナは、2016年1月から相互に相手
国に対するCIS自由貿易協定の運用を停止。
③参考URL：
CIS執行委員会（ロシア語）
http://www.e-cis.info/zst.php
WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/762/TOA/English/FTA%20CIS_Text%20with%20protocols.docx

181

ユーラシア経済連合（EEU） ロシア、ベラルーシ、
カザフスタン、アルメ
ニア、キルギス

ロシア・
CIS

関税同盟 発効済 2015年1月 ・2014年5月署名
・2015年1月発効

①ロシア、ベラルーシ、カザフスタンの3カ国で2010年1月から対外関税率を共通化し、7月から統一関税基
本法が発効、「関税同盟」が成立。通関制度のほか、技術規則の統一も進めている。「関税同盟」から発展
させ、人・物品・資本の自由な移動、マクロ経済政策、競争政策、知的財産権制度での協調、医薬品・医療
機器、輸送、電力、エネルギー分野などでの市場統合を目指す。発効翌日の2015年1月にアルメニアが加
盟、8月にキルギスも加盟した。
②統一関税率の大半はロシアの関税率を踏襲している。また、2012年8月のロシアのWTO加盟に伴い、原
則的に、ロシアが批准したWTO加盟議定書にある関税引き下げ内容に準拠している。
③参考URL：ユーラシア経済委員会（条約文・英語）
http://www.eurasiancommission.org/
https://docs.eaeunion.org/sites/storage0/_layouts/15/Portal.EEC.NPB/Pages/Download.aspx?sourceurl=
%2fsites%2fstorage0%2fLists%2fDocuments%2fa089f4c6-02da-4461-b033-3f5d122e0020%2f179ba00d-
9820-4000-9eab-04c383358e3d_TREATY+ON+THE+EURASIAN+ECONOMIC+UNION.pdf

182
EU・同加盟国の海外県・海外領土
連合協定

EU、EU加盟国の海
外県・海外領土

地域横断 自由貿易
協定

発効済 1971年1月 ・1971年1月発効 ③参考URL：欧州委員会
http://ec.europa.eu/taxation_customs/customs/customs_duties/rules_origin/preferential/article_779_en.ht
m

183

途上国間貿易交渉関連プロトコル
（PTN）

バングラデシュ、ブラ
ジル、チリ、エジプト、
イスラエル、韓国、メ
キシコ、パキスタン、
パラグアイ、ペルー、
フィリピン、セルビア、
チュニジア、トルコ、
ウルグアイ

地域横断 特恵貿易
協定

発効済 1973年2月 ・1971年12月署名
・1973年2月発効

③参考URL：
WTO
http://rtais.wto.org/rtadocs/147/RelatedDocuments/Notification/English/90850090.pdf
WIPO
http://www.wipo.int/wipolex/en/other_treaties/parties.jsp?treaty_id=438&group_id=24
http://www.wipo.int/wipolex/en/regeco_treaties/text.jsp?file_id=234338

184

EU・シリア自由貿易協定 EU、シリア 地域横断 自由貿易
協定

発効済 1977年7月 ・1977年7月発効
・2008年12月連合協定仮署名

①1977年に発効した協力協定に替わる連合協定に2008年12月仮署名。EUの連合協定で、現在発効してい
ない国はシリアのみ。他の地中海諸国の連合協定交渉とは異なり、対シリア交渉には遅れがみられたが、
2003年12月、大量破壊兵器（WMD）不拡散を除いた項目で合意に至ったあと、2004年10月に基本合意。し
かし、シリアの人権問題などが障害となり、署名にまでは至っていなかった。EUとシリアは連合協定を若干
修正したうえで、2008年12月に改めて仮署名。2009年10月のEU閣僚理事会で連合協定の署名と貿易関連
規定の暫定適用に関する決定が採択され、シリア側の対応待ちとなっていた。しかし、2011年に入ってのデ
モへの政府の弾圧を受け、2011年5月にEUは外相理事会で、連合協定の準備を停止することとし、署名は
行わないことを決定した。
③参考URL：欧州委員会（協定文）
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/syria/index_en.htm
http://eeas.europa.eu/syria/docs/index_en.htm
（メンバーである欧州地中海自由貿易地域構想についてはEU・パレスチナの項目参照。）
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185

米国・イスラエル自由貿易協定 米国、イスラエル 地域横断 自由貿易
協定

発効済 1985年8月 ・1985年4月署名
・1985年8月発効

①発効以降、関税撤廃が進み、1995年1月1日までに一部農産物を除き全品目の関税、その他障壁が撤
廃。農業分野については割当や輸入規制といった関税以外の措置によりセンシティブ品目の保護が認めら
れている。
②米国初のFTA。中東の親米国家に対する経済的支援、国内親ユダヤ勢力への配慮。農業に関しては別
途、1996年に農産品貿易に関する協定（ATAP）を締結し、段階的な市場の自由化に取り組んだ。
③参考URL：
米国通商代表部
http://www.ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/israel-fta
トレードコンプライアンスセンター（TCC）
http://tcc.export.gov/Trade_Agreements/All_Trade_Agreements/exp_005439.asp
イスラエル外務省
http://embassies.gov.il/washington/Relations/Pages/US-Israel-Trade-Relations.aspx

186

途上国間貿易特恵関税制度
（GSTP）

GSTP42カ国・地域 地域横断 特恵貿易
協定

発効済 1989年4月 ・1988年4月署名
・1989年4月発効

①加盟国は、アルジェリア、アルゼンチン、バングラデシュ、ベニン、ボリビア、ブラジル、カメルーン、チリ、コ
ロンビア、キューバ、エクアドル、エジプト、ガーナ、ギニア、ガイアナ、インド、インドネシア、イラン、イラク、
韓国、北朝鮮、リビア、マレーシア、メキシコ、モロッコ、モザンビーク、ミャンマー、ニカラグア、ナイジェリア、
パキスタン、ペルー、フィリピン、シンガポール、スリランカ、スーダン、タンザニア、タイ、トリニダード・トバ
ゴ、チュニジア、ベネズエラ、ベトナム、ジンバブエ。
③参考URL：UNCTAD
http://unctad.org/en/Docs/ditcmisc57_en.pdf

187

EFTA・イスラエル自由貿易協定 EFTA加盟国、イスラ
エル

地域横断 自由貿易
協定

発効済 1993年1月 ・1992年9月署名
・1993年1月発効

①物品貿易では工業品と水産品の関税撤廃。知的財産権、サービス貿易、投資を含む。これに加え、EFTA
各国とイスラエルの間で農産品の関税撤廃を目的とする農業協定を締結。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/israel.aspx
イスラエル外務省
http://www.mfa.gov.il/MFA/MFAArchive/1990_1999/1992/9/The+Israel-
EFTA+Free+Trade+Agreement.htm

188

カナダ・イスラエル自由貿易協定 カナダ、イスラエル 地域横断 自由貿易
協定

発効済 1997年1月 ・1979年9月経済協力に関するMOU締結
・1993年8月MOU更新
・1997年1月発効
・2015年7月拡大交渉終了

①農水産品について例外規定はあるが、NAFTAやチリとのFTAとは異なり、繊維・衣料品に関する特別規
定は設けられず。両国の農産品貿易の8割にあたる産品の関税を段階的に撤廃。米国・イスラエルFTAを受
け、政治的理由から締結。2010年10月、FTAの対象分野の拡大を目指して予備交渉を開始することに合
意。2015年7月、両国は対象範囲の拡大を含む協定内容の更新について合意。更新されたFTAは両国の批
准を経て発効する予定。
②カナダからの農産品輸出は豆類が中心。輸入は生のコショウ、冷凍野菜など。米国やEUなどに先行され
奪われていたイスラエル市場でのシェアの回復を期待。
③参考URL：カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-
acc/israel/index.aspx?lang=en
イスラエル外務省
http://mfa.gov.il/MFA/PressRoom/2015/Pages/Canada-Israel-Free-Trade-Agreement-expanded-21-
Jul-2015.aspx

189

トルコ・イスラエル自由貿易協定 トルコ、イスラエル 地域横断 自由貿易
協定

発効済 1997年5月 ・1996年5月署名
・1997年5月発効

①工業製品について、トルコ側は2000年までに段階的に関税を撤廃、イスラエル側は1999年までに段階的
に撤廃。農産物については、一部自由化。
③参考URL：
トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free
イスラエル金融省
http://www.financeisrael.mof.gov.il/FinanceIsrael/Pages/en/EconomicData/InternationalAgreements.aspx

190

EU・パレスチナ暫定連合協定 EU、パレスチナ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 1997年7月 ・1997年7月発効 ①1986年にパレスチナに関税特恵を付与。95年に連合協定交渉開始。FTAを含む暫定連合協定の締結に
至った。二者間の関係強化のための包括的協議の促進、貿易自由化、ガザ・ヨルダン川西岸の経済・社会
的発展などを目的とする。EU工業製品に対する関税は5年間で段階的に撤廃。2012年1月に農水産加工品
のさらなる自由化が施行された。
③参考URL：欧州委員会（協定本文）
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/occupied-palestinian-territory/
パレスチナ貿易センター
https://www.paltrade.org/en_US/page/trade-agreements
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191

EU・チュニジア連合協定 EU、チュニジア 地域横断 自由貿易
協定

発効済 1998年3月 ・1998年3月発効 ①1995年７月に同協定に署名後、1996 年からの12 年間でチュニジアの工業製品のEU向け輸出に対する
関税は段階的に撤廃され、2008年に完全撤廃された。連合協定に係る両者間の紛争解決制度について
は、2008年7月に基本合意し、2009年12月に議定書に署名、2011年9月発効。農水産加工品の自由化、お
よびサービスおよび設立の自由化については交渉中。2013年1月には、汎欧州・地中海特恵原産地規則の
改正に署名。
エジプト、チュニジア、モロッコ、ヨルダンの4カ国（アガディール協定締結国）とEU間では「高度かつ包括的
FTA（Deep and Comprehensive FTA：DCFTA）」の締結を目指し、2011年12月にEU外相理事会は欧州委員
会への交渉権限を付与。サービス分野、政府調達、知的財産権や投資保護の分野まで対象を拡大する見
込み。2012年にDCFTAの範囲に係る予備折衝（scoping）開始。2013年にチュニジアを対象にDCFTAに係る
持続可能性影響評価（SIA）を実施。2016年4月に第一回交渉（農水産品、サービス等も対象）。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/tunisia/
協定本文
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:1998:097:TOC
紛争解決議定書
http://trade.ec.europa.eu/doclib/docs/2010/april/tradoc_146084.pdf
http://ec.europa.eu/trade/policy/policy-making/analysis/sustainability-impact-
assessments/assessments/?cookies=disabled　（SIA）
チュニジア財政省（フランス語）
http://www.douane.gov.tn/index.php?id=554

192

EFTA・パレスチナ自由貿易協定 EFTA加盟国、パレス
チナ

地域横断 自由貿易
協定

発効済 1999年7月 ・1998年11月署名
・1999年7月発効

①物品貿易では工業品と水産品の関税撤廃。知的財産権、投資など含む。これに加え、EFTA各国とイスラ
エルの間で農産品の関税撤廃を目的とする農業協定を締結。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/palestinian-authority.aspx
パレスチナ貿易センター
http://www.paltrade.org/en_US/page/trade-agreements

193

EFTA・モロッコ自由貿易協定 EFTA加盟国、モロッ
コ

地域横断 自由貿易
協定

発効済 1999年12月 ・1995年12月相互協力宣言
・1997年6月署名
・1999年12月発効

①EU・モロッコ連合協定との整合性確保が目的の一つ。工業製品、農産・加工品、水産品、政府調達、知的
財産権、競争、政府援助、紛争解決に関して関税や障壁の段階的撤廃に合意。工業製品については、
EFTAは発効後、即時関税撤廃。モロッコは2011年12月までに段階的に撤廃。水産品については、EFTAが
即時撤廃、モロッコは一部を除き段階的に完全撤廃予定。農産品については、モロッコは、スイス（リヒテン
シュタインにも適用）、アイスランド、ノルウェーと二国間の農業に関する議定書を締結、二国間で大幅引き
下げ（対象品目・税率は附則参照）。農産加工品については、内外価格差調整を基本方針として各国が対
象品目・税率・割当量等を議定書Aで設定（完全撤廃もあり）。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/morocco.aspx
モロッコ投資促進庁
http://www.invest.gov.ma/index.php?Id=34479&lang=en

194

EU・南アフリカ共和国通商・開発・
協力協定

EU、南アフリカ共和
国

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2000年1月 ・1999年10月署名
・2000年1月貿易部分のみ暫定適用
・2004年5月発効

①1994年のマンデラ政権発足（南アの民主化）に伴い、南アが旧ロメ協定への参加を要望したことが契機と
なり、FTA交渉に発展。旧ロメ協定には1997年12月、部分参加が認められた。南アが参加する南部アフリカ
開発共同体（SADC）とのFTA交渉については、南アは当初本FTAが存在することから交渉に参加していな
かったが、SADCが進める地域統合を損なうとして2007年2月より交渉に参加。交渉は2014年7月に妥結。南
ア側がEUからの輸入（貿易額ベース）の86％（12年間の移行期間）、EU側が南アからの輸入の95％（同10
年間）を自由化する。ワインやスピリッツ、リキュール類の地理的表示を巡っては2002年1月に別途合意。水
産分野については交渉中。
2016年6月、南アは、EU－SADC間のEPAに署名し（ボツワナ、レソト、モザンビーク、ナミビア、スワジランド
とともに）、同10月に暫定発効した。貿易に関する条項（関税、原産地規則、衛生植物検疫措置、セーフガー
ド規定等）は同EPAの規定が、EU・南ア協定に置き換えられた。
②双方の貿易額増加、とりわけ南アからの輸出の伸びが顕著。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/south-africa/index_en.htm
欧州連合（協定概要・協定本文）
http://europa.eu/legislation_summaries/development/south_africa/r12201_en.htm
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:1999:311:SOM:EN:HTML
南アフリカ国際関係・協力省
http://www.dirco.gov.za/foreign/saeubilateral/tdca.html
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195

EU・モロッコ連合協定 EU、モロッコ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2000年3月 ・2000年3月発効 ①1996年2月26日に署名、2000年3月に発効。工業品の関税はEUは即時撤廃、モロッコは最大12年間の猶
予期間（2012年まで）を経て工業品の関税を撤廃した。一方、農水産品と紛争解決メカニズムについては同
協定の一環として別途交渉が行われ、農水産自由化協定は2012年10月に発効。紛争解決メカニズム議定
書は2012年11月に発効。サービスおよび設立の自由については交渉中。2012年4月には、汎欧州・地中海
特恵原産地規則の改正に署名。エジプト、チュニジア、モロッコ、ヨルダンの4カ国（アガディール協定締結
国）とEU間では「高度かつ包括的FTA（Deep and Comprehensive FTA：DCFTA）」の締結を目指し、2011年
12月にEU外相理事会は欧州委員会への交渉権限を付与。サービス分野、政府調達、知的財産権や投資
保護の分野まで対象を拡大する見込み。2013年にモロッコを対象にDCFTAに係る持続可能性影響評価
（SIA）を実施。2015年9月に第5回交渉。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/morocco/
http://ec.europa.eu/trade/policy/policy-making/analysis/sustainability-impact-
assessments/assessments/?cookies=disabled（SIA）
欧州連合（協定本文・紛争解決議定書）
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:2000:070:TOC
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:2011:176:TOC
モロッコ商工業・投資・デジタル経済省（フランス語）
http://www.maroc-trade.gov.ma/AccordsCommerciaux/UE.asp
モロッコ投資庁
http://www.invest.gov.ma/upload/documents/en_Doc_70.pdf

196

EU・イスラエル連合協定 EU、イスラエル 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2000年6月 ・2000年6月発効 ①1975年に発効した協力協定に替わる協定。域内安定化のための、安全保障、経済協力、サービス自由
化、資本移動、社会・文化的協力。75年の協力協定よりイスラエル製品の輸出は自由化。農水産加工品に
ついては2008年に交渉妥結、2010年1月1日に発効（欧州委員会コミュニケーション部HP参照）。サービス、
設立、および紛争解決制度について交渉中。医薬品分野での工業品の適合性評価と相互承認に関する協
定は2013年1月に発効した（署名は2010年5月）。
③参考URL：
イスラエル外務省
http://mfa.gov.il/MFA/MFA-Archive/1995/Pages/Israel-EU%20Trade%20Agreement%20-
%20November%201995.aspx
http://embassies.gov.il/eu/IsraelEU/Associationagreement/Pages/Departments.aspx
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/israel/index_en.htm
欧州連合 （協定本文）
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:2000:147:TOC

197

EU・メキシコ連合協定 EU、メキシコ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2000年7月 ・2000年7月発効（サービス、投資、政府調達などの規
定は2001年3月に暫定発効）

①物品貿易では農水産加工品で多くの再協議対象品目を設定している（発効後3 年以内に再交渉すること
を前提に、メキシコは約300 品目、EU は約600 品目の農産品を関税撤廃の対象外にした。しかし、交渉は
ほとんど前進していない）。その他、関税割当の設定など完全に自由化はしないが協定の対象には含める
手法が盛り込まれている。自由化の先送りや関税割当などは日墨EPA交渉において、日本側が参考にし
た。
②メキシコ・EU FTAの発効は、NAFTAにより米国企業に対して不利となった日本企業や在墨日系企業の立
場をさらに悪化させ、日墨EPA締結を要望する産業界の大きな声を生むきっかけとなった。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/mexico/index_en.htm
欧州対外行動庁
http://eeas.europa.eu/mexico/docs/index_en.htm
欧州連合（EU・メキシコ経済パートナーシップ・政治対話・協力協定）
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:2000:276:TOC
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/MEX_EU/English/index_e.asp

198
メキシコ・イスラエル自由貿易協定 メキシコ、イスラエル 地域横断 自由貿易

協定
発効済 2000年7月 ・2000年4月署名

・2000年7月発効
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/meis_e/isr_mexind_e.asp

199

EFTA・メキシコ自由貿易協定 EFTA加盟国、メキシ
コ

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2001年7月 ・2000年11月署名
・2001年7月発効

①工業品と水産品の関税撤廃。その他政府調達、知的財産権、サービス、投資、競争政策、補助金等を含
む。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/mexico.aspx
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200

マケドニア・ウクライナ自由貿易協
定

マケドニア、ウクライ
ナ

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2001年7月 ・2001年1月署名
・2001年7月発効

①工業品目の関税については両国側ともに一部品目を除き、即時撤廃。例外品目については、マケドニア
側は最大9年かけて、ウクライナ側は最大4年かけて、それぞれ段階的に撤廃。農業品目については両国側
とも一部品目につき無税枠を一定数量に限定。
③参考URL：マケドニア税関 （協定本文、マケドニア語）
http://www.customs.gov.mk/images/Image/Protokol_C_UA_MK.pdf
http://www.customs.gov.mk/en/DesktopDefault.aspx?tabindex=0&tabid=119
ウクライナ外務省
http://mfa.gov.ua/en/about-ukraine/economic-cooperation/trade-agreements

201

米国・ヨルダン自由貿易協定 米国、ヨルダン 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2001年12月 ・2000年10月署名
・2001年12月発効

①物品貿易では協定発効後10年間で段階的に関税引き下げ。2012年、物品貿易にかかる関税は撤廃され
た。労働および環境に関する条文を協定本文に盛り込んだ初の協定。民主党議員や協定の支持者らは、同
条文をFTA交渉時の雛形に位置づけている。サービス貿易、知的財産権、セーフガード、電子商取引など幅
広い分野含む。
③クリントン政権で交渉がまとまり、ブッシュ政権で発効。対アラブ諸国では初のFTA。貿易促進権限（TPA）
無しで批准された、2000年以降では数少ないFTA。穏健派アラブ国との経済関係強化を目指す。
参考URL：
米国通商代表部
http://www.ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/jordan-fta

202

EU・ヨルダン連合協定 EU、ヨルダン 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2002年5月 ・2002年5月発効 ①1977年に発効した協力協定に替わる協定。農水産加工品については2007年に発効。紛争解決制度につ
いては2009年12月に議定書に仮署名され、2011年7月に発効。サービス、設立の自由について交渉中。ま
た、「高度かつ包括的なFTA（DCFTA）」の締結を目指し、2011年12月にEU外相理事会は欧州委員会への
交渉権限の授権を承認。2012年3月にスコーピング作業立ち上げ。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/jordan/
欧州連合（協定本文）
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:2002:129:TOC

203

EFTA・ヨルダン自由貿易協定 EFTA加盟国、ヨルダ
ン

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2002年9月 ・1997年6月相互協力宣言
・2001年6月署名
・2002年9月発効

①物品貿易では2014年までに工業品、水産品関税撤廃。農産品の関税撤廃を目的とする農業協定締結。
政府調達、知的財産権、サービス貿易、投資、競争、補助金など含む。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/jordan.aspx
ヨルダン経済通商局
http://www.jordanecb.org/Public/English.aspx?Site_ID=1&Page_ID=483&menu_id=32

204

EFTA・シンガポール自由貿易協
定

EFTA加盟国、シンガ
ポール

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2003年1月 ・2001年5月交渉開始
・2002年6月署名
・2003年1月発効

①シンガポールは全品目について関税撤廃。EFTAは品目ベースで99.8％について関税撤廃。
②シンガポール貿易産業省は、EFTA側が化学・石油製品、電気・電子製品、プラスチック製品、薬剤、輸送
機器、金属加工製品などの関税を撤廃したことにより、シンガポール輸出にとってメリットとなると表明。
EFTAにとってアジアの国との最初のFTA。
③参考URL：
シンガポール政府
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/ESFTA
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/singapore.aspx

205

EU・チリ連合協定 EU、チリ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2003年2月 ・2003年2月発効 ①2003年2月、FTAに相当する貿易部分が発効、2005年3月に協定全体が発効。物品・サービスだけでな
く、政府調達・投資自由化、知的財産権の保護、競争問題の協力など包括的な自由貿易協定となっている。
加えて、ワイン、スピリッツ、衛生植物検疫措置（SPS）などに関する規定も含む。関税撤廃スケジュールは、
協定発効時から10年後までの6カテゴリーに分類され、撤廃時期までに関税率は毎年、同じ割合で引き下
げられる。チリ側は乗用車など工業品輸入関税を即時撤廃するが、農産物・同加工品については一部関税
割当を設定した。EU側は、チリ全輸出品目の85.1％の関税を即時撤廃するが、撤廃の除外品目となったの
は、小麦、砂糖、植物性油、乳製品で輸出品目の0.3％を占める。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/chile/index_en.htm
欧州対外行動庁
http://eeas.europa.eu/chile/docs/index_en.htm
欧州連合（協定本文）
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:2002:352:TOC
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6286
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/CHL_EU/CHL_EU_e.asp
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206

EU・レバノン連合協定 EU、レバノン 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2003年3月 ・2003年3月発効 ①2003年3月、FTAに相当する暫定協定が発効、2006年4月に協定全体が発効。暫定協定の発効と同時に
EUはレバノンの工業製品、農産物および農産加工品（関税割当の範囲内で）に対して関税を撤廃。EU製品
に対する関税削減は2008～14年の間になされることになっている。投資及びレバノンのGDPの7割を占める
サービスの自由化について交渉中。農水産加工品は交渉を開始していない。原産地規則についてはEUパ
レスチナの項目参照。
②2014年より、レバノンのEU市場に対する一般特恵関税（GSP）の適用は終了。
③参考URL：
レバノン経済貿易省
http://www.economy.gov.lb/index.php/subSubcatInfo/2/19
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/lebanon/
欧州連合（協定本文）
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:2006:143:TOC

207

台湾・パナマ自由貿易協定 台湾、パナマ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2004年1月 ・2002年10月交渉開始
・2003年8月署名
・2004年1月発効

①関税撤廃、越境サービス貿易自由化、投資、基準認証、競争政策、知的財産権の保護などを含む。物品
貿易では、双方とも品目ベースで95％以上の貿易を自由化。投資ではパナマ国内の陸上輸送などにおいて
台湾企業が内国民待遇を得ることになり、台湾企業による陸海空の複合一貫輸送が可能になる。協定発効
後、台湾においては6,187品目、パナマにおいては4,181項目が即時無税となった。センシティブ品目は除外
されるが、実施から10年後の2014年にはパナマにおいては97％、台湾においては95％の品目がそれぞれ
ゼロ関税となる。 2014年3月に、パナマ産の豚バラ肉、鯖、パイナップル等が関税割当品目となった。
②パナマにとってエルサルバドルとのFTAに次ぐ2番目のFTA、台湾にとっては初のFTA。アジアと中南米の
FTAとしても初。パナマは農産加工品を中心とした輸出品目の多角化を狙い、台湾にとっては政治的な狙い
が強いと考えられる。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/PanRC/PANRC_e.asp
台湾国際貿易局（英語・中国語）
http://www.trade.gov.tw/english/Pages/List.aspx?nodeID=675
http://www.trade.gov.tw/pages/list.aspx?nodeID=764

208

米国・シンガポール自由貿易協定 米国、シンガポール 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2004年1月 ・2000年11月交渉開始
・2003年5月署名
・2004年1月発効

①米国初のアジア地域におけるFTA。米国にとってシンガポールのサービス市場参入が主な目的であり、
電子商取引、知的財産権、環境、労働など包括的な内容を含む。協定によるセンシティブな農産品への影
響は少なく、米国内の反対は少なかった。米国はシンガポール製品に対し即時～10年間の範囲で関税を撤
廃。既に関税がゼロのＩＴ製品など特定品目については「統合調達イニシアティブ（ISI）」が適用され、書類作
成や原産地証明手続きが緩和される。
③
参考URL：
米国通商代表部
http://www.ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/singapore-fta
シンガポール国際企業庁
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/USSFTA

209

韓国・チリ自由貿易協定 韓国、チリ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2004年4月 ・2003年2月署名
・2004年4月発効
・2004年6月～ 2016年7月までに履行状況検証のため
の自由貿易委員会を10回開催。

①物品貿易では、韓国側は全ての工業品、水産品277品目、林産品138品目、農産品224品目について関
税撤廃。一部農産品については季節関税制度の導入や今後10年以内の段階的撤廃。チリ側は自動車と携
帯電話端末、コンピュータ、鉄鋼など2,450品目について関税撤廃。チリが韓国の主力輸出製品に対する関
税を撤廃し、韓国は比較的輸入依存度の低い品目を中心に関税を撤廃。韓国にとって懸案事項であったリ
ンゴ、ナシ、コメは関税削減対象から除外。韓国製冷蔵庫や洗濯機はチリ国内の地元メーカーへの配慮か
ら同様の扱い。
②韓国にとって初のFTA。自国農業市場の開放や補償問題のため韓国内での批准が遅れた。チリにとって
はアジア地域との初のFTAで、アジア太平洋諸地域との関係強化を図る点において重要な意味を持つ。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/Chi-SKorea_e/ChiKoreaind_e.asp
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov5/cl/1/2/
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210

EU・エジプト連合協定 EU、エジプト 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2004年6月 ・2004年6月発効 ①1977年に発効した協力協定に替わるもの。運輸、エネルギー、通信など広範囲での関係強化。エジプトの
政治・経済改革を促進し、各種規制の撤廃を定めている。EU向け工業品の関税については、すべての品目
について即時撤廃。エジプト向けは、以下の4グループでそれぞれ段階的に引き下げ、2019年に完全撤廃
予定。
(1) 原材料等：発効後即日～3年（2004年1月1日～2007年1月1日）
(2) 中間財等：3～9年（2007年1月1日～2013年1月1日）
(3) 繊維、家電、家具、貨物車等：5～12年（2009年1月1日～2016年1月1日）
(4) 乗用車等：6～15年（2010年1月1日～2019年1月1日）
農水産加工品については2008年に交渉に妥結し、2010年6月に発効。エジプト、チュニジア、モロッコ、ヨル
ダンの4カ国（アガディール協定締結国）とEU間では「高度かつ包括的なFTA（DCFTA）」の締結を目指し、
2011年12月にEU外相理事会は欧州委員会への交渉権限の授権を承認。サービス分野、政府調達、知的
財産権や投資保護の分野まで対象を拡大する見込み。2013年にDCFTAの範囲の予備折衝（scoping）開
始。2014年にエジプトを対象にDCFTAに係る持続可能性影響評価（SIA）を実施。
③参考URL：
エジプト貿易産業省
http://www.mti.gov.eg/english/Agreements/EU-Partnership.htm
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/egypt/
http://ec.europa.eu/trade/policy/policy-making/analysis/sustainability-impact-
assessments/assessments/?cookies=disabled　（SIA）
欧州連合（協定本文）
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:2004:304:TOC

211

EFTA・チリ自由貿易協定 EFTA加盟国、チリ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2004年12月 ・2003年6月署名
・2004年12月発効

①工業品と水産品の関税撤廃。その他政府調達、知的財産権、サービス、投資、競争政策、補助金等を含
む。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/chile.aspx
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/Chi-EFTA_e/ChiEFTAind_e.asp
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6301

212

米国・豪州自由貿易協定 米国、豪州 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2005年1月 ・2003年3月交渉開始
・2004年2月合意
・2004年5月署名
・2005年1月発効

①米国側の懸案事項であった豪州産牛肉、乳製品については関税割当を設定。牛肉は関税割当の枠を18
年間で撤廃（割当は2008年までに2万トン、2023年までに7万トンまで拡充）。砂糖も関税割当制度を維持
し、自由化対象品目から除外。米国側の自動車・同部品の関税は全て即時撤廃。豪州は小麦などの専売
制度、テレビ番組国産化規制、外国投資規制、厳しい検疫制度を維持。繊維および園芸製品の一部に関し
ては、10年かけて関税が撤廃された。2012年1月1日より、新しい政府調達の規定が発効した。
豪州連邦議会の両院合同条約委員会（JSCOT)は、2011年5月、繊維・衣服の原産地規定の改正を提言し
た。要点としては、ビスコスレーヨン（人絹）の繊維製品に対して、原料の糸の原産国にかかわらず、両国の
製造業者が特恵関税を受けられることを可能にすることを挙げている。
②豪州外務貿易省は「発効と同時に対米輸出の97％の関税が撤廃される」「米国とのFTAの経済効果は年
間60億豪ドル」「3万人以上の雇用創出が見込まれる」と発表。USTRによると本協定の下、米国の対豪輸出
の99％が既に無税となっている。米国にとっては経済的理由のみならず、安全保障上重要な同盟国との関
係強化の一環。
③参考URL：
米国通商代表部
http://www.ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/australian-fta
豪州外務貿易省
http://www.dfat.gov.au/fta/ausfta/
豪州貿易促進庁
http://www.austrade.gov.au/AUSFTA/default.aspx

213

EFTA・チュニジア自由貿易協定 EFTA加盟国、チュニ
ジア

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2005年6月 ・1996年10月交渉開始
・2004年12月署名
・2005年6月発効

①物品貿易では工業品、水産品、農産物加工品の関税を撤廃する。EFTA側は発効後対象品目の関税即
時撤廃。チュニジア側は移行期間を設けて2008年7月に完全撤廃。農産品については別途協定を締結予
定。サービス貿易、知的財産権、政府調達、投資保護・障壁撤廃など含む。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/tunisia.aspx
チュニジア財政省（フランス語）
http://www.douane.gov.tn/index.php?id=555
世界知的所有権機関（WIPO、OMPI）
http://www.wipo.int/wipolex/fr/other_treaties/text.jsp?doc_id=155257&file_id=205207
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214

トルコ・パレスチナ暫定自由貿易
協定

トルコ、パレスチナ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2005年6月 ・2004年7月署名
・2005年6月発効

①農産物を除くすべての品目の関税を発効後即時撤廃。農産物は協定の対象外。
③参考URL：
トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free

215

トルコ・チュニジア自由貿易協定 トルコ、チュニジア 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2005年7月 ・2004年11月署名
・2005年7月発効

①両国間の協力関係強化、貿易障壁の撤廃、両国間の投資促進と発効後9年以内の自由貿易圏の創設を
目的とする。
関税引き下げスケジュール
＜工業製品＞
トルコ側：協定発効後即時に撤廃
チュニジア側： リスト１掲載品目は、発効後6年間は毎年12%、7年目は残る13％を撤廃。リスト２掲載品目に
ついては発効2年後に9％、その後は毎年13%引き下げ、9年後に撤廃。リスト３掲載品目は関税引き下げの
対象から除外。リスト1-3掲載品目以外の品目は発効後即時撤廃。
＜農業製品＞
農水産物及び加工食品の一部について関税割当で優遇
③参考URL：
チュニジア財政省(フランス語）
http://www.douane.gov.tn/index.php?id=551&L=3
トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free

216

シンガポール・ヨルダン自由貿易
協定

シンガポール、ヨルダ
ン

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2005年8月 ・2004年4月合意
・2004年5月署名
・2005年8月発効

①シンガポール初の中東諸国とのFTA。ヨルダン初のアジア諸国とのFTA。シンガポール側はヨルダンから
の輸入全品目の関税を撤廃。ヨルダン側は一部食品・農産品を例外品目として扱い、10年間で97.5％にあ
たる品目の関税を撤廃。モノ・サービスの流通促進、投資の促進など幅広い分野を含む。
③参照URL：
シンガポール国際企業庁
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/SJFTA

217

EU・アルジェリア連合協定 EU、アルジェリア 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2005年9月 ・2005年9月発効 ①アルジェリアからEUへの工業品輸出については、連合協定ではすべての品目について即時撤廃。アル
ジェリア向け輸出については、最大12年かけて関税を撤廃。連合協定では、サービス供給について最恵国
待遇、設立については最恵国待遇および内国民待遇、企業内移転など人の移動の自由などを規定してい
る。紛争解決などについては、アルジェリアについては交渉を開始していない。
政治対話、人権尊重、テロリズム、司法・内務、貿易の促進（WTO規定に基づき、12年間の移行期間を経て
自由貿易圏を段階的に構築）、サービス市場の自由化、経済・社会・文化面での協力を目指している。主要
な工業製品の輸入関税の段階的撤廃は、2007年9月より開始された。
②2014年より、EU市場に対する一般特恵関税（GSP）の適用は終了。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/algeria/
欧州連合（協定本文）
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:2005:265:TOC
アルジェリア商務省（フランス語）
http://www.mincommerce.gov.dz/?mincom=sommaireEU1

218

米国・モロッコ自由貿易協定 米国、モロッコ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2006年1月 ・2003年1月交渉開始
・2004年3月合意
・2004年6月署名
・2006年1月発効

①発効と同時に貿易額ベースで鉱工業品の95％について関税が撤廃。農産品についてはモロッコが最長
25年、米国が18年かけて関税撤廃。交渉が難航した小麦については米国が関税割当を設定。サービス貿
易、知的財産権保護、労働・環境保護などに関する条文を含む。
②モロッコ為替局は、EUとの自由貿易圏参加（2012年～）と米国とのFTAの発効（2006年）により、モロッコ
がマグレブ地域としては初めて、「米欧貿易の仲介地」となる可能性を指摘。米国企業は、アフリカ市場、さ
らに欧州市場参入に向けたプラットフォームとして、モロッコに注目している。中東諸国の民主化を進める
ブッシュ前政権が穏健的イスラム国家モロッコの市場自由化と経済発展を後押し。中東・北アフリカではイス
ラエル、ヨルダンに次ぐFTA。ブッシュ前大統領の「中東自由貿易圏構想（MEFTA）」を受けて締結された最
初のFTA（その後、バーレーン、オマーンへと展開）。米国はモロッコ側のFTA順守体制の構築、規制改革の
円滑な遂行のために技術的支援を行っている。
③参考URL：
米国通商代表部
http://www.ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/morocco-fta
モロッコ商工業・投資・デジタル経済省
http://www.maroc-trade.gov.ma/AccordsCommerciaux/USA.asp
モロッコ投資庁
http://www.invest.gov.ma/upload/documents/fr_Doc_71.pdf
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219

トルコ・モロッコ自由貿易協定 トルコ、モロッコ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2006年1月 ・2004年4月締結
・2006年1月発効

①10年間の移行期間を経て工業品分野の貿易自由化をめざす。
②発効後5年間で、発効前の5年間に比べ、輸出入ともに約2.4倍に増加した。
③参考URL：モロッコ商工業・投資・デジタル経済省（フランス語）
http://www.maroc-trade.gov.ma/AccordsCommerciaux/Turquie.asp
トルコ経済省
http://www.ekonomi.gov.tr/portal/content/conn/UCM/path/Contribution%20Folders/web_en/Trade%20Ag
reements/Free%20Trade%20Agreements/Morocco/Turkey-Morocco_Free_Trade_Agreement.html

220

環太平洋戦略的経済連携協定
（Trans-Pacific Strategic
Economic Partnership （Trans-
Pacific SEP） Agreement、P4）

ニュージーランド、シ
ンガポール、チリ、ブ
ルネイ

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2006年5月 ・2005年6月最終合意（ブルネイ除く3カ国）
・2005年7月シンガポール、ニュージーランド、チリの3カ
国が署名（ブルネイは8月）
・2006年5月発効（シンガポール、ニュージーランド）
・2006年7月発効（ブルネイ）
・2006年11月発効（チリ）

①関税撤廃（4カ国間の貿易総額の90％以上が対象）、貿易円滑化（衛生・植物検疫措置、標準規格・適合
性、税関手続きなど）、サービスの自由化、政府調達における内国民待遇、競争、知的財産権に関する協
力、技術革新、研究開発など戦略的分野における協力の枠組みなどを含む。アジア、大洋州、南米の3地域
をまたぐFTA。 12カ国が参加して現在交渉中のTPPは、4カ国協定の拡大版という位置付けだが、内容は別
物と捉えられる。
③参考URL：
シンガポール国際企業庁
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/TPSEP
ニュージーランド外務貿易省
http://www.mfat.govt.nz/Trade-and-Economic-Relations/2-Trade-Relationships-and-
Agreements/Trans-Pacific/2-P4.php
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/CHL_Asia_e/TransPacific_ind_e.asp

221

ロシア・セルビア自由貿易協定 ロシア、セルビア 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2006年6月 ・2006年6月発効 ①ロシアとユーゴスラビアが2000年8月に締結した自由貿易協定を継承。2011年7月に締結した無税対象例
外品目に関する議定によると、ロシア側は食肉、砂糖、アルコール飲料、たばこ、綿製品、冷蔵又は冷凍機
器用コンプレッサー、トラクター、乗用車などを除いた品目の輸入関税を撤廃。セルビア側はコック、バルブ、
トラクター、乗用車、貨物自動車などの品目以外を無税化。
③参考URL：WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/858/TOA/English/Russia-
Yugoslavia%20FTA_text%20with%20protocols_Republic%20of%20Serbia.doc

222

シンガポール・パナマ自由貿易協
定

シンガポール、パナ
マ

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2006年7月 ・2004年2月交渉開始
・2006年3月署名
・2006年7月発効

①シンガポール側は協定発効と同時に全ての関税を即時撤廃、パナマ側も70％にあたる関税を即時撤廃。
その他については5年間かけて段階的に撤廃。物品貿易、サービス、原産地規則、通関手続き、貿易救済
措置、金融、海事、通信、電子商取引、投資、政府調達、競争政策、制度規定、紛争解決などを含む。
③参考URL：
シンガポール国際企業庁
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/PSFTA
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/PAN_SGP/PAN_SGP_e/index_e.asp

223

台湾・グアテマラ自由貿易協定 台湾、グアテマラ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2006年7月 ・2005年3月交渉開始
・2005年9月署名
・2006年7月発効

①台湾側は農産品のうち、即時644品目（比率41.0％）について関税撤廃、195品目が除外品目。グアテマラ
側は447品目（同45.81％）について関税撤廃、221品目（22.64％）が除外品目。工業製品については、グア
テマラ側は3,509品目（同66.18％）の関税即時撤廃で合意。
②中米6カ国はすでに米国と中米自由貿易協定（CAFTA)に署名しており、台湾にとってはグアテマラとの
FTAを利用した米国市場の開拓も見込まれている。
③台湾にとって2番目のFTA。台湾・パナマFTAと同様グアテマラの狙いは農産品の輸出、台湾にとっては
政治的な狙いが強い。
参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）（スペイン語）
http://www.sice.oas.org/Trade/GTM_TW/Index_s.asp
台湾国際貿易局（英語・中国語）
http://www.trade.gov.tw/english/Pages/List.aspx?nodeID=676
http://www.trade.gov.tw/Pages/List.aspx?nodeID=937
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224

米国・バーレーン自由貿易協定 米国、バーレーン 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2006年8月 ・2004年1月交渉開始
・2004年8月署名
・2006年8月発効

①自由化が進んだバーレーンとの間では交渉課題は少なく、交渉期間4カ月で締結。バーレーンの経済規
模が小さく米国にとってのセンシティブ品目が少ないこと、バーレーンで知的財産権、労働・環境保護、民主
化が進んでいることなどが早期交渉妥結の要因。物品貿易では全ての鉱工業品および米国農産品の81％
について発効と同時に関税撤廃。バーレーンは残りの農産品の関税を2015年に撤廃した。金融市場開放、
知的財産権などに関する条文を含む。原産地認定比率は35％、GCCやPAFTAの40％より低く設定されてい
る。
③モロッコと並びブッシュ前大統領の提唱した中東自由貿易圏構想（MEFTA)の一環としての位置づけ。
バーレーンは中東地域での米国安全保障上の要衝のひとつ。
参考URL：米国通商代表部
http://www.ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/bahrain-fta
バーレーン財務省
https://www.mof.gov.bh/showdatafile.asp?rid=1686&ftype=file1
バーレーン内務省関税局
http://www.bahraincustoms.gov.bh/fta.php

225

EFTA・韓国自由貿易協定 EFTA加盟国、韓国 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2006年9月 ・2004年8月共同研究会開始
・2005年1月交渉開始
・2005年7月合意
・2005年12月署名
・2006年9月（スイス、リヒテンシュタイン、ノルウェー）、
10月（アイスランド）発効
・2008年5月～2013年11月までに4回の共同委員会開
催

①物品貿易では、韓国側は10年以内に輸入全体の96.6％について関税を撤廃。ただし、水産加工品につい
ては移行期間を設ける。EFTA側は農産品を除く全ての産品について関税を即時撤廃。協定には物品貿易
のほか、農業加工品、サービス、競争政策、知的財産権、投資保護、政府調達といった分野を含む。サービ
ス貿易ではポジティブリストを適用し、チリ、シンガポールとのFTAよりは消極的な開放に留まる。また、開城
工業団地の生産品（HS6桁基準、267品目)に対して韓国産として認定、特恵関税の対象とする条項も採択。
②発効1年後、輸出は無線受信機、補助記憶装置、貨物自動車などが増加。輸入は金、医薬品、船舶用部
品などが増加。EFTA-韓国間の貿易額は2005年～2009年の5年間で30億ドルから57億ドルへと拡大した。
③参照URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/korea.aspx
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov5/efta/1/2/

226

パキスタン・イラン特恵貿易協定 パキスタン、イラン 地域横断 特恵貿易
協定

発効済 2006年9月 ・2004年3月署名
・2006年9月発効

①パキスタン側はえびや大豆など338品目、イラン側は309品目について関税撤廃。
③参考URL：パキスタン商業省
http://www.commerce.gov.pk/?page_id=218

227

中国・チリ自由貿易協定 中国、チリ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2006年10月 ・2005年11月署名
・2006年10月発効
・2006年9月サービス貿易と投資分野の交渉開始に合
意
・2008年4月サービス貿易に関する補充協定に署名
・2010年8月サービス貿易協定発効
・2014年2月投資補充協定発効
・2015年5月FTA見直しに関する了解覚書に署名

①・関税削減は、協定発効時の即時関税撤廃ほか、5年間、10年間の関税引き下げ・撤廃の3種類。10年以
内に段階的に97％の品目について関税撤廃。チリの輸出品目で協定発効時に関税が即時撤廃される品目
は銅その他鉱物資源、セルロース、乳清など2,806品目。5年後に関税が撤廃される品目は鳥肉（鶏肉、七
面鳥肉）、チーズ、トマトペースト、燻製サケ、生鮮果物（プラム、サクランボ、モモ、ネクタリン）など。ワイン、
粉ミルク、サケ（冷凍、冷蔵）、生鮮ブドウ、生鮮リンゴは10年間の関税削減スケジュールが設定。例外品目
にはヨード、コメ、林産品、テレビが含まれるが、チリで輸出実績がある品目はヨードと林産品。
・中国の輸出品目で関税が即時撤廃される品目は自動車、重機類、絹、コンピュータ、プリンター、電子レン
ジ、携帯電話機器、ビデオ・DVDなど5,891品目。他の電気電子製品は5年後の関税撤廃。10年間の関税削
減スケジュールが設定される品目は履物類の一部、繊維製品（縫製品類は除く）、衣類の一部、セメント、手
術用手袋、化学製品の一部。例外品目は計152品目。
・サービス貿易補充協定により、中国はコンピューター、管理コンサルティング、採鉱、環境、体育、空運など
23業種を、チリは法律、建築設計、研究開発、不動産、広告など37業種について、更なる市場開放を図る。
②チリの銅地金、銅鉱石、鉄鉱石、硝石、魚粉、紙パルプ、ワイン、果物、サーモン等の中国市場参入が容
易になり、チリの国民も中国の廉価な家電や繊維製品の購入が可能になる。
③参考URL：
中国商務部（英語・中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/enchile.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/chile/chile_special.shtml
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/CHL_CHN/CHL_CHN_e.ASP
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6246

228

EFTA・レバノン自由貿易協定 EFTA加盟国、レバノ
ン

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2007年1月 ・2004年6月署名
・2007年1月発効

①物品貿易では工業品と水産品関税撤廃。政府調達、知的財産権、サービス貿易、投資、競争、補助金な
ど含む。農産品の関税撤廃を目的とする農業協定締結。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/lebanon.aspx
レバノン経済貿易省
http://www.economy.gov.lb/index.php/subSubcatInfo/2/14
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229

トルコ・シリア自由貿易協定 トルコ、シリア 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2007年1月 ・2004年12月署名
・2007年1月発効
・2011年12月一時停止

①工業製品については、トルコ側はすべての品目の関税を協定発効後即時に撤廃、シリア側は12年間で段
階的に引き下げ、撤廃。一部農産物についても譲許。2011年12月より一時停止中。
③参考URL：トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free

230

トルコ・エジプト自由貿易協定 トルコ、エジプト 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2007年3月 ・2005年12月署名
・2007年3月発効

①工業製品については、トルコ側はすべての品目の関税を協定発効後即時に撤廃。
エジプト側は、
・リスト1掲載品目：協定発効から2008年1月1日の間に段階的に撤廃し、撤廃済。
・リスト2掲載品目：2008年1月1日から2014年1月1日の間に段階的に撤廃し、撤廃済。
・リスト3掲載品目：2010年1月1日から2017年1月1日の間に段階的に撤廃。
・リスト4掲載品目：2011年1月1日から2020年1月1日の間に段階的に撤廃。
農産物については双方で一部関税等を引き下げ。
③参考URL：
エジプト国家情報局
http://www.sis.gov.eg/newvr/Turkey_Egypt_FTArea.pdf
トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free

231

インド・チリ特恵貿易協定 インド、チリ 地域横断 特恵貿易
協定

発効済 2007年8月 ・2005年1月署名
・2007年8月発効

①2005年1月、経済協力枠組み協定を締結。同枠組み協定の下、2006年3月に特恵貿易協定を締結。2007
年にHSコード8桁レベルでインド側178品目、チリ側296品目の関税を10～50％の範囲で引き下げることに合
意し発効した。さらに、財・サービスの貿易や投資分野での両国間での協力関係の拡大に向けた共同研究
グループを設置して議論を続けた結果、2012年8月、両国の交渉が最終合意に達した。2013年にはインドの
外務大臣がチリを訪問し、特恵貿易協定延長を交渉し合意、調印のプロセスに進む。
③参考URL：
インド商工省・商務局
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_indchile.asp
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6235

232

EFTA・エジプト自由貿易協定 EFTA加盟国、エジプ
ト

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2007年8月 ・1995年12月相互協力宣言
・96年4月交渉開始
・2007年1月署名
・2007年8月発効

①物品貿易ではEFTA側は全ての工業製品（水産品・農産物加工品含む）について関税撤廃。エジプト側は
2020年までに段階的に関税撤廃。知的財産権、投資保護、サービス貿易、資本移動、競争、経済技術協力
など含む。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/egypt.aspx

233

モーリシャス・パキスタン特恵貿易
協定

モーリシャス、パキス
タン

地域横断 特恵貿易
協定

発効済 2007年11月 ・2007年7月署名
・2007年11月発効

①協定ではパキスタンがモーリシャスに対して130品目（課税対象品目の1.9％）を対象に特恵関税を付与。
繊維製品や農産品の一部が対象。一方、モーリシャスからパキスタンに対しては102品目（課税対象品目の
1.64％）について特恵措置が付与される。植物、農産品、加工食品、穀類、タバコ、繊維製品などの一部が
対象。
③参考URL：
パキスタン商務省
http://www.commerce.gov.pk/?page_id=221
モーリシャス外国貿易省
http://www.mauritiustrade.mu/en/trade-agreements/pakistan
モーリシャス商工会議所（協定本文）
http://www.mcci.org/media/1280/preferential-trade-agreement-mauritius-and-pakistan.pdf

234

台湾・ニカラグア自由貿易協定 台湾、ニカラグア 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2008年1月 ・2006年6月署名
・2008年1月発効

①協定発効後、台湾においては5,797品目（比率65.6％）、ニアラグアにおいては3,374品目（比率55.1％）が
即時撤廃。協定実施から15年後には、ニカラグアにおいては97.3％、台湾においては95.1％の品目に関し
てそれぞれ関税撤廃予定。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/NIC_TWN/NIC_TWN_e/index_e.asp
台湾国際貿易局（英語・中国語）
http://www.trade.gov.tw/english/Pages/List.aspx?nodeID=677
http://www.trade.gov.tw/Pages/List.aspx?nodeID=938
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235

台湾・エルサルバドル・ホンジュラ
ス自由貿易協定

台湾、エルサルバド
ル、ホンジュラス

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2008年3月 ・2007年5月署名
・2008年3月発効（台湾、エルサルバドル間）
・2008年7月発効（台湾、ホンジュラス間）

①協定発効後、台湾−エルサルバドル間において、台湾側は5,688品目（比率64.4％）、エルサルバドル側は
3,590品目（比率57.1％）について即時関税撤廃。協定発効から10年後には、エルサルバドルにおいては
93.1％、台湾においては65.4％の品目がそれぞれ関税撤廃予定。また、台湾−ホンジュラス間において、台
湾側は6,135品目（比率69.4％）、ホンジュラス側は3,881品目（比率61.9％）に関して即時関税撤廃。協定発
効から10年後の2017年には、ホンジュラスにおいては93％、台湾においては70.3％の品目がそれぞれ関税
撤廃予定。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/SLV_HND_TWN_FTA_e/Index_e.asp
台湾国際貿易局（英語・中国語）
http://www.trade.gov.tw/english/Pages/List.aspx?nodeID=678
http://www.trade.gov.tw/Pages/List.aspx?nodeID=939

236

経済協力機構貿易協定（ECOTA) トルコ、イラン、パキ
スタン、アゼルバイ
ジャン、カザフスタ
ン、ウズベキスタン、
タジキスタン、トルクメ
ニスタン、キルギス、
アフガニスタン

地域横断 特恵貿易
協定

発効済
（一部）

2008年4月 ・2008年4月発効（アフガニスタン、イラン、パキスタン、
タジキスタン、トルコ）

①経済協力機構（ECO）域内の非関税障壁撤廃と関税の段階的引下げを想定し、2003年7月にアフガニスタ
ン、イラン、パキスタン、トルコ、タジキスタンの5カ国が署名し、2008年に発効。8年間に全品目の80％の関
税率を最大15％まで引き下げる予定。ECOは、イラン、パキスタン、トルコの3カ国で1985年に発足した組織
で、現在この3カ国のほか、アゼルバイジャン、カザフスタン、ウズベキスタン、タジキスタン、トルクメニスタ
ン、キルギス、アフガニスタンの計10カ国が加盟する。
③参考URL：
経済協力機構
http://www.ecosecretariat.org/ftproot/Documents/Stat_ECO_Agree_MOU.htm
http://www.ecosecretariat.org/ftproot/Documents/Agreements/ECOTA.htm（協定英文）

237

EFTA・SACU自由貿易協定 EFTA加盟国、SACU
加盟国

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2008年5月 ・2006年6月署名
・2008年5月発効

①物品貿易、知的財産権、投資保護、サービス、政府調達、経済技術協力含む。EFTA側は全品目の関税
撤廃、SACU側は段階的な関税削減・撤廃に合意した。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/sacu.aspx
SACU事務局（協定英文）
http://www.sacu.int/docs/tradeneg/efta-fta2006.pdf

238

トルコ・ジョージア自由貿易協定 トルコ、ジョージア 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2008年11月 ・2007年11月署名
・2008年11月発効

①両国ともにHSコード25～97類の関税、割当制限を撤廃。01～24類については2008年11月21日付「ジョー
ジアとトルコ共和国の間の自由貿易協定」議定書Iに記載のある品目以外は無税化。
②2014年の両国の貿易は前年比16%増の16億ドル。ジョージアの対トルコ輸出2億3300万ドルに対し、トル
コの対ジョージア輸出は14億ドル。
③参考URL：
WTO（協定英文）
http://rtais.wto.org/rtadocs/636/TOA/English/main%20text.doc
トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free

239

EU・ACP (アフリカ・カリブ海・太平
洋）諸国経済パートナーシップ協
定

EU、ACP諸国 地域横断 自由貿易
協定

発効済（一
部）、署名
済（一部）

2008年12月 ・2007年12月基本合意
・2008年10月署名（CARIFORUMのみ）
・2008年12月暫定発効（CARIFORUM）
・ハイチは2009年12月に署名
・他に暫定協定を多数署名
・モーリシャス、マダガスカル、セーシェル、ジンバブエと
は2012年5月に暫定協定が発効
・2014年7月EU・フィジー間で発効
・2014年8月カメルーンで発効

①旧ロメ協定に基づくEUのアフリカ・カリブ海・太平洋（ACP）の旧植民地諸国に対する特恵措置がWTOに
違反する恐れがあり、WTOで認められていた義務免除（ウェーバー）の期限も2007年末に切れることから、
WTOに整合的な協定を締結することを目的に、EUはACP諸国と交渉を開始した。カリブ海、東南部アフリカ
（ESA）、西部アフリカ、中部アフリカ、南部アフリカ（SADC）、太平洋の6地域に分けて交渉が進められたが、
2007年12月まで合意が達成できず、EUはやむなく個別国と合意を図った。これまでにEPAの暫定協定の基
本合意に至ったのはカリブ海諸国（CARIFORUM）、カメルーン、EAC（ブルンジ、ケニア、ルワンダ、タンザニ
ア、ウガンダ）、コモロ、マダガスカル、モーリシャス、セーシェル、ジンバブエ、パプア・ニューギニア、フィ
ジー、SADC（ボツワナ、レソト、ナミビア、モザンビーク、スワジランド、南アフリカ）、コートジボワール、ガー
ナなど。
なお、ACP諸国に対する関税はEPA交渉に妥結し批准前であっても無税となっているが（規則1528/2007）、
欧州委員会は2011年9月に、交渉妥結しても署名していない国、署名しても批准手続きを進めていない国を
2014年1月から無税の対象外とする提案を発表。2013年5月に理事会が採択、6月に発効した。2014年10月
からEPAに署名しない低開発途上国（LDCｓ）以外の一部ACP諸国に対しては、一般特恵関税（GSP）が課さ
れている。
③参考URL：
欧州委員会 （EPAの交渉状況）
http://eur-lex.europa.eu/resource.html?uri=cellar:fb07017e-16ff-4ca2-bb53-
d1d74e3ea345.0006.02/DOC_2&format=HTML&lang=EN&parentUrn=CELEX:32008D0805
http://trade.ec.europa.eu/doclib/docs/2009/september/tradoc_144912.pdf
カリブ海諸国との暫定発効
http://www.sice.oas.org/TPD/CAR_EU/CAR_EU_e.asp
西部アフリカとの交渉状況
http://trade.ec.europa.eu/doclib/docs/2014/july/tradoc_152694.pdf
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240

米国・オマーン自由貿易協定 米国、オマーン 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2009年1月 ・2005年10月合意
・2006年9月議会批准
・2009年1月発効

①物品貿易では、米国側は繊維を除く工業品全品目の関税について協定発効時に即時撤廃。その他の品
目については10年以内に段階的に撤廃。オマーン側はアルコール飲料と繊維を除く製品（消費者向け、工
業向け）の関税を即時撤廃。繊維に関しては米国同様、10年以内に段階的に撤廃。農産品について、オ
マーン側は米国からの農産品輸入の87％（品目数ベース）にあたる品目の関税を即時撤廃。残された農産
品についても10年以内に段階的に関税撤廃。米国側は、オマーンからの農産品輸入全品目の関税を即時
撤廃。繊維製品では、両国が各製品ごとに同じスケジュールで関税撤廃。大部分の繊維製品については即
時もしくは5年以内に関税を撤廃。サービス分野では、オマーンが市場アクセスに関する規制を大幅に緩
和、米国の金融サービス企業はオマーンでの子会社、支店、合弁会社の設置が可能。
投資・サービス、IT分野の開放・自由化、労働法制度の国際化、知的財産権の保護、環境分野での協力を
含む包括的内容。原産地比率は、GCCやPAFTAを下回る35％。オマーン側の譲許表では、大半の工業製
品が対外共通関税5％の即時撤廃品目。一部の食品・農水産品、および繊維製品（糸、衣料品）について
は、発効後5年ないし10年で段階的に関税率の引き下げ、撤廃の予定。
③参考URL：米国通商代表部
http://www.ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/oman-fta
在オマーン米国大使館
http://oman.usembassy.gov/us-oman-fta.html

241

豪州・チリ自由貿易協定 豪州、チリ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2009年3月 ・2008年7月署名
・2009年3月発効

①ラッド政権下で初めて発効したFTAで、発効後物品貿易の97％について即時関税撤廃。2015年までに
100%関税を撤廃する予定。その他、2012年1月1日より新しい政府調達価格が発効された。
③参考URL：
豪州外務貿易省
http://dfat.gov.au/trade/agreements/aclfta/Pages/australia-chile-fta.aspx
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/CHL_AUS_Final_e/CHL_AUSind_e.asp
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6242

242

セルビア・ベラルーシ自由貿易協
定

セルビア、ベラルーシ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2009年3月 ・2009年3月署名
・2009年3月発効

①2009年3月末、相互関税撤廃を柱とするFTAを締結した。両国間の取り決めにより、議会承認を待たずに
締結時点から発効。砂糖、アルコール、タバコ、中古車、バス、タイヤを除く全品目について相互に関税が免
除される。ただし、該当品目の輸出額の50％以上にあたる価値が輸出国で付加されていなければならな
い。
③参考URL：ベラルーシ国家税関委員会（協定本文、ロシア語）
http://gtk.gov.by/dfiles/001434_50276_Soglashenie_s_Serbiej.doc

243

インド・メルコスール特恵貿易協定 インド、メルコスール
加盟国

地域横断 特恵貿易
協定

発効済 2009年6月 ・2005年3月署名
・2009年6月発効

①2004年1月特恵関税枠組み協定を締結。詳細ルールを定めた本協定を2005年3月に締結。2009年6月1
日より発効。インド側450品目、メルコスール側452品目の関税を10～100％の範囲内で引き下げる。インド
側引き下げ品目には肉類・肉製品、有機・無機化学品、染料・塗料、皮革類・皮革製品、ウール、綿糸、ガラ
ス・ガラス製品、鉄鋼製品、機械類、電気機械・部品、光学機器、写真・映画用機器等が含まれる。
③参考URL：
インド商工省･商務局
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_indmer.asp
米州機構（OAS）貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/MRCSRIndia/Index_e.asp

244

EFTA・カナダ自由貿易協定 EFTA加盟国、カナダ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2009年7月 ・1998年10月交渉開始
・2000年5月以降中断
・2006年交渉再開
・2007年7月合意
・2008年1月署名
・2009年7月発効

①ノルウェーと造船補助金をめぐる問題で対立、交渉が停滞したものの、2006年に交渉再開。2007年6月7
日に交渉妥結。2009年7月1日に発効。カナダ、EFTA双方で加工農産品、全ての鉱工業品に関して関税撤
廃が取り決められた。2012年5月、物品の市場アクセス、衛生植物検疫措置（SPS）や貿易の技術的障害
（TBT）、サービスや投資、政府調達、知的財産などの分野におけるFTA拡大について第1回目の協議が行
われた。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/canada.aspx
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/eu-ue/efta-
aele.aspx?lang=eng
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245

シンガポール・ペルー自由貿易協
定

シンガポール、ペ
ルー

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2009年8月 ・2008年5月署名
・2009年8月発効

①協定の範囲は、物品貿易、原産地規則、貿易救済措置、SPS（衛生植物検疫措置）、TBT（貿易の技術的
障壁）、サービス貿易、投資、政府調達、税関手続き、一時的な人の移動、競争政策、紛争処理など。物品
貿易では、シンガポールの対ペルー向け輸出の87％以上が無税化。残る品目については、10年以内に関
税を撤廃予定。
③参考URL：
シンガポール国際企業庁
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/PeSFTA
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/PER_SGP/Final_Texts_PER_SGP_e/index_e.asp
ペルー通商観光省（スペイン語）
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=category&layout=blog&id=65
&Itemid=88

246

メルコスール・イスラエル自由貿易
協定

メルコスール加盟国、
イスラエル

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2009年12月 ・2007年12月署名
・2009年12月発効（ウルグアイ、イスラエル）
・2010年3月発効（パラグアイ、イスラエル）
・2010年4月発効（ブラジル、イスラエル）
・2011年9月発効（アルゼンチン、イスラエル）

①イスラエル側は8,000品目の自由化を目指し、8年間で段階的関税の減税を進める。一方、メルコスール
側はイスラエルからの輸入9,424品目を10年間で自由化を適用。
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/MER_ISR/Index_e.asp
イスラエル外務省
http://mfa.gov.il/MFA/PressRoom/2007/Pages/Israel%20signs%20free%20trade%20agreement%20with%20M
ERCOSUR%2018-Dec-2007.aspx

247

中国・ペルー自由貿易協定 中国、ペルー 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2010年3月 ・2009年4月署名
・2010年3月発効

①物品貿易、サービス貿易、投資、知的財産権、原産地規則、税関手続き、貿易上の利便性、TBT、SPSな
ど幅広い分野で合意。物品貿易について両国はそれぞれ90％以上の品目について段階的に関税を撤廃。
第1段階として、協定実施年においては、中国側、ペルー側それぞれ品目全体の61.19％、62.71％の品目の
関税を撤廃する。第2段階として、発効から5年以内に全体の11.70％、12.94％の品目の関税を撤廃する。
第３段階として、発効から10年以内に全体の20.68％、14.35％の品目の関税を撤廃する。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/PER_CHN/PER_CHN_e.ASP
中国商務部（英語・中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/enperu.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/bilu/bilu_special.shtml

248

チリ・トルコ自由貿易協定 チリ、トルコ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2011年3月 ・2009年7月署名
・2011年3月発効

①初のイスラム圏とのFTAで、トルコにとっても中南米諸国との初めてのFTAになった。トルコ産工業製品の
チリへの輸入関税は、協定別表2、3の記載品目を除いて発効と同時に撤廃。別表2に記載の品目について
は、2015年1月までに段階的に廃止。トルコ産農産品のチリへの輸入関税は、2017年1月までに段階的に撤
廃。
②FTA発効により、トルコのワイン、果物などへの関税が半分になるため、チリ産農産品・食品の輸出増が
期待される。例えばワインの関税は現行の70％から35％になり、リンゴは60％から30％になる。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/CHL_TUR_Final/CHL_TUR_Index_e.asp
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=6284
トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free

249

トルコ・ヨルダン自由貿易協定 トルコ、ヨルダン 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2011年3月 ・2009年12月署名
・2011年3月発効

①協定署名から12年後の関税撤廃を目指し、段階的な関税引き下げに合意。
③参考URL：
トルコ経済省（協定本文）
http://www.ekonomi.gov.tr/portal/content/conn/UCM/path/Contribution%20Folders/web_en/Trade%20Ag
reements/Free%20Trade%20Agreements/Jordan/ekler/2.%20Turkey-Jordan%20Agreement.pdf

250

EFTA・コロンビア自由貿易協定 EFTA加盟国、コロン
ビア

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2011年7月 ・2007年6月交渉開始
・2008年6月大筋合意
・2009年11月署名
・2011年7月発効（スイス、リヒテンシュタイン）
・2014年9月発効（ノルウェー）
・2014年10月発効（アイスランド）

①工業品と農水産品の関税撤廃。その他政府調達、知的財産権、競争政策、紛争処理、腐敗防止、経済協
力等を含む。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/colombia.aspx
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/COL_EFTA/Final_Texts_e/index_e.asp
コロンビア産業観光省
http://www.tlc.gov.co/publicaciones.php?id=16144　（スペイン語）
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251

EFTA・ペルー自由貿易協定 EFTA加盟国、ペルー 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2011年7月 ・2006年10月交渉開始
・2010年6月（EFTA）、7月（ペルー）署名
・2011年7月発効（リヒテンシュタイン、スイス）
・2011年10月発効（アイスランド）
・2012年7月発効（ノルウェー）

①物品貿易、サービス、投資、知的財産権、政府調達、競争、協力、紛争解決などを含む。EFTA側はペ
ルー産の工業製品（水産加工品も含む）への関税を即時撤廃、ペルー側は協定発効後9年以内に関税を撤
廃。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/peru.aspx
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/PER_EFTA/Index_e.asp
ペルー通商観光省（スペイン語）
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=category&layout=blog&id=85
&Itemid=108

252

EU・韓国自由貿易協定 EU、韓国 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2011年7月 ・2006年7月予備協議
・2007年5月交渉開始
・2009年7月交渉妥結
・2009年10月仮署名
・2010年10月、署名
・2011年2月欧州議会において同意決議および2国間
セーフガード規則案を採択
・2011年5月韓国国会批准
・2011年7月発効（暫定）
・2011年10月～2015年9月までに5回の貿易委員会開
催
・2015年12月全面発効

①発効と同時に韓国側は品目ベースで81.7％（工業品では90.7％）、EU側は94.0％（同97.3％）の輸入関税
を即時撤廃した。工業品についてはEUは5年、韓国は7年で関税を撤廃し、5年以内に農水産品を含め
98.7％（金額ベース）の品目の関税を撤廃する。農産品について韓国側は、コメを譲許から除外、冷凍豚肉
は10年後に撤廃する。正式発効には、EUのすべての加盟国議会の批准を必要とするが、暫定適用開始の
時点で実質的にはほぼすべての規定が発効し、正式発効を待って発効するのは、知的財産権の刑事エン
フォースメントに関する規定、文化協力議定書の一部規定のみである。2015年12月13日全面発効。
②韓国側の反応としては、自動車、造船、エレクトロニクス業界にとってはEUが世界有数の市場だけに歓
迎、一方、農畜産業界、製薬業界は警戒姿勢を見せている。同FTAにより、韓国経済の実質GDPはFTAが
ない場合に比べ長期的に最大で約5.6％増加する。
③参考URL：
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/eu/info/2/
欧州委員会 （協定本文）
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=OJ:L:2011:127:TOC
ジェトロ（EU韓国FTAの内容解説）
http://www.jetro.go.jp/publications/item/9784822410995.html

253

韓国・ペルー自由貿易協定 韓国、ペルー 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2011年8月 ・2007年10月共同研究開始
・2008年5月共同研究終了
・2009年3月交渉開始
・2010年8月交渉妥結
・2010年11月仮署名
・2011年3月正式署名
・2011年8月発効

①品目数ベースで10年以内に韓国は97.4％、ペルーは98.9％の関税を撤廃する（コメ、農産物、自動車など
の一部センシティブ品目を除く）。工業製品は韓国、ペルーともに10年以内に100％輸入関税を撤廃する。一
方、韓国側はコメなど16品目を譲許除外、牛肉、唐辛子、ニンニクなど91品目を現行関税維持と指定した。
ペルー側も同様にコメなど5品目を譲許除外と指定。
協定文は25章で構成され、商品、貿易救済、衛生・検疫、原産地、通関、サービス、投資、通信、金融、知的
財産権、競争政策、政府調達、電子商取引、労働、環境、経済協力など、両国の経済・通商分野を網羅する
包括的で高いレベルの開放度を示している。
②自動車用バッテリー、建設機械部品、電子製品、テレビ、コンピュータ、鉄鋼板、プラスチック製品、農薬・
医薬品（以上、現行関税率9％）、洗濯機、冷蔵庫、繊維織物、染料（以上、同17％）も輸出有望品目とコメン
ト（KOTRA）。
FTAの発効により、ペルー域内の豊富なエネルギー・資源分野への協力も拡大する見込みで、韓国企業の
進出も加速すると期待されている。
③参考URL：
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov5/pe/1/2/
ペルー通商観光省（スペイン語）
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=category&layout=blog&id=80
&Itemid=103
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254

中国・コスタリカ自由貿易協定 中国、コスタリカ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2011年8月 ・2008年1月共同研究開始
・2009年1月交渉開始
・2010年4月署名
・2011年8月発効

①2007年6月に、中国はコスタリカと外交関係を樹立。2008年11月の首脳会談時に、交渉の開始を正式に
宣言。交渉回数6回、期間1年1ヵ月のスピード締結。両国は財貿易について、90％以上の産品の関税を段
階的にゼロにする。すべての財を6つに分類し関税を引き下げる。関税引き下げのメリットを享受する主な品
目としては、中国側は紡績原料および製品、軽工業品、機械、電器設備、野菜、果実、自動車、化学工業
品、生毛皮、皮革などがある。コスタリカ側ではコーヒー、牛肉、豚肉、パイナップルジュース、冷凍オレンジ
ジュース、ジャム、魚粉、鉱産品、生皮など。サービス貿易では、コスタリカ側は中国に対し、通信サービス、
商業サービス、建築、不動産、小売り、教育、環境、コンピュータ、旅行サービスなど45部門で一層の開放を
行う。中国はコスタリカに対し、コンピュータサービス、不動産、市場調査研究、翻訳、通訳、スポーツなど7
つの部門を一段と開放する。
双方とも90％以上の産品を段階的にゼロ関税とすることを目指している。うち60％以上を発効時に、約30％
は5～15年かけて実施する。
②商務部は、関税引き下げによる中国企業のメリットとして、コスタリカと中米市場への輸出増加と市場占
有率の上昇を挙げ、具体的品目として、紡績原料・同製品、軽工業品、機械、電器設備、野菜、果実、自動
車、化学工業品、生毛皮、皮革などがあるとしている。またコスタリカからの原材料輸入にもメリットがあると
し、生皮、飼料用の魚粉、ボーキサイト、鉄鉱石、石炭などを挙げた。その他、中国のりんごジュースは今後
ゼロ関税でコスタリカ市場に入ることになり、15％の関税納付が不要になるとしている。コスタリカの代表的
産品のコーヒーが中国にゼロ関税で輸入される時期は協定発効後10年以内とされている。
③参考URL：
中国商務部（中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/gesidalijia/gesidalijia_special.shtml
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/CRI_CHN_FTA/Texts_Apr2010_e/CRI_CHN_ToC_e.asp

255

イスラム開発協力会議（D8）特恵
貿易協定

バングラデシュ、エジ
プト、インドネシア、イ
ラン、マレーシア、ナ
イジェリア、パキスタ
ン、トルコ

地域横断 特恵貿易
協定

発効済 2011年8月 ・2006年5月署名
・2011年8月発効（イラン、マレーシア、ナイジェリア、ト
ルコ）
・2011年11月発効（インドネシア）
・2012年2月発効（パキスタン）

①協定発効後は、監督委員会の許可なしに、本協定が規定している輸入関税を引き上げてはならない。8カ
国中6カ国（イラン、マレーシア、ナイジェリア、トルコ、インドネシア、パキスタン）が批准。バングラデシュ、エ
ジプトは未批准。2011年8月にイラン、マレーシア、ナイジェリア、トルコで、2011年11月にインドネシア、2012
年2月にパキスタンで発効。具体的な細則については未発表。2012年3月、イスタンブールで特恵貿易協定
の第1回監督委員会が開催され、譲許品目リストや譲許スケジュールについて議論が行なわれた。バングラ
デシュ、エジプトでの批准が待たれている。2013年1月にアブジャ（ナイジェリア）で開催した貿易閣僚評議会
では、2013年11月からの関税譲許に合意済み。しかし、2014年4月にアンカラ（トルコ）で開催した監督委員
会では、批准国の国内適用準備状況が報告されており、いずれの国も国内手続き中であることから、実態
としては、関税譲許はなされていないものと解釈される。
③参考URL：イスラム開発協力会議
http://developing8.org/Areaofcoop.aspx?Priorityarea=Trade&&Prioritysubarea=HLTO
http://www.developing8.org/Meetingdetail.aspx?Meetingtitle=Report of the Third Meeting of the
Supervisory Committee of the Preferential Trade Agreement, 09-10 April 2014 Ankara-Turkey

256

タイ・ペルー経済緊密化パート
ナーシップに関する枠組み協定

タイ、ペルー 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2011年12月 ・2003年10月署名
・2011年12月発効

①2005年および06年に署名したアーリーハーベスト（関税先行引下げ）協定書の譲許表の関税番号を
HS2002からHS2007に変更し、09年11月に第2追加協定書として署名。双方とも、対象品目の70％の関税を
先行して撤廃する。現在、原産地規則の一部修正にかかる国内手続き中。2011年12月に発効。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/PER_THA_FTA/Index_e.asp
http://www.sice.oas.org/Trade/PER_THA/PER_THA_e/Index_e.asp
ペルー通商観光省（スペイン語）
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=category&layout=blog&id=45
&Itemid=69
タイ貿易交渉局
http://www.thaifta.com/engfta/Home/FTAbyCountry/tabid/53/ctl/detail/id/69/mid/480/usemasterconta
iner/true/Default.aspx

257

セルビア・カザフスタン自由貿易協
定

セルビア、カザフスタ
ン

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2012年1月 ・2010年10月7日署名
・2011年1月暫定適用開始
・2011年11月カザフスタン側批准
・2012年1月発効

①2011年1月より暫定適用開始（協定25条）。
③参考URL：カザフスタン法律制度サイト（協定本文、ロシア語）
http://adilet.zan.kz/rus/docs/Z1100000504
http://mfa.gov.kz/index.php/en/foreign-policy/treaties-and-agreements/bilateral-international-treaties-
of-the-republic-of-kazakhstan/16-materials-english/860-serbia
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258

マレーシア・チリ自由貿易協定 マレーシア、チリ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2012年2月 ・2007年6月交渉開始
・2010年11月署名
・2012年2月発効

①物品貿易では、品目数ベースでチリは98.9％、マレーシアは93.6％の関税を撤廃する。マレーシアは、
（１）発効時に即時撤廃、（２）発効2年目の1月1日に撤廃の2種類があり、チリはこれら2つに加えて発効4年
目の1月1日に撤廃の計3種類。マレーシアの関税撤廃品目数は、即時撤廃と段階的撤廃をあわせて9,730
品目、チリは7,629品目。また、マレーシアは自動車、ゴム製品等の525品目について5％まで段階的に関税
を引き下げる。除外品目としては、マレーシアが豚肉、ミルク・クリーム等138品目、チリが小麦、コメ等86品
目を設定。サービス、投資分野は本FTAには含まれず。
③参考URL：
マレーシア国際貿易産業省
http://fta.miti.gov.my/index.php/pages/view/Malaysia-Chile
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/Trade/CHL_MYS/Index_e.asp
チリ外務省（スペイン語）
http://chile.gob.cl/malasia/en/relacion-bilateral/acuerdos-y-tratados-bilaterales/

259

米国・韓国自由貿易協定 米国、韓国 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2012年3月 ・2005年2月事前実務者協議
・2006年6月交渉開始
・2007年4月合意
・2007年6月署名
・2008年10月 批准案 韓国国会提出
・2009年5月 韓米通商会談開催
・2010年12月3日に自動車を中心とする再交渉が合意
・2011年10月米議会で批准
・2011年11月韓国国会で批准
・2012年3月発効

①物品貿易では、双方が輸入額ベースで95％にあたる関税を5年間で撤廃。品目ベースでは、発効後10年
以内に韓国が98.3％、米国が99.2％の輸入関税を撤廃。農業分野において、韓国側が関税撤廃から除外し
たのはコメ、乳製品（粉乳・加工乳など）、天然はちみつ、オレンジ、大豆。このうちコメ以外はFTA発効時より
一定の数量が無税で輸入できる関税割当枠（TRQ）を設定した。牛肉にかかる関税は15年間で撤廃。サー
ビス分野ではネガティブリストによりGATSを上回る自由化。知的財産権、政府調達それぞれTRIPSや政府
調達協定を上回る自由化・規律化を約束。貿易救済では米国はアンチダンピングや相殺関税発動のための
調査開始前に韓国に通報、協議の場を与えることを約束。
・発効後、米国側は排気量に関係なくすべての自動車に対する関税を、4年間は2.5％を維持、5年目に撤
廃。一方、韓国は当初、乗用車に課している8％の関税を即時撤廃の予定だったが、これを変更して協定発
効後に4％まで削減、その後5年目に撤廃。また自動車部門に限定された緊急輸入制限措置（セーフガード）
を新設することで一致。輸入自動車部品に対する関税払い戻し制度はそのまま維持する。米国製自動車で
米連邦の安全基準を満たすものは2万5,000台を上限に、韓国での安全基準審査が免除される（当初は
6,000台が上限）。
・米国産豚肉に対する関税撤廃時期は当初の2014年から2016年に2年先送り（16年までに米国産冷凍豚肉
の関税をなくすことで合意）。
②USTRは米韓FTAは20年ぶりに経済に大きな影響をもたらすFTAと指摘する。対外経済政策研究院
（KIEP）は、韓国は米国とのFTAにより長期的には5.97％のGDP増加。貿易収支は対世界年平均19.6億ドル
増、対米国同4.6億ドル増と予想。2014年4月の両国首脳会談では、韓米ＦＴＡの原産地証明制度の簡素化
などを再確認した。
③参考URL：
米国通商代表部
https://ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/korus-fta
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/us/info/2/

260

EFTA・ウクライナ自由貿易協定 EFTA加盟国、ウクラ
イナ

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2012年6月 ・2009年4月交渉開始
・2010年6月署名
・2012年6月発効

①2008年のEU・ウクライナ首脳会議にて、2009年3月を目処に「連合協定(Association Agreement)」締結を
目指す旨が発表され、同協定にFTA交渉結果も盛り込まれた。2009年4月、キエフで第1回交渉を実施。第2
回（8月）、第3回（11月）交渉も実施。
10年6月、商品貿易、サービス貿易、投資、競争、政府調達、知的財産保護を含む幅広い分野で合意し、12
年6月に発効した。協定発効1年後、2013年5月29日にはEFTA・ウクライナ間で協定内容の実施状況の確認
と追加的措置に関する意見交換を行った。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/ukraine.aspx

261

カナダ・ヨルダン自由貿易協定 カナダ、ヨルダン 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2012年10月 ・2008年8月合意
・2009年6月署名
・2012年10月発効

①穏健派のアラブ国家を支持することで、中東地域の平和と安定を促進する観点からFTA交渉を開始、
2007年6月には投資保護協定を締結することで合意した。FTAについては2008年8月に環境、労働に関する
2つの補完協定と併せて合意。2009年6月に両国政府が署名、2012年10月に発効した。
②カナダからヨルダンへの主要な輸出品目は、車両、農林製品、紙、板紙、船舶、機械、電気・電子機器、
豆類など。主要な輸入品目は、アパレル製品、宝石、野菜、無機化学品、医薬品など。
③参考URL：
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/jordan-
jordanie/index.aspx?lang=en
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262

EFTA・香港自由貿易協定 EFTA加盟国、香港 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2012年10月 ・2010年1月交渉開始
・2011年6月署名
・2012年10月発効（アイスランド、リヒテンシュタイン、ス
イス）
・2012年11月発効（ノルウェー）

①2011年6月21日、香港政府はEFTA（European Free Trade Association欧州自由貿易連合、スイス、ノル
ウェー、アイスランド、リヒテンシュタインの4カ国で構成）と自由貿易協定（FTA）を締結したと発表。香港に
とって、欧州との初の自由貿易協定となる。物品貿易、サービス貿易、投資、および知的財産等についてカ
バーする内容。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/hong-kong.aspx
香港工業貿易署
http://www.tid.gov.hk/english/trade_relations/hkefta/index.html

263

ウクライナ・モンテネグロ自由貿易
協定

ウクライナ、モンテネ
グロ

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2013年1月 ・2011年11月署名
・2013年1月発効

①FTA署名のほか、モンテネグロのWTO加盟枠内での商品・サービス市場参入に関する二国間協定も締結
した。
③参考URL：
ウクライナ政府発表（2011年11月18日）
http://www.kmu.gov.ua/control/en/publish/article?art_id=244712688&cat_id=244314975
モンテネグロ政府発表（2011年11月18日）
http://www.gov.me/en/search/109934/Montenegro-signs-FTA-with-Ukraine-expects-to-join-WTO-
soon.html

264

EU・アンデス共同体貿易協定 EU、アンデス共同体
加盟国

地域横断 自由貿易
協定

発効済（ペ
ルー、コロ
ンビアのみ
暫定）
署名（エク
アドル）

2013年3月 ・2007年6月アンデス共同体（CAN）として交渉開始
・2009年1月コロンビア、ペルー、エクアドルと貿易協定
交渉開始（エクアドルはその後参加中止）
・2010年3月コロンビア、ペルーとのみ大筋合意
・2011年4月仮署名
・2012年6月署名
・2013年3月ペルーとの協定が暫定発効
・2013年8月コロンビアとの協定が暫定発効
・2014年7月エクアドルとの交渉妥結
・2014年12月エクアドルと署名

①関税だけでなく、サービス、投資自由化、政府調達、地理的表示を含む知的財産権など、幅広い内容の
協定となっている。
2010年3月にコロンビア、ペルーと実質合意に達し、5月のEU・ラテンアメリカ・カリブ海首脳会議で妥結を再
確認した。2011年4月に仮署名、2012年6月に署名。2012年12月に欧州議会とペルー議会が承認し、ペルー
との協定は2013年3月に暫定発効。コロンビア議会は遅れて2013年6月に承認し、8月に暫定発効した。工
業品への関税はEU側は即時撤廃、ごく一部の品目を除き、暫定発効から10年以内にコロンビア、ペルー側
の関税も全廃。エクアドル、ボリビアは交渉の途中で離脱していたが、2014年1月にエクアドルとの交渉が再
開、同年7月に妥結し、2014年12月に署名した。
③参考URL：
欧州対外行動庁
http://eeas.europa.eu/andean/index_en.htm
欧州委員会（協定本文）
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/regions/andean-community/
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=CELEX:22012A1221(01)&qid=1408083135241
ペルー通商観光省（スペイン語）
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=category&layout=blog&id=50
&Itemid=73

265

韓国・トルコ自由貿易協定 韓国、トルコ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2013年5月 ・2008年6月～09年5月共同研究
・2010年4月交渉開始
・2012年3月第4回交渉
・2012年3月仮署名（枠組み協定・物品貿易協定）
・2012年8月正式署名（枠組み協定・物品貿易協定）
・2013年5月発効（枠組み協定・物品貿易協定）
・2013年8月～2014年7月サービス投資交渉
・2014年7月妥結
・2015年2月サービス・投資協定署名

①工業製品は、両国ともにすべての品目の関税を7年以内に撤廃。自動車関連では、ガソリンエンジンと
ディーゼルエンジンの1600cc以下の小型乗用車のトルコ側の関税が、7年非均等撤廃（7年間で関税を段階
的に撤廃するが、FTA発効初期の段階で関税を大きく削減する方式）になった。農産品では、両国とも品目
ベースで約53％の関税を10年以内に撤廃。韓国が関税を即時撤廃する農産物・食品類は、パスタ、干しぶ
どう、オリーブ油、天日塩など194品目、トルコが関税を即時撤廃する農水産物・食品類は、インスタントコー
ヒー、たばこ（完成品）、ラーメン、焼酎、ビール、キムチなど479品目。一方、韓国の農業分野で特に影響が
大きいコメとコメ関連製品の16品目については、協定上のすべての義務を受けない「譲許除外品目」とした
ほか、牛肉、鶏肉、唐辛子、ニンニクなど599品目は、協定発効後も現行関税率を維持する。トルコは「譲許
除外品目」は設けなかったが、混合ジュース、パイナップル、サクランボ、杏などは協定発効後も現行関税
率を維持する。韓国政府は2014年7月4日、トルコとのＦＴＡのサービス・投資協定が実質的に妥結したと発
表。
②自動車分野を中心に貿易が拡大。2014年の両国の貿易は81億ドル。韓国の対トルコ輸出は75億ドル、ト
ルコの対韓国輸出は4億7100万ドル。
③参考URL：
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov5/tr/1/2/
トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free

266

トルコ・モーリシャス自由貿易協定 トルコ、モーリシャス 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2013年6月 ・2011年9月に署名
・2013年6月発効

①工業製品の輸出入に係る関税および数量規制の撤廃、農業物に係る権利取引、貿易への技術的障害、
衛生と植物防疫のための措置など。
③参考URL：トルコ経済省
http://www.economy.gov.tr/portal/faces/home/free-trade/turkey-free
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267

シンガポール･コスタリカ自由貿易
協定

シンガポール、コスタ
リカ

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2013年7月 ･2008年12月交渉開始
・2010年4月署名
・2013年7月発効

①モノの貿易、サービス貿易、投資、知財、SPS、TBTを含む包括的な内容。コスタリカは協定発効と同時に
シンガポールからの輸入に対し、品目数ベースで90％以上、金額ベースで95％以上に相当する関税を撤廃
する。
③参考URL：シンガポール国際企業庁
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/SCRFTA
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/CRI_SGP/CRI_SGP_e.ASP

268

EU・中米諸国連合協定 EU、コスタリカ、エル
サルバトル、グアテマ
ラ、ホンジュラス、パ
ナマ、ニカラグア

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2013年8月 ・2007年10月交渉開始
・2010年5月大筋合意
・2011年3月仮署名
・2012年6月署名
・2013年8月EUがホンジュラス、ニカラグア、パナマ間と
発効
・2013年10月コスタリカ、エルサルバドルと発効
・2013年12月グアテマラと発効

①政治的対話、協力、貿易の三部からなる連合協定を締結し、貿易（第4部）の部分がFTAに相当する。工
業品、水産品の関税を15年で撤廃（中米側は金額ベースで69％の品目について関税を即時撤廃）するほ
か、サービス、投資自由化、政府調達、地理的表示を含む知的財産権など、幅広い内容の協定となってい
る。
2010年5月のEU-ラテンアメリカ・カリブ諸国首脳会議で交渉に妥結。2011年3月に仮署名、2012年6月に署
名。EUでは2012年12月に欧州議会が承認し、ホンジュラス、ニカラグア、パナマと2013年8月に暫定発効し
た。残りのコスタリカとエルサルバドルと2013年10月に、グアテマラと2013年12月に暫定発効した。
③参考URL：
欧州対外行動庁
http://eeas.europa.eu/ca/eu_ca_negotiations_en.htm
欧州委員会（協定本文）
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/regions/central-america/
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=CELEX:22012A1215(01)&qid=1408085140028
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/CACM_EU/Text_22March2011/ENG/Index_e.asp

269

GCC・シンガポール自由貿易協定 GCC加盟国、シンガ
ポール

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2013年9月 ・2007年第1回交渉開始
・2008年1月基本合意
・2008年12月署名
・2013年9月発効

①2007年1月の交渉開始から、4回の交渉を経て2008年1月31日に基本合意後、2008年12月に締結。物品
貿易、税関手続き、サービス貿易、投資、政府調達、電子商取引、人の移動などを含む包括的協定。物品
貿易分野では、GCC側は協定発効と同時に品目総数の約95％の品目の関税を撤廃、品目総数の2.7％は
協定発効5年後に関税を撤廃、残りの品目は関税削減･撤廃の対象外で、シンガポールからGCC諸国への
市場アクセスが改善される。また、協定発効後１年以内に、シンガポールのハラル基準認証制度である「シ
ンガポールMUISハラル基準（SMHS）」をGCC諸国において認証することについて交渉することを約束する条
項が盛り込まれている。
③参考URL：シンガポール国際企業庁
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/GSFTA
GCC事務局
http://www.gcc-sg.org/en-
us/CooperationAndAchievements/Achievements/RegionalCooperationandEconomicRelationswithotherCou
ntriesandGroupings/Pages/Singapore.aspx

270

チリ・ベトナム自由貿易協定 チリ、ベトナム 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2014年1月 ・2011年11月 署名
・2014年1月発効

①2008年1月に交渉開始し、8回目の交渉で合意。
②10年のベトナムからチリへの輸出は約9,400万ドル（全体の0.13％）、輸入が約2億9,100万ドル。主な輸出
品目は靴、繊維製品、プラスチック製品、コーヒー、冷凍水産物、輸入品目は銅、木材、パルプ、鉄鋼製品、
ブドウ、ワインなど。チリ産ワインは、最近都市部を中心に親しまれており、関税の引き下げで価格の下がっ
たワインがさらに多く出回る可能性もある。しかし、チリとの貿易額は全体からみると大きくなく、政府関係者
の中からは「ベトナム・チリFTAは外交・政治的意味合いが強い」との声も聞かれる。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE)
http://www.sice.oas.org/TPD/CHL_VNM/CHL_VNM_e.ASP
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=11857
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271

EU・ウクライナ連合協定 EU、ウクライナ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2014年4月 ・2008年2月交渉開始
・2008年9月連合協定に切り替え
・2012年3月（連合協定）、7月（DCFTA）仮署名
・2014年3月連合協定署名。4月、政治規定、およびEU
のウクライナからの輸入に関し暫定発効
・2014年6月DCFTA署名
・2015年5月EU・ウクライナ・ロシアの3者会議で2016年
1月の発効を決定
・2015年8月～ロシアが3者による再調整・DCFTA発効
期日の見直しを要請したがEU・ウクライナは拒否。
・2016年1月発効

①ウクライナのWTO加盟がWTO一般理事会で承認されたことを受けて、2008年2月に交渉を開始。2008年9
月のEU・ウクライナ首脳会議後の前日に、協定の名称を「連合協定」とすることで合意。連合協定の一部と
して、高度かつ包括的な（Deep and Comprehensive）FTA（DCFTA）を設立することとしている。2012年3月に
連合協定に仮署名、同7月にDCFTAに仮署名した。2013年2月のEUウクライナ首脳会議では、ウクライナの
ティモシェンコ元首相の扱いをめぐる問題の解決を条件に、11月の東方パートナーシップ首脳会議の場で署
名を目指すことが確認された。2009年5月立ち上げの「東方パートナーシップ」の対象国。2014年3月に連合
協定に署名、政治規定の暫定適用開始。2014年4月には通商部分を一部前倒しで適用。その後、2014年6
月に開催された欧州理事会の際にDCFTAに正式に署名。当初、DCFTAの発効は2014年11月に予定されて
いたが、ウクライナ経由でEUの商品が大量にロシアに流入する恐れがあり調整が必要というロシアの反発
を受けて2016年1月へ延期された。2015年5月の3者会議で2016年1月の発効が確認された。その後、ロシ
アが再度3者間での調整とDCFTA発効の延期を要請したが、DCFTAは予定どおり2016年1月に発効した。
DCFTAの発効以降、ウクライナ・ロシア間では互いにWTO協定税率を適用している。
②DCFTA は、関税撤廃等を内容とする自由貿易協定であると同時に、ウクライナの法制度、基準をEU 規
則に調和させ、ウクライナのEU 域内市場への経済的統合を図るものである。DCFTAの発効で、EUは
94.7％の品目の関税率を即時に撤廃し、平均関税率が7.6％から0.5％に低下する。ウクライナの生産者は
ＥＵへのアクセスが容易になる。欧州委員会の推計では、連合協定によって、ウクライナには年間約12 億
ユーロの所得増加と10 億ユーロの対EU 輸出額増加が見込まれる。
③参考URL：
欧州対外行動庁(協定本文）
http://eeas.europa.eu/ukraine/docs/index_en.htm
http://eeas.europa.eu/ukraine/docs/association_agreement_ukraine_2014_en.pdf
欧州連合
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/ukraine/
ウクライナ外務省
http://ukraine-eu.mfa.gov.ua/en/ukraine-eu/relations

272

EFTA・GCC自由貿易協定 EFTA加盟国、GCC加
盟国

地域横断 自由貿易
協定

発効済 2014年7月 ・2006年6月交渉開始
・2008年4月大筋合意
・2009年6月署名
・2014年7月発効

①2009年6月22日に署名、2014年7月1日に発効。EFTA側は工業製品、水産物について発効後、即時関税
撤廃。GCC側は、一部品目は5年かけて撤廃、他に自由化対象外の品目もある。物品貿易、サービス貿易、
政府調達、競争、知的財産権などの分野を含む。FTAに基づく監督機能として合同委員会を設置予定。農
産物に関する合意の中には、フリートレードゾーンの設置を含んでいる。
②EFTAからGCCへの主な輸出品は時計類、宝石類、電気製品、医薬品などである。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/free-trade-agreements/gcc
ＧＣＣ事務局
http://www.gcc-sg.org/en-
us/CooperationAndAchievements/Achievements/RegionalCooperationandEconomicRelationswithotherCou
ntriesandGroupings/Pages/EFTACountries.aspx
アラブ首長国連邦経済省
http://www.economy.gov.ae/english/Ministry/MinistrySectors/ForeignTradeSector/pages/gcc-efta-
fta.aspx

273

中国・アイスランド自由貿易協定 中国、アイスランド 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2014年7月 ・2005年5月共同研究開始合意
・2006年7月共同研究終了、報告書の結論に合意
・2006年12月交渉開始合意
・2007年4月交渉開始
・2013年4月署名
・2014年7月発効

①中国にとって、アイスランドは欧州地域とFTA交渉・締結を行った初めての国。
②商務部副部長は、両国は漁業、地熱、工事請負、造船、アルミニウム、情報通信などの分野での協力の
可能性が高いことを強調。アイスランド産水産品の中国への輸出拡大、および中国製日用品のアイスランド
への輸出拡大が期待されている。
③参考URL：
中国商務部（英語・中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/eniceland.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/iceland/iceland_special.shtml
アイスランド外務省
http://www.mfa.is/foreign-policy/trade/free-trade-agreement-between-iceland-and-china/

274

中国・スイス自由貿易協定 中国、スイス 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2014年7月 ・2009年11月共同研究開始
・2010年8月交渉開始合意
・2010年9月共同研究終了
・2011年4月交渉開始
・2013年7月署名
・2014年7月発効

①2007年7月、スイスが中国の市場経済国としての地位を承認すること、FTAの評価と研究を積極的に推進
していくことなどで合意。中国とスイスのFTA協議は2011年1月に始まり、その後2年半で9回を数え、2013年
5月13日に終了した。双方は貨物貿易、サービス貿易、知的財産権、貿易救済、原産地規則、動植物検査
検疫、技術的貿易障壁、紛争解決、競争政策、経済技術協力などの分野について意見交換を行った。2013
年7月6日に北京にて署名。スイス側の国会批准を経て2014年7月に発効。本FTAは中国と欧州諸国が署名
した初のFTAである。発効後、物品貿易では、スイスは発効と同時に中国輸出の99.7％を関税撤廃し、中国
はスイス輸出の84.2％を順次関税ゼロとする。
③参考URL：
スイス連邦経済省経済事務局
https://www.seco.admin.ch/seco/en/home/Aussenwirtschaftspolitik_Wirtschaftliche_Zusammenarbeit/Wirt
schaftsbeziehungen/Freihandelsabkommen/Partner_weltweit/china.html
中国商務部（英語・中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/enswiss.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/ruishi/ruishi_special.shtml
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275

EFTA・中米諸国（コスタリカ、グア
テマラ、ホンジュラス、パナマ）自
由貿易協定

EFTA加盟国、コスタ
リカ、グアテマラ、ホ
ンジュラス、パナマ

地域横断 自由貿易
協定

発効済
(一部)

2014年8月 ・2012年2月交渉開始
・2013年6月コスタリカ、パナマ署名
・2014年8月ノルウェーとコスタリカ・パナマ間で発効
・2014年8月スイス・リヒテンシュタインとコスタリカ・パナ
マ間で発効
・2014年9月アイスランドとコスタリカ・パナマ間で発効
・2015年6月グアテマラ署名

①エルサルバドル、ニカラグアも参加を検討。2012年2月から交渉開始、2012年12月にパナマ、コスタリカと
協定合意、2013年6月、パナマとコスタリカが署名。パナマ・コスタリカとノルウェー間で2014年8月、スイス、
リヒテンシュタイン間も2014年8月、対アイスランドは2014年9月に発効。2015年6月、グアテマラが署名。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/Free-Trade-Agreements/central-american-states
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/CACM_EFTA/Texts_Mar_2014/ENG/CACM_EFTA_Index_e.asp

276

EU・カメルーン自由貿易協定 EU、カメルーン 地域横断 自由貿易
協定

発効済（暫
定）

2014年8月 ・2014年8月暫定発効 ①EUは、協定に基づき暫定適用を待たずして、2008年1月から特恵措置の適用を開始。カメルーン側は、
2010年1月から関税引き下げを開始し、2023年に撤廃されるスケジュールとなっているが、カメルーンはこの
スケジュールを6年8ヵ月後ろ倒しして2016年8月に適用を開始した。EU側は同EPAで定められた期限の順
守に向けてカメルーン側と協議を続けているとしている。一方、カメルーン側は2026年を期限とするよう提案
を行っている（カメルーン経済計画国土整備省）。

277

EU・モルドバ連合協定 EU、モルドバ 地域横断 自由貿易
協定

発効済
（暫定）

2014年9月 ・2010年1月交渉開始（連合協定）
・2012年2月正式交渉開始
・2013年6月交渉妥結
・2013年11月仮署名
・2014年6月署名
・2014年9月暫定発効

①連合協定のうち貿易関連部分については、「高度かつ包括的なFTA（Deep and Comprehensive FTA:
DCFTA）」の締結を目指し、欧州委員会は2010年11月にDCFTA交渉の開始に必要な勧告をモルドバに提
示、同12月にモルドバは勧告実施のためのアクションプランを採択。その後2012年2月に正式に交渉を開始
し、2013年6月に妥結した。2013年11月に仮署名し、2014年6月の欧州理事会の際に署名。2014年7月にモ
ルドバの批准手続きが完了し、同9月に暫定発効した。
②欧州委員会の発表によると、モルドバの農産品輸入の際には、これまで農産物には年間4,300万ユーロ、
加工食品には300万ユーロの関税を支払っていたが、連合協定締結により、これらの関税がかからなくな
り、モルドバの農産品の競争力が増す。また、EUからの輸入も増加し、市場は競争的になって、消費者物価
の1～1.3％の低下が見込まれる。
③参考URL：
欧州対外行動庁
http://eeas.europa.eu/moldova/index_en.htm
http://eeas.europa.eu/moldova/assoagreement/assoagreement-2013_en.htm
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/moldova/
http://europa.eu/rapid/press-release_MEMO-14-430_en.htm

278

EU・ジョージア連合協定 EU、ジョージア 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2014年9月 ・2010年1月交渉開始（連合協定）
・2012年2月正式交渉開始
・2013年6月交渉妥結
・2014年6月署名
・2014年9月暫定発効
・2016年7月発効

①2010年5月の一般問題理事会で欧州委に連合協定の交渉権限付与決定。2010年7月連合協定の交渉開
始。連合協定の一部であるDCFTAについても、2012年3月、コーカサス3カ国では最初に交渉に入った。
2013年7月に交渉妥結。2009年5月立ち上げの「東方パートナーシップ」の対象国。2014年6月の欧州理事
会にて署名、同7月にEUの批准手続きが完了し、9月に暫定発効。2016年7月に正式に発効した。
②欧州委の発表によると、同協定を完全に施行した場合、長期的にみてジョージアのGDPを4.3％押し上げ
る（3億ユーロ程度）の経済効果がある。
③参考URL：
欧州対外行動庁
http://www.eeas.europa.eu/georgia/index_en.htm
http://www.eeas.europa.eu/statements/docs/2014/140626_05_en.pdf
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/georgia/

279

香港・チリ自由貿易協定 香港、チリ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2014年10月 ・2012年9月署名
・2014年10月発効

①2011年に交渉開始。香港にとってチリは4カ国・地域目のFTA締結先。香港のチリ向け輸出のうち、88％
の品目で関税が即時撤廃された。関税撤廃対象品目は3年間のうちにさらに10％増加する。サービス輸出
は、一部の航空サービスを除き、市場アクセスと内国民待遇が法的に確保される。また、チリへの農林水産
業や製造業への投資については原則、内国民待遇が法的に保障される。モノやサービスの貿易取引だけ
でなく、税関や検疫協力や原産地規定、政府調達、競争、金融、環境など幅広い分野を包含した包括的な
協定。労働に関する規定は覚書として本協定内に含まれている。
②チリはもともと、香港に対しゼロ関税で輸出することができるため、貿易面のみを勘案すると香港とFTAを
締結するメリットは大きくはない。投資の呼び込みや、その他経済協力の促進といった面を重視して、香港と
のFTA締結に踏み切ったものと考えられる。また、香港にとってチリは、貿易相手国としては30位前後と大き
な貿易相手ではないが、FTA締結を通じて、今後のチリ市場の開拓やチリを通じた中南米へのビジネス展
開が期待される。
③参考URL：
香港工業貿易署（英語・中国語）
http://www.tid.gov.hk/english/ita/fta/hkclfta/index.html
http://www.tid.gov.hk/tc_chi/ita/fta/hkclfta/index.html
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
https://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=18142

53
Copyright（c) 2016 JETRO. All rights reserved.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　禁無断転載



No. 名称 加盟国・地域 区分 形態 段階 発効年月 経緯 ①協定の内容、②締結による影響、③参考情報

280

韓国・カナダ自由貿易協定 韓国、カナダ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2015年1月 ・2005年7月交渉開始
・2008年5月農業部門交渉実施
・2009年1月原産地部門交渉実施
・2012年7月現状点検会議
・2014年3月交渉妥結
・2014年9月署名
・2015年1月発効

①実質的に全ての貿易を含む包括的かつ高度なFTAを目指す。
2004年11月、両国首脳がFTA締結に向けた協議を開始することを発表。2005年1月および3～4月の両国間
協議を経て、2005年7月に交渉開始。2014年3月11日に交渉妥結、9月23日に署名された。カナダにとっては
アジアとの初のFTAとなる。韓国にとっては自動車輸出、カナダにとってはエネルギーや農産物輸出でメリッ
トがある。
②韓国対外経済政策研究院(KIEP)は、韓国・カナダFTA締結により両国の全ての関税および非関税障壁が
撤廃される場合、両国間の貿易額が中長期的に100億ドルまで増加すると分析（韓国の対カナダ輸出は、
22.8億ドル増加）。雇用は中長期的には3万8,000人増えると予想。一方、カナダ側は、豚肉の一大消費国で
ある韓国への豚肉輸出の拡大を見込む。対韓FTAの発効によって、豚肉および牛肉は、商品により差はあ
るものの5～15年かけて関税が撤廃される。また、豚肉と牛肉のみならず、農産品全体で現在87％近くの輸
入品目にかかっている関税が徐々に撤廃されるため、取引量の多いカノーラ（菜種油）や穀物にも大きな恩
恵が期待される。
③参考URL：
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/korea-
coree/index.aspx?view=d
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://fta.go.kr/main/situation/kfta/lov5/ca/1/2/

281

マレーシア・トルコ自由貿易協定 マレーシア、トルコ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2015年8月 ・2010年5月交渉開始
・2014年1月実質合意
・2014年4月署名
・2015年8月発効

①2010年5月に交渉が開始し、2014年4月署名、2015年8月発効。協定は、物品貿易、税関手続き、貿易の
技術的障壁、紛争解決、経済・技術協力など14章から成る。物品貿易では、トルコ側はマレーシアに対して8
年以内に85.88％の品目の関税を撤廃・削減。トルコ側の関税撤廃スケジュールは、（1）発効と同時に関税
を即時撤廃する品目（全体の68.7％）、（2）発効後3年で関税を削減・撤廃する品目（2.5％）、（3）発効後5年
で関税を削減・撤廃する品目（7.25％）、（4）発効後8年で関税を削減する品目（7.43％）に分けられる。マ
レーシア側は98.86％の品目で関税を撤廃・削減。マレーシア側の関税・撤廃スケジュールは、（1）協定発効
と同時に関税を即時撤廃する品目（全体の70.38％）、（2）発効後3年で関税を削減・撤廃する品目
（10.00％）、（３）発効後5年で関税を削減・撤廃する品目（16.59％）、（4）発効後8年で関税を削減する品目
（1.89％）となっている。
②FTA締結により、トルコ側は農水産品（コメ、肉類・水産品・野菜・果実の一部を除く）、パーム油を除く動植
物性油脂、砂糖類、鉄道関連製品、航空・海運関連製品、一部の機械類、鉄鋼・鉄鋼関連製品、繊維、電
気・電子製品などの輸出増加を期待。マレーシア側は化学、パーム油などの油脂その他の動植物生産品、
電気機器、繊維製品などの輸出増加を期待。マレーシア側は主に製品の化学品の輸出増加を期待してい
る。
③関連URL：マレーシア国際貿易産業省
http://fta.miti.gov.my/index.php/pages/view/129

282

タイ・チリ自由貿易協定 タイ、チリ 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2015年11月 ・2011年4月交渉開始
・2013年10月署名
・2015年8月チリ議会承認
・2015年11月発効

①モノやサービスの貿易取引だけでなく、税関手続き、衛生・職部検疫協力や原産地規則、貿易救済措置、
政府調達、競争、金融、環境、貿易の技術的障害、投資家対国家の紛争解決、経済協力、透明性など幅広
い分野を包含した包括的な協定。
発効に伴い、チリは全7,855品目のうちの90.8％に相当する7,129品目の関税を、タイは全9,625品目のうち
86.8％に相当する8,351品目の関税を、それぞれ即時撤廃した。また、両国は発効から8年以内に、タイ側が
指定する一部の例外品目（農産品など）を除き、原則全ての品目の関税を撤廃する。
投資については発効から2年後を目途に協議を行う予定。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/CHL_THA/CHL_THA_e.ASP
チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
https://www.direcon.gob.cl/detalle-de-acuerdos/?idacuerdo=22640
タイ商務省通商交渉局
http://www.thaifta.com/engfta/Home/FTAbyCountry/tabid/53/ctl/detail/id/87/mid/480/usemasterconta
iner/true/Default.aspx

283

メルコスール・SACU特恵貿易協
定

メルコスール加盟国、
SACU加盟国

地域横断 特恵貿易
協定

発効済 2016年4月 ・2008年12月署名（メルコスール側）
・2009年4月署名（SACU側）
・2016年4月発効

①2000年6月にメルコスールと南アフリカ共和国との間で自由貿易協定交渉を開始することに合意した。そ
の後、2003年10月に交渉対象国を南部アフリカ関税同盟（SACU）に拡大し、協定を特恵貿易協定とするこ
とに方針を変更。2016年4月に発効。メルコスール側で1,076品目、SACU側で1,026品目が関税低減の対象
となる。品目により10％、25％、50％、100％の軽減税率または関税撤廃が適応される。
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/MER_SACU/MER_SACU_e.ASP
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284

韓国・コロンビア自由貿易協定 韓国、コロンビア 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2016年7月 ・2009年3～8月民間共同研究
・2009年12月交渉開始
・2012年6月 交渉妥結
・2012年8月仮署名
・2013年2月署名
・2016年7月発効

①両国は2012年6月、FTA交渉妥結の共同宣言に署名。同FTAが物品貿易、サービス貿易、税関手続き、
貿易・投資・動植物検疫の簡素化、貿易障壁の改善、通信、知的財産権、公共調達、持続的成長、経済協
力などの分野で両国に利益をもたらすとの認識を共有した。また、関税障壁の撤廃、外国投資促進奨励が
両国間の貿易・投資に友好的環境を醸成し、経済協力拡大にもつながるとの認識で一致した。2014年末に
コロンビア議会の批准承認は下りていたが、その後の憲法裁判所の承認に1年4ヵ月の期間を要し、2016年
7月15日に発効。
③参考URL：
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov5/co/1/
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/COL_KOR/COL_KOR_e.ASP

285

ベトナム・EEU自由貿易協定 ベトナム、EEU加盟国 地域横断 自由貿易
協定

発効済 2016年10月 ・2015年5月署名
・2016年10月発効

①ロシア、ベラルーシ、カザフスタンが加盟する関税同盟の超国家機関であるユーラシア経済委員会が
2012年8月、ベトナムとの自由貿易交渉の開始を決定。9月には同委員会とベトナム商工省が共同研究を完
了、2013年3月に交渉を開始。2014年12月に妥結。2015年5月に協定署名。2016年10月5日に発効。
ユーラシア経済委員会は、FTA発効後数年でEEUとベトナムの貿易額が80億～100億ドルに拡大すると分
析している（発効前の2015年の貿易額は43億ドル）。
③参考URL：
ベトナム商工省
http://www.moit.gov.vn/en/News/620/6th-fta-negotiation-round-between-vietnam-and-custom-union-
of-russia--belarus--and-kazakhstan.aspx
（キルギスを含む署名について）
http://www.moit.gov.vn/en/News/847/signing-fta-between-vietnam-and-asia--europe-economic-
union.aspx
ユーラシア経済委員会
（2015年5月29日）
http://www.eurasiancommission.org/en/nae/news/Pages/29-05-2015-5.aspx
（2016年8月19日）
http://www.eurasiancommission.org/en/nae/news/Pages/19-08-2016.aspx
（2016年10月6日）
http://www.eurasiancommission.org/en/nae/news/Pages/06-10-2016-1.aspx
（協定文、英語）
http://www.eurasiancommission.org/ru/act/trade/dotp/sogl_torg/Documents/EAEU-VN_FTA.pdf

286

EU・南部アフリカ開発共同体
（SADC）自由貿易協定

EU、SADC加盟国 地域横断 自由貿易
協定

発効済（暫
定）

2016年10月 ・2016年6月署名（アンゴラを除く）
・2016年10月暫定発効（モザンビーク、アンゴラを除く）

①SADCのEPA交渉グループ（ボツワナ、レソト、ナミビア、モザンビーク、南ア、スワジランド、アンゴラの7カ
国）とEUは2016年6月にEPAに署名した。同協定ではボツワナ、レソト、モザンビーク、ナミビア、スワジランド
の5ヵ国がEUに輸出する際の関税をEUが撤廃するほか、南アからEUへの輸出品目の98.7％についても完
全あるいは部分的に関税を撤廃・削減することが定められている。
一方で、SADC側加盟国は、十分な国際競争力を持たない品目については独自の関税を課してもよいとさ
れている。EUから南部アフリカ関税同盟（SACU）の加盟国である南ア、ボツワナ、レソト、ナミビア、スワジラ
ンドに輸出する場合には86.2％の品目が無税（うち部分的な免税適用品目は12.1％）、モザンビークへの輸
出に関しては74％の品目が無税となる。
③参考URL：欧州対外行動庁
http://eeas.europa.eu/sites/eeas/files/20161010_en_epa.pdf

55
Copyright（c) 2016 JETRO. All rights reserved.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　禁無断転載



【署名済、交渉妥結】
No. 名称 加盟国・地域 区分 形態 段階 署名/交渉妥結年月 経緯 ①協定の内容、②締結による影響、③参考情報

287

環太平洋パートナーシップ（TPP）
協定（Trans-Pacific Partnership
Agreement）

ニュージーランド、シ
ンガポール、チリ、ブ
ルネイ、米国、豪州、
ペルー、ベトナム、マ
レーシア、メキシコ、
カナダ、日本

日本 自由貿易
協定

署名済 2016年2月 ・2008年9月米国（ブッシュ政権）が政権末期に参加を
表明
・2008年11月ペルーAPEC後に豪州とペルーが参加を
表明
・2009年3月ベトナムが参加表明
・2009年11月米国が参加表明
・2010年3月政府間交渉開始
・2010年12月第4回会合（マレーシア正式参加）
・2011年11月APEC首脳会談にて「TPPの輪郭」を発表
・2012年12月第15回会合（メキシコ、カナダ正式参加）
・2013年7月第18回会合（日本正式参加）
・2015年10月大筋合意
・2016年2月署名

①太平洋を囲む12カ国による、包括的な自由貿易協定。2010年3月にP4協定（環太平洋戦略的経済連携
協定）加盟の4ヵ国（シンガポール、ニュージーランド、チリ及びブルネイ）に加えて、米国、豪州、ペルー、
ベトナムの8カ国で交渉を開始し、その後マレーシア、カナダ、メキシコ及び日本を加えた12カ国が交渉に
参加。日本は2013年3月に交渉参加を表明し、同7月の第18回交渉会合の途中から正式に交渉参加。
2015年6月、米国で大統領貿易促進権限（TPA）法が上下両院で可決。2015年10月、アトランタでのTPP閣
僚会合で大筋合意。2016年2月4日、ニュージーランドで署名。
②発効すれば、世界経済の4割を占める自由貿易圏が創出される。
③参考URL：
日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/tpp/index.html
内閣官房：TPP政府対策本部
http://www.cas.go.jp/jp/tpp/index.html

288

ペルー・グアテマラ自由貿易協定 ペルー、グアテマラ 米州 自由貿易
協定

署名済 2011年12月 ・2011年12月署名
・2013年7月グアテマラ批准

①モノやサービスの貿易取引だけでなく、税関や検疫協力や原産地規定、政府調達、競争政策、知的財
産権など幅広い分野を包含した包括的な協定。
③参考URL：ペルー通商観光省（スペイン語）
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=category&layout=blog&id=
125&Itemid=148

289

コロンビア・パナマ自由貿易協定 コロンビア、パナマ 米州 自由貿易
協定

署名済 2013年9月 ・2010年3月交渉開始
・2013年5月実質合意
・2013年9月署名

①コロンフリーゾーンを経由してコロンビアに流入する中国製の廉価品の通商問題が両国間に存在するた
め交渉は難航、7回の交渉を経て2013年5月に実質合意。同年9月に署名。両国間の通商紛争（コロンフ
リーゾーンを経由した繊維・履物に対するコロンビアの複合関税課税）が影響して両国議会における批准
審議はストップ。
③パナマはメキシコ、コロンビア、ペルー、チリが加盟する太平洋同盟の加盟国となるために、コロンビアと
FTAを締結する必要がある。
③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE)
http://www.sice.oas.org/TPD/COL_PAN/COL_PAN_e.ASP

290

ペルー・ホンジュラス自由貿易協
定

ペルー、ホンジュラス 米州 自由貿易
協定

署名済 2015年5月 ・2010年11月交渉開始
・2015年5月署名

③参考URL：
ペルー通商観光省
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=category&layout=blog&id=
135&Itemid=158（スペイン語）
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/CACM_PER/HND_PER_e.asp#Docs_relating_to_neg

291

チリ・ウルグアイ自由貿易協定 チリ、ウルグアイ 米州 自由貿易
協定

署名済 2016年10月 ・2016年初頭に交渉開始合意
・専門家グループ会議4回、TV会議数回実施済み
・2016年10月署名

①メルコスール・チリ経済補完協定（ウルグアイはメルコスールの加盟国）を補完・補強し、新規に電子商
取引、サービスの越境取引、分野、協力などに関し規定する。動植物検疫措置、貿易の技術的障壁、知的
財産、財の貿易、原産地規則の範囲を拡大し、同意済みの政府調達、投資促進、二重課税防止に関し調
整する。2016年10月4日に署名。
③参考URL：チリ外務省国際経済関係総局（スペイン語）
https://www.direcon.gob.cl/acuerdos-concluidos-y-en-negociacion/

292

アフリカ経済共同体 EAC加盟国、
COMESA加盟国、
SADC加盟国

中東・アフ
リカ

自由貿易
協定

署名済 2015年6月 ・2011年10月交渉合意
・2015年6月署名

①貿易措置の統一、人の移動の自由化、地域インフラの共同建設など。東アフリカ共同体（EAC）、東南部
アフリカ共通市場（COMESA）、南部アフリカ開発共同体（SADC）が、将来的に自由貿易協定（FTA）、関税
同盟を経て、26カ国で構成する共同市場を目指すことを、2008年10月に合意。自由貿易地域の創設は、2
段階に分けて進められる予定で、第1段階では関税撤廃、原産地規則、紛争解決、税関手続きの簡素化、
非関税障壁、ビジネス関連の人の移動が対象。第2段階ではサービス、競争政策、知的財産権が対象に
なる。第1段階は13年以内の発効を目指すとしている。第3回サミット(2015年6月、シャルム・エル・シェイク）
で、FTAに署名して「発足」した。同サミットでは、あわせて署名後の実施計画を採択しており、各地域協定
や各国での批准手続きが今後、随時、進められる。
③参考URL：
東南部アフリカ共同市場（COMESA)
http://www.sadc.int/about-sadc/continental-interregional-integration/tripartite-cooperation/
https://www.sadc.int/news-events/news/comesa-eac-sadc-tripartite-free-trade-area-launched/
http://www.eac.int/initiatives/comesa-eac-sadc-tripartite

293

GCC・ニュージーランド自由貿易
協定

GCC加盟国、ニュー
ジーランド

地域横断 自由貿易
協定

署名済 2009年10月 ・2007年7月交渉開始
・2009年10月交渉妥結、仮署名

①2007年に開始した交渉は、2009年10月の第6回目交渉で妥結した。GCC加盟国はニュージーランドに
とって第7番目の貿易相手国である。
③参考URL：ニュージーランド外務省
https://www.mfat.govt.nz/en/trade/free-trade-agreements/free-trade-agreements-concluded-but-not-
in-force/gcc/
GCC事務局
www.gcc-sg.org/en-
us/CooperationAndAchievements/Achievements/RegionalCooperationandEconomicRelationswithotherCo
untriesandGroupings/Pages/NewZealand.aspx
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294

メルコスール・エジプト自由貿易協
定

メルコスール加盟
国、エジプト

地域横断 自由貿易
協定

署名済 2010年8月 ・2010年8月署名
・2013年1月エジプト批准

①エジプト産品に対する関税を9割以上削減（農産品については撤廃）、メルコスール加盟国産の大豆油・
食肉・砂糖等に対する関税緩和を規定。将来的にサービスや投資の自由化も協定に含めることを見込ん
でいる。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/MER_EGY/MER_EGY_e.asp
エジプト政府ポータル
http://www.sis.gov.eg/section/2614/2586?lang=en-us
エジプト外務省
http://www.mfa.gov.eg/english/ministry/news/pages/NewsDetails.aspx?Source=6781921f-3993-444a-
859e-ee26ce851de8&newsID=049f811d-81de-4606-909e-aefa358d79e9
ブラジル商工サービス省（本文はポルトガル語だが条文、特恵品目リストのリンクは英語）
http://www.mdic.gov.br/comercio-exterior/negociacoes-internacionais/132-acordos-dos-quais-o-
brasil-e-parte/1834-acordos-mercosul-egito-ainda-sem-vigencia

295

メルコスール・パレスチナ自由貿
易協定

メルコスール加盟
国、パレスチナ

地域横断 自由貿易
協定

署名済 2011年12月 ・2011年12月署名 ①メルコスール・イスラエル自由貿易協定を意識した内容
③参考URL：
パレスチナ貿易センター（協定本文）
https://www.paltrade.org/upload/agreements/MERCOSUR.pdf
ブラジル商工サービス省（ポルトガル語。ただし条文のリンクの一部は英文）
http://www.mdic.gov.br/comercio-exterior/negociacoes-internacionais/132-acordos-dos-quais-o-
brasil-e-parte/1832-acordos-mercosul-israel

296

コロンビア・イスラエル自由貿易協
定

コロンビア、イスラエ
ル

地域横断 自由貿易
協定

署名済 2013年9月 ・2012年3月交渉開始
・2013年6月実質合意
・2013年9月署名

①広範な内容を含む交渉だが、交渉開始後1年3カ月で実質合意に達した。両国間の貿易に特にセンシ
ティブな産業がないことが影響していると思われる。コロンビア議会における批准承認が遅れており、2016
年9月6日時点で承認が下りていない。議会承認後、憲法裁判所の承認も必要。
③参考URL：米州機構（OAS）貿易情報システム（SICE）内の協定に関する情報
http://www.sice.oas.org/TPD/COL_ISR/COL_ISR_e.ASP

297

イスラム諸国会議機構特恵貿易
制度(TPS-OIC）

OIC加盟56カ国・地
域

地域横断 特恵貿易
協定

署名済 2014年1月 ・2004年4月枠組み協定署名
・2014年1月署名

①イスラム諸国会議機構（OIC）間の貿易特恵制度。OIC加盟国は、エジプト、ブルネイ、ブルキナファソ、
ガイアナ、ナイジェリア、ソマリア、ガボン、ヨルダン、イラン、モーリタニア、パキスタン、アフガニスタン、
バーレーン、モロッコ、サウジアラビア、キルギス、リビア、マレーシア、アルジェリア、バングラデシュ、アル
バニア、アゼルバイジャン、ベニン、カメルーン、チャド、コートジボワール、ジブチ、ギニア、ギニアビサウ、
インドネシア、イラク、カザフスタン、レバノン、モルディブ、マリ、モザンビーク、ニジェール、セネガル、シエ
ラレオネ、タジキスタン、ガンビア、スーダン、スリナム、チュニジア、トルコ、トルクメニスタン、ウガンダ、ウ
ズベキスタン、イエメン、カタール、オマーン、クウェート、パレスチナ、アラブ首長国連邦、トーゴ、コモロ諸
島。
③参考URL：
アジア開発銀行（ADB）
https://aric.adb.org/fta/trade-preferential-system-of-the-organization-of-the-islamic-conference
イスラム諸国会議機構経済貿易協力常置委員会
http://www.comcec.org/en/cooperation-areas/trade/trade-preferential-system-among-the-member-
states-of-the-oic/
貿易開発イスラムセンター（枠組み協定本文）
http://icdt-oic.org/RS_67/Doc/TPS-OCI__FRAMEWORK-AGREEMENT.pdf

298

トルコ・シンガポール自由貿易協
定

トルコ、シンガポール 地域横断 自由貿易
協定

署名済 2015年11月 ・2014年1月交渉開始
・2015年10月交渉妥結
・2015年11月署名

①トルコはシンガポールの物品に対する関税を10年かけて95％以上撤廃し、シンガポールはトルコの全て
の物品に対する関税を即時撤廃する。物品貿易以外にもサービス貿易など幅広い分野を対象とし、トルコ
が初めて他国と合意した政府調達分野も含む。
③参考URL：シンガポール貿易省
https://www.mti.gov.sg/NewsRoom/Pages/Turkey-and-Singapore-sign-comprehensive-Free-Trade-
Agreement.aspx

299

EFTA・フィリピン自由貿易協定 EFTA加盟国、フィリ
ピン

地域横断 自由貿易
協定

署名済 2016年4月 ・2014年6月FTA交渉開始に向けた共同声明を発表
・2015年3月～7月までに計2回の交渉
・2016年4月署名

①2014年6月、FTA交渉開始に向けた共同声明を発表。2016年4月署名。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/news/efta-and-philippines-sign-joint-declaration-cooperation-2826
http://www.efta.int/free-trade/ongoing-negotiations-talks/philippines
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300

カナダ・ウクライナ自由貿易協定 カナダ、ウクライナ 地域横断 自由貿易
協定

署名済 2016年7月 ・2009年9月検討開始
・2010年5月交渉開始
・2015年7月交渉妥結
・2016年7月署名

①2009年9月、両国はFTA締結に向けた協議を開始することで合意。2009年10月、カナダ政府は官報を通
じてパブリックコメントの募集を開始。カナダは、潜在性のある市場との経済連携強化の一環として捉えて
いる。カナダは対ウクライナ主要輸出品目である農産品、水産加工品、機械、薬品分野の市場開放と、非
関税障壁の撤廃を要求。2010年5月に交渉開始、2015年7月に妥結。2016年7月両国はFTAに署名。
②カナダからウクライナへの主要輸出品目は、エチルアルコール、とうもろこし種、飼料、ペットフード、大
豆、機械、水産物、医薬品、豚肉など肉類。主要輸入品目は、化学肥料、鉱物燃料、石油、肥料、鉄鋼製
品。
③参考URL：カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-commerce/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-
acc/ukraine/index.aspx?lang=eng
http://www.international.gc.ca/trade-commerce/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-
acc/ukraine/text-texte/toc-tdm.aspx?lang=eng
http://www.international.gc.ca/trade-commerce/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-
acc/ukraine/canada-ukraine.aspx?lang=eng
ウクライナ政府
http://www.kmu.gov.ua/control/en/publish/article?art_id=249178110

301

EU・カナダ包括的経済貿易協定 EU、カナダ 地域横断 自由貿易
協定

署名済 2016年10月 ・2004年3月枠組合意
・2006年5月予備交渉停止
・2009年3月、協定の対象範囲を検討するスコーピング
作業報告書を発表
・2009年5月カナダ・EUサミットで具体的な交渉開始を
宣言
・2011年11月第9回交渉開催
・2013年10月原則合意
・2014年8月テキスト合意
・2016年2月協定文確定
・2016年10月署名

①サービス、投資、専門資格の相互承認、金融、電子商取引、知的財産権、政府調達、短期滞在、科学
技術協力など幅広い分野を網羅。EUは、同FTAで初めてサービス自由化についてネガティブ・リストを採
用する。
カナダは医薬品の知的財産権保護の強化、EU産チーズの無税扱い割当枠の拡大を含むほぼ全ての産
業を大幅に開放することに合意した。EUのタリフライン（関税率表の細目数）の約98％の関税が発効と同
時に撤廃される。2013年10月に原則合意に達したが、その後も技術的な交渉が長引き、2014年8月に協
定書案に合意した。2016 年2月に法的な確認を完了し、確定版の協定文が公開された。健康や環境など
に関わる分野で政府が規制する権利を担保する条項や、投資家対国家の紛争解決条項における上訴制
度が盛り込まれた。2016年10月30日に署名。
②2007年6月のベルリン首脳会議を受けて作成された共同報告書は、関税、非関税障壁およびサービス
貿易におけるそれぞれの障害を除去すると、中期的には、EUには0.08％（年間116億ユーロ）、カナダには
0.77％（年間82億ユーロ）のGDP押し上げ効果があるとしている。
③参考URL：
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/ceta-
aecg/index.aspx?lang=eng
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/canada/index_en.htm
カナダ議会資料
http://www.parl.gc.ca/content/hoc/Committee/411/CIIT/Reports/RP5431905/CIITrp01/ciitrp01-e.pdf

302

EU・シンガポール自由貿易協定 EU、シンガポール 地域横断 自由貿易
協定

交渉終了 2014年10月 ・2009年12月交渉開始合意
・2010年3月交渉開始
・2012年12月交渉妥結
・2013年9月仮署名
・2014年10月交渉終了

①物品貿易、サービス貿易、投資に加え、貿易円滑化、経済協力なども対象に含む。EUにとっては初の、
ASEAN加盟国との個別交渉となる。2010年3月に第1回交渉会合を開催して以来、2012年3月までに10回
の交渉会合が開かれた。最終調整に向け2012年4月、7月に閣僚級の会合が行われ、2012年12月に妥
結。2013年9月に協定書案に仮署名。EU公式言語への協定書案の翻訳後、欧州委員会の承認、欧州議
会での批准手続きが完了次第、発効する。
③参考URL：欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/singapore/
http://trade.ec.europa.eu/doclib/press/index.cfm?id=961
http://europa.eu/rapid/press-release_MEMO-13-805_en.htm

303

イスラエル・パナマ自由貿易協定 イスラエル、パナマ 地域横断 自由貿易
協定

交渉妥結 2015年11月 ・2014年5月～2015年11月までに計4回の交渉
・2015年11月交渉妥結

①2014年5月、第1回交渉がイスラエルで開催され、原産地規則、紛争処理、衛生植物検疫措置などFTA
の技術的な案件について協議した。2015年3月に第2回、7月に第3回、11月に第4回交渉が行われ、交渉
を終了した。
③参考URL:
イスラエル外務省
http://mfa.gov.il/MFA/InnovativeIsrael/Economy/Pages/Second-round-of-negotiations-on-Israel-
Panama-free-trade-agreement-3-March-2015.aspx
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/PAN_ISR/PAN_ISR_e.asp
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304

EU・ベトナム自由貿易協定 EU、ベトナム 地域横断 自由貿易
協定

交渉終了 2015年12月 ・2012年6月交渉開始
・2015年8月大筋合意
・2015年12月交渉終了

①2010年3月、FTA交渉開始に政治合意。交渉の対象範囲などを定めるスコーピング作業を経て、2012年
6月に正式に交渉開始を発表した。なお、EUは同5月の外相理事会で、欧州委員会への交渉権限付与を
承認している。9回の交渉を経て、2015年8月に大筋合意。投資章における投資保護および紛争解決につ
いては論点が残っており議論を継続していたが、2015年12月に交渉を終了。2016年2月にはテキスト案が
公開された。
②ベトナムはEUへの主要輸出品目は革靴製品、繊維製品、コーヒー、木工製品で、FTA締結により、さら
に輸出を拡大するのが狙いだ。一方、EUからの主要輸入品目は機械・薬剤・鉄・肥料などで、ベトナム経
済の潜在性に期待している。
③参考URL：欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/vietnam/
（2015年12月、交渉終了について）
http://trade.ec.europa.eu/doclib/press/index.cfm?id=1409
（2016年2月、テキスト案を公開（EU、ベトナム双方））
http://trade.ec.europa.eu/doclib/press/index.cfm?id=1437
http://wtocenter.vn/content/full-text-vietnam-eu-free-trade-agreement-evfta
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305

日本・GCC自由貿易協定 日本、GCC加盟国 日本 自由貿易
協定

交渉中 2006年9月 ・2006年4月FTA交渉開始宣言
・2006年5月準備会合開催
・2006年9月交渉開始
・2009年3月まで、2回の正式交渉、4回の中間会合

①2007年中には妥結するとの見方もあったが、未だ署名には至っていない。これまでに、正式交渉は計2
回。
・第1回交渉：物品貿易での市場アクセスにつき双方リクエスト・オファーの交換を実施。サービス貿易につ
いては、今後の交渉のため統合テキストを作成すると共に、サービス貿易に関する最初のオファーを交換
し、内容を改善するため今後とも交渉を継続することを確認した。 原産地規則について、双方は、原産地
規則の諸概念及び基本構造について意見交換を行い、また、原産地証明に関する問題について議論し
た。
・第2回交渉：早期締結を目指し、物品貿易、サービス貿易、原産地規則、税関手続等、交渉の各分野で
の幅広い意見交換・協議、それぞれの分野において進展。
②エネルギー資源の安定供給に貢献。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_gcc/index.html
GCC事務局
http://www.gcc-sg.org/en-
us/CooperationAndAchievements/Achievements/RegionalCooperationandEconomicRelationswithotherCo
untriesandGroupings/Pages/Japan.aspx

306

日本・カナダ経済連携協定 日本、カナダ 日本 自由貿易
協定

交渉中 2012年11月 ・2011年2月共同研究開始
・2012年3月共同研究報告書発表
・2012年3月交渉開始で一致
・2012年11月～2014年11月までに計7回の交渉

①日加EPAについては、日本の農林水産分野における影響への懸念から交渉開始合意に至っていなかっ
たが、2010年11月に開催された日加首相会談において、両国首脳が日加EPAにつき前向きに対処するこ
とで合意。これを受け、2011年2月の日加次官級経済協議後、日加EPAに関する共同研究の開始が決定
され、合計4回の共同研究会合が実施された。2012年3月に共同研究報告書を発表し、同月開催された日
加首脳会談でEPA交渉の開始で一致した。
②カナダから日本への主要輸出品目は菜種や豚肉などの動物性および植物性生産品、石炭などの鉱物
性生産品、木材、金を含む貴金属。一方、カナダから日本への主要輸入品目は自動車および関連部品、
一般機械、電気機器、精密機器など。
③参考URL：
日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_canada/index.html
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/japan-
japon/index.aspx?lang=eng&view=d

307

日本・コロンビア経済連携協定 日本、コロンビア 日本 自由貿易
協定

交渉中 2012年12月 ・2011年9月共同研究の開始を合意
・2011年11月～2012年5月研究会開催（計3回）
・2012年7月共同研究会報告書発表
・2012年9月交渉開始合意
・2012年12月～2015年9月までに計13回の交渉。その
他4回の小規模会合。

①2011年9月、両国首脳が共同研究を早期に開始することで合意。2011年9月、ジェトロが事務局を務める
「日本・コロンビア経済連携協定（EPA）研究会」が報告書を発表
（http://www.jetro.go.jp/jfile/report/07000710/jp_colombia_epa_report.pdf
）。2011年11月～2012年5月に3回の研究会を開催。7月に発表された同研究会報告書において、二国間
の包括的かつ高いレベルのEPAが多大な利益をもたらすことに資するものであり、両国間の経済的な統
合を更に促進することになるであろうとの認識が示された。また、日本政府とコロンビア政府ができるだけ
速やかに両国間のEPAのための交渉を開始することが提言された。2012年9月25日の首脳会合におい
て、EPA交渉の開始に合意した。2015年9月までに計13回の交渉が終了しており、その後2015年11月～
2016年6月にかけて、小規模な交渉会合が4回開催されている。直近の会合では物品貿易および原産地
規則などについて議論に進展が見られた。
③参考URL：
日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_colombia/index.html
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/COL_JPN/COL_JPN_e.ASP

308

日本・中国・韓国自由貿易協定 日本、中国、韓国 日本 自由貿易
協定

交渉中 2013年3月 ・2010年5月 共同研究開始
・2011年12月 共同研究終了
・2012年11月 交渉開始宣言
・2013年3月～2015年9月までに計8回の交渉
・2016年1月、第9回交渉会合開催
・2016年6月、第10回交渉会合開催

①2011年12月、日中韓3カ国FTAの産学官共同研究が終了した旨の共同声明を発表。将来の日中韓FTA
交渉に適用される4つの指針的原則として、包括的且つ高いレベルのFTAとなることを目指すべきこと、
WTOルールに整合的であるべきであること、相互主義と互恵に基づくバランスのとれた成果とウィン・ウィ
ン・ウィンの状況を目指すこと、交渉が各国のセンシティブ分野に対し然るべく配慮しつつ建設的且つ積極
的に行われるべきであることが提言された。また、2012年5月13日に開催された日中韓首脳会議におい
て、3カ国は2012年内に3カ国間でのFTA交渉を開始することにつき首脳間で一致した。2015年9月に行わ
れた第8回交渉会合では、物品貿易、サービス貿易、投資等について進捗があった。2016年1月、6月の交
渉会合では継続して議論が行われた。
③参考URL：
日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j-jck/index.html
中国商務部（英語・中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/chinarh.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/china_japan_korea/china_japan_korea_special.shtml
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/cnjp/info/2/
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309

日本・EU経済連携協定 日本、EU 日本 自由貿易
協定

交渉中 2013年4月 ・2011年5月スコーピング作業開始で合意
・2012年5月スコーピング作業完了
・2012年11月交渉権限付与（理事会→欧州委）
・2013年3月交渉開始合意
・2013年4月～2016年4月までに計16回の交渉

①EUは日本にとっての主要貿易・投資相手。関税撤廃や投資ルールの整備等を通じて貿易投資を活発
化し、雇用創出、企業の競争力強化等を含む経済成長に資する。さらに新興国が台頭するグローバル経
済において、先進市場経済圏である日EUの間のEPAが実現すれば、世界経済の安定的成長に貢献しつ
つ、グローバルな貿易・投資のルール作りに寄与する。日本の主たる関心事項は、EU側の鉱工業品等の
高関税の撤廃（例：自動車10％、電子機器14％）。交渉では日本企業が直面する規制上の問題なども積
極的に取り上げる。一方、EU側の主たる関心事項は、自動車、化学品、電子機器、食品安全、加工食品、
医療機器、医薬品等の分野における非関税措置への対応。政府調達分野（鉄道等）もEU側の関心事項。
②欧州委員会の見通しによると(2013年7月の第2回交渉妥結時点)、同FTAはEUのGDPを0.6～0.8％引き
上げ、40万人の雇用を創出すると予想されている。また、EUの対日輸出が32.7％、日本の対EU輸出が
23.5％増加すると見ている。
③参考URL：
日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/page6_000042.html
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/japan/

310

東アジア地域包括的経済連携
（RCEP）

日本、中国、韓国、イ
ンド、豪州、ニュー
ジーランド、ASEAN

日本 自由貿易
協定

交渉中 2013年5月 ・2012年11月RCEP交渉立ち上げ宣言
・2013年5月～2016年10月までに計15回の交渉

①ASEANと日中韓を含む広域FTAについては、日本が推進するASEAN+6によるCEPEA構想（2007年民間
研究開始）、中国が推進するASEAN+3によるEAFTA構想（2005年民間研究開始）とが並行して議論されて
きたところ、2011年8月の東アジアサミット経済相会合で日本と中国が共同提案。それを踏まえる形で2012
年11月のASEAN関連首脳会合で、RCEP交渉開始式典が開催され、16カ国の首脳が「RCEP交渉の基本
指針及び目的」を承認し、RCEP交渉立ち上げを宣言した。
これを受け、2013年5月に交渉を開始、2016年10月現在、15回の交渉会合を開催。
2016年9月のRCEP首脳会合後の声明文では、「市場アクセス及びテキストに基づく交渉を進展させるため
の更なる努力を歓迎する一方で、相当な作業が依然残っていることも認識している。RCEP交渉の複雑さ、
及び参加国の異なる発展段階を含む多様性を認識し、我々は、バランスのとれた、質の高い、互恵的な成
果を達成するため、各参加国の多様なセンシティビティや関心に対応する適切な方法を見出す決心をし
た。」と述べられている。
③参考URL：
日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j-eacepia/
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/rcep/info/2/
中国商務部（中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/rcep/rcep_special.shtml
（英語）
http://fta.mofcom.gov.cn/list/rcepen/enrcepnews/1/encateinfo.html

311

日本・トルコ経済連携協定 日本、トルコ 日本 自由貿易
協定

交渉中 2014年12月 ・2012年7月、日トルコEPAにつき、両国間で共同研究
を立ち上げ。
・2012年11月、2013年2月の2度の会合
・2013年7月、共同研究報告書発表。
・2014年12月～2016年7月までに計5回の交渉

①2012年7月19日、日本・トルコ両国の関係閣僚会合で日本が、日トルコ経済連携協定（EPA）につき、交
渉開始の可能性を検討するため、両国間で共同研究を立ち上げることを提案。日トルコEPAの共同研究を
立ち上げることにつき、双方で合意。2013年7月、共同研究報告書を発表。 2014年1月の両国首脳会談で
交渉開始に合意。2014年12月～2016年7月までに計5回の交渉会合を開催し、2016年7月の第5回交渉会
合では、総則，紛争解決，物品貿易，サービス，投資，税関手続，知的財産，電子商取引，政府調達，労
働，競争，衛生植物検疫（SPS），貿易に関する技術的障害（TBT）及び最終規定の各分野について議論し
た。
③参考URL：日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_turkey/index.html

312

日本・韓国経済連携協定 日本、韓国 日本 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2003年12月 ・2002年7月共同研究開始
・2003年12月交渉開始
・2004年11月第6回の交渉後、中断
・2010年9月～2012年6月まで局長級、課長級協議を5
回開催

①現在まで6回の交渉を開催。包括的で水準の高いFTAを基本原則とする。交渉対象分野は物品貿易、
サービス貿易、投資、非関税措置、相互認定、その他貿易規範（政府調逹、競争、知的財産権）、協力、紛
争解決分野など。しかし、両国の農水産業の開放問題の立場差などで、2004年11月の第6回政府間交渉
後、中断している。その後交渉再開に向けた局長級事前協議が2010年9月、2011年5月の2回、課長級事
前協議が2012年4月～6月の間に3回開かれた。
②韓国の関税率が比較的高いため、工業製品では日本の輸出増が予想される。
③参考URL：
日本外務省
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_korea/index.html
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://fta.go.kr/main/situation/kfta/lov7/jp/1/

313

パキスタン・バングラデシュ自由
貿易協定

パキスタン、バングラ
デシュ

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2003年11月 ・2003年11月交渉開始 ③参考URL：
アジア開発銀行（ADB）
http://aric.adb.org/fta/pakistan-bangladesh-free-trade-agreement
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314

ベンガル湾多分野技術経済協力
イニシアティブ（BIMSTEC）

バングラデシュ、ブー
タン、インド、ミャン
マー、ネパール、スリ
ランカ、タイ

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2004年9月 ・1997年6月　バングラデシュ・スリランカ・タイ経済協力
（BIST-EC）として設立
・1997年ミャンマー加盟
・2003年ブータン、ネパール加盟
・2004年2月FTA枠組み協定署名
・2004年7月BIMSTECに名称変更
・2004年9月交渉開始

①2004年2月、BIMSTEC加盟国でFTA締結に向けた枠組み協定に合意。BIMSTECはベンガル湾を囲む
国々（バングラデシュ、ブータン、インド、ミャンマー、ネパール、スリランカ、タイ）で構成され、ASEANと
SAARCを橋渡しする経済協力関係として位置付けられている。BIMSTECはインドの「ルックイースト戦略」
においても重要な位置づけであると考えられている。関税譲許、税関の協力関係の構築、サービスや投資
の促進についての交渉も行われている。
③参考URL：
ベンガル湾多分野技術・経済協力イニシアチブ（BIMSTEC）
http://www.bimstec.org/
タイ貿易開発省
http://www.thaifta.com/english/eng_bim.html

315

パキスタン・シンガポール自由貿
易協定

パキスタン、シンガ
ポール

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2005年8月 ・2005年8月交渉開始
・2016年5月3回目の交渉

①物品貿易、原産地規則、サービス貿易、投資、政府調達、税関手続き等の分野について協議されてい
る模様。
③参考URL：シンガポール国際企業庁
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/Singapore-FTA

316

太平洋諸国経済緊密化協定
（PACER-Plus）

クック諸島、フィ
ジー、キリバス、ミク
ロネシア、ナウル、
ニュージーランド、ニ
ウエ、パプアニュー
ギニア、サモア、ソロ
モン諸島、トンガ、ツ
バル、バヌアツ、マー
シャル諸島、パラオ、
豪州

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2009年8月 ・2009年8月交渉開始
・2013年7月第10回交渉
・2014年5月貿易相会合

①2013年7月の太平洋諸島フォーラム大臣会合において、人（労働）の移動、開発援助、原産地規則、税
関手続き、TBT、標準と調和の手続き、知的財産権、衛生植物検疫措置、物品貿易、サービス貿易、投資
について交渉内容とすることで合意した。
③参考URL：オーストラリア外務貿易省
http://www.dfat.gov.au/fta/pacer/

317

インド・ニュージーランド自由貿易
協定

インド、ニュージーラ
ンド

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2010年4月 ・2007年共同研究開始に合意
・2009年2月共同研究完了
・2010年4月～2013年7月までに計9回の交渉

①2007年に共同研究を開始することに合意し、2009年2月に共同研究は完了した。2010年1月にNZのグ
ローサー貿易相とインドのシャルマ商工相が交渉開始を表明した。2010年7～8月にニュージーランドで第1
回交渉、2010年8月に第2回交渉をインドで開催した。2013年7月29日・30日にウェリントンで9回目の交渉
が行われた。交渉範囲は、競争政策、政府調達、労働、環境など多岐にわたる。
②参考URL：
ニュージーランド外務貿易省
http://www.mfat.govt.nz/Trade-and-Economic-Relations/2-Trade-Relationships-and-
Agreements/India/index.php
インド商工省･商務局
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_current_details.asp#b24

318

インド・豪州自由貿易協定 インド、豪州 アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2011年7月 ・2008年4月 共同研究開始に合意
・2008年4月 共同研究開始
・2010年5月 共同研究完了
・2011年5月 交渉開始合意
・2011年7月～2015年11月までに計9回の交渉

①2008年4月、豪州とインドはFTAの実現可能性に関する共同研究を開始することで合意した。この共同
研究では、FTAが両国の経済成長、モノとサービスの貿易、投資、その他の商業関係などに対してどの様
な影響を与えるのかについて研究が行われた。2008年4月から共同研究は開始され、2010年5月に完了。
2011年5月に交渉開始で合意した。
2012年第4回交渉で財貿易、原産地規制、通関手続きで進展があった。衛生・植物検疫（SPS）および技術
的貿易障壁（TBT)について詳細が話し合われた。サービス条項で進展があった。2013年第5回交渉で、市
場アクセスについて両国とも理解を深めた。次回も同分野は交渉継続となった。財貿易・サービス条項とも
に進展があった。
②共同研究では、「同FTA締結によって、今後20数年の間で豪州のGDPは320億ドル、インドのGDPは340
億ドル増加する」と試算される。
③参考URL：
豪州外務貿易省
http://www.dfat.gov.au/fta/aifta/index.html
インド商工省･商務局
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_current_details.asp#b24

319

インド・インドネシア包括的経済協
力協定

インド、インドネシア アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2011年10月 ・2005年11月覚書署名
・2007年10月共同研究グループ設立
・2009年9月共同研究レポート提出
・2011年10月公式交渉開始

①2005年11月に署名されたMOUに基づき、2007年10月より共同研究グループ（JSG）を開始。2009年9月、
JSGは包括的経済連携協定の締結を勧告する報告書を提出。報告書は、物品貿易、投資、サービス貿
易、経済協力、結論・提言から成る。2011年1月、インドネシア大統領のインド訪問時に、交渉開始を発表。
2011年10月、公式交渉を開始。
③参考URL：インド商工省･商務局
http://commerce.nic.in/trade/India_Indonesia_JSG_Report_2009.pdf
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_current_details.asp#b24
アジア開発銀行（ADB）
http://aric.adb.org/fta/india-indonesia-comprehensive-economic-cooperation-arrangement

320

韓国・インドネシア自由貿易協定 韓国、インドネシア アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2012年7月 ・2011年5月共同研究開始合意
・2011年7月共同研究開始
・2011年11月共同研究終了
・2012年3月交渉開始宣言
・2012年7月～2014年2月までに計7回の交渉

③参考URL：
アジア開発銀行（ADB)
https://aric.adb.org/fta/korea-indonesia-free-trade-agreement
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321

豪州・インドネシア包括的経済連
携協定

豪州、インドネシア アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2012年9月 ・2007年7月 共同研究開始に合意
・2007年8月共同研究開始
・2010年11月交渉開始合意
・2012年9月～2013年3月（中断を含む）第1回交渉
・2013年7月第2回交渉
・2016年3月交渉開催
・2016年5月第3回交渉

①2005年4月、第5回貿易相会合（バリ）で貿易投資枠組み（TIF）の開始に合意した。2007年6月には、FTA
の実現可能性に関する研究の開始を両国政府の首脳に諮ることが表明された。その後、2007年7月、共
同研究の開始に合意し、同年8月に開始された。2010年11月、両国首脳会談で交渉開始に合意。2012年9
月、第1回交渉開始。中断を経て2013年3月に第1回交渉が終了し、交渉の基本方針、交渉の目的及び交
渉体制に合意した他、インドネシア・オーストラリア産業界連携グループ（IA-BPG）による要望書につき検
討を開始。2013年7月、第2回交渉が行われ、経済協力や利害関係者の交渉参画方法を中心に議論が行
われた。また交渉の基本方針、交渉の目的及び交渉体制につき一般公開することを決定。
③参考URL：豪州外務貿易省
http://www.dfat.gov.au/fta/iacepa/index.html

322

香港・ASEAN自由貿易協定 香港、ASEAN アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2014年7月 ・2014年7月交渉開始 ①2014年7月に香港で初回交渉が始まった。香港商務・経済発展局の代表者は「ASEANは香港の重要な
貿易相手であり、両者の自由貿易協定は双方の経済発展を促進するだけでなく、香港が中国とASEANの
貿易・投資の架け橋となることを推進する。また、同交渉の展開は香港が区域経済に参入するためのマイ
ルストーンとなる」と発言した。交渉対象分野は関税の撤廃・引き下げ、原産地規則、サービス貿易、投
資、知的財産権など。
③参考URL：香港政府
http://www.info.gov.hk/gia/general/201407/11/P201407110417.htm

323

中国・スリランカ自由貿易協定 中国、スリランカ アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2014年9月 ・2013年8月共同研究ワーキンググループ立ち上げ
・2013年10月共同研究開始
・2014年7月共同研究報告書発表
・2014年9月～11月までに2回の交渉会合
・2016年8月第3回交渉会合開催

①2013年5月両国首脳会談で、「両国間のFTA締結の可能性を探る共同ワーキンググループを立ち上げ
ること」で合意し、2013年10月スリランカ・コロンボで、第1回目の共同研究会を行った。2014年6月「共同研
究報告書」を発表し、両国間でFTA締結に向けた交渉を早期に開始するよう提言を行った。2014年11月ま
でに2回の交渉会合を開催。
③参考URL：
中国商務部（英語・中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/chinasri.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/srilanka/srilanka_special.shtml
報告書（英語）
http://fta.mofcom.gov.cn/article/ensri/ensrinews/201407/17317_1.html

324

タイ・パキスタン自由貿易協定 タイ、パキスタン アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2015年9月 ・2005年5月共同研究開始合意
・2007年9月共同研究終了
・2013年8月共同貿易委員会設立に関する覚書に署名
・2015年8月交渉開始合意
・2015年9月交渉開始

①2013年8月にタイ・パキスタン間で共同貿易委員会の設置に関する覚書を交わし、同委員会において二
国間FTAの可能性を検討することになった。
③参考URL：アジア開発銀行（ADB）
http://aric.adb.org/fta/pakistan-thailand-free-trade-agreement
タイ貿易開発省
http://www.thaifta.com/engfta/Home/FTAbyCountry/tabid/53/ctl/detail/id/90/mid/480/usemastercon
tainer/true/Default.aspx

325

香港・マカオ経済貿易緊密化協定 香港、マカオ アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2015年10月 ・2015年10月交渉開始 ①ゼロ関税の維持、知的財産権の連携および法律と制度の確立、紛争解決など
②香港とマカオはそれぞれ中国と経済貿易緊密化協定（CEPA）を締結しているが、香港・マカオが新たに
CEPAを締結することで、3地域間で共通のプラットフォームを構築することができる。また、「大中華」地域
内の貿易と投資をさらに促進されると期待できる。
③香港工業貿易署
http://www.tid.gov.hk/english/aboutus/presspeech/press/2015/20151009.html

326

中国・モルディブ自由貿易協定 中国、モルディブ アジア・大
洋州

自由貿易
協定

交渉中 2015年12月 ・2015年12月第1回交渉会合開催
・2016年2月第2回交渉会合開催
・2016年5月第3回交渉会合開催

③参考ＵＲＬ：
中国商務部（英語、中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/list/chinamedfen/chinamedfennews/1/encateinfo.html
http://fta.mofcom.gov.cn/article/chinamedf/chinamedfnews/201605/31998_1.html

327

カナダ-グアテマラ、ニカラグア、エ
ルサルバドル自由貿易協定

カナダ、グアテマラ、
ニカラグア、エルサ
ルバドル

米州 自由貿易
協定

交渉中 2001年11月 ・2000年9月28日交渉準備開始合意
・2001年11月～2010年3月までに計12回の交渉

①環境、労働に関する2つの補完協定についても交渉。本FTAはカナダの中米への関与の拡大という意味
合いも強い。貧困、平和維持、民主化、経済的安定に寄与することも目的としている。サービスや投資面で
の交渉は進展しているが、繊維および農業分野で課題があり、2004年2月の第10回目会合以降交渉は一
時中断した。その後、2006年および2008年に3回の会合が実施され、将来的なFTAに向けて、幅広く意見
交換した。2009年2月に包括的な交渉が実施され、2010年3月オタワにて第12回交渉が開催された。2010
年10月、ホンジュラスとのFTA交渉に早期妥結の兆しが見えたことから、ホンジュラスとの2国間交渉に注
力することとなった。
②カナダは中南米4カ国とのFTAにより、通信、財・サービス、環境機器およびサービス、高価値加工食
品、自動車部品、建設機器の分野におけるシェア拡大に期待。
③参考URL：カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-
acc/honduras/ca4.aspx?lang=eng

328

カナダ・ドミニカ共和国自由貿易
協定

カナダ、ドミニカ共和
国

米州 自由貿易
協定

交渉中 2007年12月 ・2002年5月首脳会談で研究開始を発表
・2007年6月交渉開始を発表
・2007年12月交渉開始

①2007年6月、交渉開始を発表。同年12月にオタワにて第1回目の交渉が行われた。2009年12月にも交渉
が開催され、それ以降も対話継続。本FTAはカナダの同地域へのマクロ政策的な関与という意味合いも強
い。貧困、平和維持、民主化、経済的安定に寄与することも目的としている。
③参考URL：
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/dominican-
dominicaine/index.aspx?lang=eng
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/CAN_DOM/CAN_DOM_e.ASP
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329

カナダ・カリブ共同体（CARICOM）
自由貿易協定

カナダ、CARICOM加
盟国

米州 自由貿易
協定

交渉中 2009年11月 ・2001年1月研究開始発表
・2007年7月交渉開始を発表
・2009年11月～2014年6月までに計7回の交渉

①2001年1月にFTA締結に向けた研究を開始。2007年7月に交渉開始を発表。2009年11月に第1回交渉開
始、2014年6月第7回交渉実施。物品の市場アクセス、サービス･投資、開発協力の分野において進展が
みられた。
③参考URL：
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-
acc/caricom/index.aspx?view=d
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/CAN_CAR/CAN_CAR_e.ASP

330

ペルー・エルサルバドル自由貿易
協定

ペルー、エルサルバ
ドル

米州 自由貿易
協定

交渉中 2010年11月 ・2010年11月～2011年5月までに計4回の交渉 ③参考URL：
ペルー通商観光省（スペイン語）
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=category&layout=blog&id=
130&Itemid=153
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/CACM_PER/SLV_PER_e.asp

331

GUAM自由貿易協定 ジョージア、ウクライ
ナ、アゼルバイジャ
ン、モルドバ

ロシア・
CIS

自由貿易
協定

交渉中 2002年7月創設合意 ・2002年7月創設合意
・2006年5月原産地規則を規定することで合意

①2002年7月、自由貿易圏の創設に合意。2006年5月、WTOの基準に基づき原産地規則を規定することで
合意した。
③参考URL：GUAM
http://guam-organization.org/en/node/738

332

EU・メルコスール自由貿易協定 EU、メルコスール加
盟国

地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2000年4月 ・2000年4月交渉開始
・2004年10月交渉中断
・2010年5月交渉再開

①1995年12月15日、メルコスールとEUはマドリードにて行われたメルコスール・EU首脳会合で、両地域の
関係を深めることを目的とした地域間協力枠組協定に署名した。第1回交渉会議（BNC） はブエノスアイレ
スにて2000年4月に行われ、2001年7月の第5回交渉会議にて具体的な自由化関税品目の交渉が開始さ
れた。具体的な関税削減品目のリスト交換も実施し協定発効期限も2006年1月1日に設定していたが、交
渉が難航し、2004年10月交渉が中断した。交渉が中断した背景には、EUの農産品譲許にメルコスール側
が不満だった点が挙げられる。
2010年5月にスペインのマドリードで開催された第6回EU・ラテンアメリカ・カリブサミットの場で交渉再開を
宣言。しかし、2011年4月の農水相理事会では、農産品自由化による国内産業への悪影響（特に牛肉）を
懸念したアイルランドが、「欧州委員会による影響評価の中身を十分吟味するまで関税譲許のオファーは
なされるべきではない」との要請をし、多くの加盟国の支持を得た。
2015年6月にはEU-CELAC首脳会合の際に関係閣僚会議も行われ、交渉を前進させることを確認。2016
年6月22日、23日にモンテビデオにてEU－メルコスール間の交渉実施（5月11日に交換された双方のオ
ファーに関する技術的な意見交換）。2016年下半期にも再度交渉行なう予定。
③参考URL：
欧州対外行動庁
http://eeas.europa.eu/mercosur/index_en.htm
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/regions/mercosur/
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/MER_EU/MER_EU_e.asp

333

パキスタン・モロッコ特恵貿易協
定

パキスタン、モロッコ 地域横断 特恵貿易
協定

交渉中 2005年 ・2005年交渉開始 ③参考URL：アジア開発銀行（ADB）
http://aric.adb.org/fta/pakistan-morocco-preferential-trade-agreement

334

GCC・中国自由貿易協定 GCC加盟国、中国 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2005年4月 ・2004年7月交渉開始合意
・2005年4月～2009年6月までに計5回の交渉
・2016年2月第6回交渉会合開催
・2016年5月第7回交渉会合開催

①2004年7月、「経済・貿易・投資および技術協力枠組協定」を締結。FTA交渉の開始、双方の経済・貿易・
投資および技術協力の奨励、貿易拡大の検討および貿易自由化のためのルートや手段の促進、貿易拡
大のための条件作り、相互の投資の奨励、経済貿易ミッション相互派遣の奨励、経済貿易協力合同委員
会の設置などを骨子とする。財の貿易については大部分が既に合意済み。
2016年に入って開催された第6回交渉、第７回交渉では、サービス貿易、投資、経済技術協力および物品
貿易等の内容について協議した。
②中国側ではGCC加盟国の石油、天然ガスなどに対する資源需要が高い。
③参考URL：中国商務部（英語・中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/engcc.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/gcc/gcc_special.shtml
GCC事務局
http://www.gcc-sg.org/en-
us/CooperationAndAchievements/Achievements/RegionalCooperationandEconomicRelationswithotherCo
untriesandGroupings/Pages/ThePeoplesRepublicofChinaPRC.aspx

335

GCC・トルコ自由貿易協定 GCC加盟国、トルコ 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2005年5月経済協力枠組み
協定署名

・2005年5月経済協力枠組み協定署名
その後4回の交渉を実施

①2004年6月GCC閣僚会議でトルコとのFTA締結の準備段階として、経済協力包括協定締結を合意、2005
年5月に同協定を締結。以後4回のFTA交渉が持たれている。
③参考URL：GCC事務局
http://www.gcc-sg.org/en-
us/CooperationAndAchievements/Achievements/RegionalCooperationandEconomicRelationswithotherCo
untriesandGroupings/Pages/RepublicofTurkey.aspx
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336

GCC・パキスタン自由貿易協定 GCC、パキスタン 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2006年 ・2006年交渉開始
・2008年9月第2回交渉

①2004年8月、経済協力に関する枠組協定が署名された。同協定のもと、2006年に自由貿易協定の第1回
目の交渉が行われた。しかし、パキスタン側は関税撤廃を含む協定締結に積極的である一方、GCC諸国
の間では安価なパキスタン産品・サービスの流入を警戒する動きが見られる。
③参考URL：国連アジア大洋州経済社会局
http://artnet.unescap.org/APTIAD/viewagreement.aspx?id=PAKISTAN-GCC
GCC事務局
http://www.gcc-sg.org/en-
us/CooperationAndAchievements/Achievements/RegionalCooperationandEconomicRelationswithotherCo
untriesandGroupings/Pages/TheIslamicRepublicofPakistan.aspx

337

台湾・ドミニカ共和国自由貿易協
定

台湾、ドミニカ共和国 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2006年10月 ・2006年10月交渉開始 ③参考URL：米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/DOM_TWN/DOM_TWN_e.ASP

338

シンガポール・ウクライナ自由貿
易協定

シンガポール、ウクラ
イナ

地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2007年5月 ・2007年5月交渉開始 ①物品、サービス、投資制度の自由化、税関手続きの簡素化、競争政策、政府調達、知的財産権保護に
向けた協力、衛生植物検疫措置、貿易の技術的障壁などについて協議を進める。交渉妥結や協定締結
時期などの目標設定はなされていない。糖類（HSコード1701、1702）を除き関税を撤廃。2007年5月8日か
ら3回の交渉が行われている。
③参考URL：
シンガポール国際企業庁
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/Singapore-FTA
シンガポール貿易産業省
https://www.mti.gov.sg/NewsRoom/Pages/Ukraine%20and%20Singapore%20to%20negotiate%20Free%20Tra
de%20Agreement.aspx

339

EU・インド自由貿易協定 EU、インド 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2007年6月 ・2007年6月交渉開始 ①2007年の交渉開始以降、12回の正式交渉会合を開催。2009年11月のEUインド首脳会議では交渉促進
に言及、会議後の記者会見でインド首相は2010年内の交渉妥結を希望するとしたが、目標は達成され
ず。その後も、2010 年12 月の首脳会議では、2011年春の交渉妥結の「重要性を再確認」し、その後集中
的に交渉会合が開かれたが、妥結することができなかった。関税引き下げ交渉（特にアルコール、自動
車）のほか、政府調達、医薬品特許、サービス（インドの市場開放、EUの人の移動規制緩和）、持続可能
な開発に関する規定を設けるかどうかなどの点で特に交渉は難航しているとみられる。自動車について
は、インドは初めて関税引下げを約束する意向を示している。2012年2月のEUインド首脳会議では、共同
声明で交渉が終わりに近づきつつあることを確認。集中的な交渉が行われたが、2013年夏以降、交渉は
停滞している。
③2006年10月発表のEUの新通商戦略「グローバル・ヨーロッパ」のFTA交渉相手国選定条件を満たすも
のとして挙げられる。2007年4月にEU閣僚理事会が欧州委員会に交渉権限を付与。
参考URL：
欧州委員会
http://trade.ec.europa.eu/doclib/docs/2006/december/tradoc_118238.pdf
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/india/
インド商工省･商務局
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_current_details.asp#b24
ジェトロ （EUインドFTAの交渉状況）
http://www.jetro.go.jp/world/europe/eu/reports/07000867

340

インド・南部アフリカ関税同盟
（SACU）特恵貿易協定

インド、SACU加盟国 地域横断 特恵貿易
協定

交渉中 2007年10月 ・2004年9月枠組決定
・2007年10月交渉開始

①2004年9月に特恵貿易協定締結に向けた枠組みが共同作業グループにて合意。2010年10月に第5回、
2013年3月には第6回会合が開催され、引き続き交渉中。
③参考URL：
インド商工省･商務局
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_current_details.asp#b25
アジア開発銀行(ADB)
https://aric.adb.org/fta/india-southern-african-customs-union-preferential-trade-agreement

341

EFTA・インド自由貿易協定 EFTA加盟国、インド 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2008年1月 ・2008年1月交渉開始
・2009年7月共同研究報告発表
・2013年11月第13回交渉

①EU非加盟国（スイス、リヒテンシュタイン、アイスランド、ノルウェー）の国々との二国間貿易や投資の促
進のために、共同研究グループが2006年12月に発足。第13回目の会合は2013年11月にニューデリーで
開催された。現在は知的財産権の取り扱いが争点になっている。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/ongoing-negotiations-talks/india
インド商工省･商務局
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_current_details.asp#b25

342

パキスタン・ヨルダン自由貿易協
定

パキスタン、ヨルダン 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2009年 ・2006年6月交渉開始合意
・2009年交渉開始
・2015年4月第2回交渉

①2006年6月、第8回パキスタン-ヨルダン合同閣僚委員会で、FTA交渉を開始することで合意した。
③参考URL：アジア開発銀行（ADB）
http://aric.adb.org/fta/pakistan-jordan-free-trade-agreement
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343

イスラエル・インド自由貿易協定 イスラエル、インド 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2010年5月 ・2010年5月～2013年11月までに計8回の交渉 ①2004年12月に両国間の貿易協定締結に向けた交渉が開始され、共同研究グループを立ち上げて議論
が続けられている。2010年5月には第1回目の交渉がニューデリーで開催された。2013年11月には第8回
目の交渉がイスラエルで開催されたが、交渉妥結には時間を要する模様。
③参考URL：インド商工省･商務局
http://commerce.nic.in/MOC/international_trade_agreements_current.asp

344

EFTA・インドネシア自由貿易協定 EFTA加盟国、インド
ネシア

地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2010年7月 ・2005年11月共同研究会設立
・2010年7月～2014年5月までに計9回の交渉

①2007年１月に首脳会議を実施。2010年7月に交渉開始し、2014年5月までに9回の交渉を実施済み。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/ongoing-negotiations-talks/indonesia

345

EU・アゼルバイジャン連合協定 EU、アゼルバイジャ
ン

地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2010年7月 ・2010年7月交渉開始 ①2010年5月の一般問題理事会で欧州委に連合協定の交渉権限付与決定。2010年7月連合協定の交渉
開始。しかし、まずはアゼルバイジャンのWTO加盟が先というのが欧州委員会の立場。FTAについては、
連合協定ではDCFTAの交渉対象項目が盛りまれるにとどまった。加盟国からのFTA交渉開始のマンデー
トは取れていない。アゼルバイジャンはEUが2009年5月に立ち上げた「東方パートナーシップ」の対象国。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/azerbaijan/

346

カナダ・インド包括的経済連携協
定

カナダ、インド 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2010年11月 ・2009年11月検討開始
・2010年9月共同研究の結果発表
・2010年11月交渉開始
・2013年6月第8回交渉
・2015年3月第9回交渉

①2009年11月、両国首脳間で協定締結に向けた共同研究部会を開設する旨の覚書に署名、2010年9月
に共同研究の結果を発表、11月の日印首脳会談にてCEPA交渉開始を発表した。第1回目交渉は、11月
16日にインドにて開催。2011年7月には第2回交渉が実施され、財・サービス貿易、短期ビジネスビザ、衛
生植物検疫（SPS）などの分野において交渉の進展がみられた。 2013年6月に第8回、2015年3月には第9
回目の交渉が行われた。
②両国の共同研究結果は、協定はカナダのGDPを60～150億カナダドル、インドのGDPを60～120億カナ
ダドル押し上げると試算。また、貿易面では、カナダの対インド輸出を39～47％、インドの対カナダ輸出を
32～60％増加させるとしている。
③参考URL：カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/india-
inde/index.aspx?lang=eng
インド商工省･商務局
http://commerce.nic.in/trade/international_ta_current_details.asp#b25

347

EU・マレーシア自由貿易協定 EU、マレーシア 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2010年12月 ・2010年10月交渉開始合意
・2010年12月～2012年4月までに計7回の交渉
・2015年12月、パートナーシップ協力協定締結

①2010年10月のASEM8中の首脳会談で交渉開始に正式に合意し、12月に第1回交渉会合を開催して以
来、2012年4月までに7回の交渉会合を実施。分野別作業部会を2012年9月に実施。EUでは、2010年9月
のEU閣僚理事会で欧州委員会に交渉開始権限が付与された。協定には、政府調達、持続可能な開発に
関する規定なども盛り込む予定。2013年5月にマレーシアの一般選挙が実施されており、EUは交渉の早期
妥結に向けてマレーシア側がより野心的に取り組むよう望んでいる。2015年12月にパートナーシップ協力
協定（PCA）を締結した。
②マレーシアは2014年1月からEUのGSPの対象から外れ、一部品目の関税が引き上げられた。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/malaysia/
マレーシア国際貿易産業省
http://fta.miti.gov.my/index.php/pages/view/323?mid=69

348

トルコ・ウクライナ自由貿易協定 トルコ、ウクライナ 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2011年1月 ・2007年6月共同研究開始
・2010年5月交渉活発化で合意
・2011年1月交渉開始

①ウクライナは地上用輸送機器、メリヤス・織物製品、野菜・根菜類、砂糖菓子、陶器、ガラス・同製品の
関税を維持する意向。2013年10月の両国首脳会談ではFTA交渉加速に言及。2国間のFTA締結のための
作業は完了しつつあり、同11月末のEUとのFTA締結と同時並行で進めたい、との発言もあったが、それ以
降進行、交渉の進展に関する報道はない。
③参考URL：ウクライナ政府
http://www.kmu.gov.ua/control/en/publish/article?art_id=246234483

349

カナダ・モロッコ自由貿易協定 カナダ、モロッコ 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2011年10月 ・2009年6月検討開始
・2011年1月交渉開始を表明
・2011年10月交渉開始
・2012年6月第3回交渉

①2009年6月、両国はFTA締結に向けた協議を開始することで合意。2009年10月、カナダ政府は官報を通
じてパブリックコメントの募集を開始。2011年1月に両国政府が交渉の開始を表明した。2012年6月までに
第3回の交渉を実施。これまで税関手続き、衛生植物検疫措置、政府調達において交渉が進展している。
②カナダの対モロッコ主要輸出品目は、穀物、航空機関連製品、天然資源、乗用車、機器装置など、主要
輸入品目はかんきつ類、繊維・アパレル製品、電子機器など。協定締結に至ればカナダにとって初のアフ
リカの国家とのFTAとなり、北アフリカ・地中海地域へのゲートウェイとして期待が高まる。
③参考URL：カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/morocco-
maroc/index.aspx?lang=eng
http://w03.international.gc.ca/Commerce_International/Commerce_Country-Pays.aspx?lang=eng
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350

EFTA・ベトナム自由貿易協定 EFTA加盟国、ベトナ
ム

地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2012年5月 ・2010年5月　共同研究開始
・2011年2月　共同研究終了
・2012年5月～2015年10月までに計13回の交渉

①2013年6月にオスロで第4回交渉が開催された。同交渉では主に農産品市場の開放などが対象となっ
た。第13回会合は2015年10月にハノイで開催。
③参考URL：
EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/ongoing-negotiations-talks/vietnam
ベトナム商工省（ベトナム語）
http://www.moit.gov.vn/vn/Pages/chitiettin.aspx?IDNews=1897
http://www.moit.gov.vn/en/News/844/the-12th-negotiation-round-of-efta---vietnam-fta-in-oslo--
norway.aspx
http://www.moit.gov.vn/vn/tin-tuc/6089/dam-phan-phien-13-hiep-dinh-thuong-mai-tu-do-giua-viet-
nam-va-khoi-efta.aspx

351

EU・タイ自由貿易協定 EU、タイ 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2013年5月 ・2013年3月交渉開始合意
・2013年5月～2014年4月まで計4回の交渉

①2010年10月のASEM8中の首脳会談で、欧州委員会は「タイの準備が整い次第（FTAに）取り組む用意
がある」と表明。タイではEUとのFTAに関するパブリック・コンサルテーションや議会での議論を実施した。
2013年3月に交渉開始し、5月に第1回交渉を開催した。タイは交渉開始前、FTA交渉に消極的であった
が、2012年11月に発効し、2014年1月より適用が開始されたEUの新しいGSP規則により、2015年1月から
GSPの対象外となった。このため、タイ国内での議論が加速し、交渉開始に至った。タイ政府当局は、GSP
卒業から、EUとのFTA発効までの期間ができるだけ短くなるよう全力を尽くすとしている。タイ国内の政治
混乱の影響で2014年3月にバンコクで予定されていた第4回交渉は一旦延期されたが、その後4月に実施
された。2014年5月に起きたクーデター後は交渉を中断。
③参考URL：欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/thailand/

352

米国・EU包括的貿易投資協定
(TTIP)

米国、EU 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2013年7月 ・2013年7月～20156年10月までに計15回の交渉会合 ①2011年11月の米国・EU首脳会議で、米国通商代表部（USTR）代表と欧州委員（通商担当）を議長として
「雇用と成長に関するハイレベル作業部会」を設置し、両国・地域の貿易投資障壁の撤廃に向けた選択肢
を検討することで合意。2013年2月11日に最終報告書を発表し、これを踏まえて2013年6月の英国でのG8
サミットの場で包括的な貿易投資パートナーシップ（Transatlantic Trade and Investment Partnership：
TTIP）交渉開始を宣言。7月1週目に第1回交渉を開催した。特にTTIPを通じた相互の非関税障壁・規制問
題の改善に産業界からは期待が高いが、市場アクセス分野（農産物、サービス、政府調達）や投資紛争解
決制度など、両者の隔たりは大きい。
②オバマ大統領は2013年2月に行った一般教書演説でEUとの間で包括的な米国・EU自由貿易協定(FTA)
に関する対話を始めることを公表し、TTIPは米国に100万単位の優良な雇用機会を与えるとした。
欧州委の調査結果によると、米国との協定が野心的かつ包括的なものであることを前提に、EUの米国向
け輸出（物品・サービス）は年間1,870億ユーロ（28％）増加し、GDPは年間1,192億ユーロ増えるとしてい
る。
③参考URL：
米国通商代表部
http://www.ustr.gov/ttip
欧州委員会（TTIP専用サイト）
http://ec.europa.eu/trade/policy/in-focus/ttip/
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/united-states/

353

ペルー・トルコ自由貿易協定 ペルー、トルコ 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2014年1月 ・2013年10月交渉開始合意
・2014年1月～2015年11月までに4回の交渉会合

①ウマラ政権発足後、初の自由貿易協定交渉。2013年10月に交渉開始合意、2014年1月～2015年11月ま
でに4回の交渉会合を開催。トルコは1人当たりGDPが1万ドルを超え、人口も7,000万人以上抱える大市場
であることから、ペルー経済界の本協定交渉に対する期待は高い。
③参考URL：
ペルー通商観光省　（スペイン語）
http://www.acuerdoscomerciales.gob.pe/index.php?option=com_content&view=article&id=284:inicio&catid
=177:inicio-turquia&Itemid=196
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/PER_TUR/PER_TUR_e.ASP

354

EFTA・マレーシア自由貿易協定 EFTA加盟国・マレー
シア

地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2014年3月 ・2010年7月相互協力宣言
・2012年11月交渉開始を宣言
・2014年3月第1回交渉から2016年6月まで計7回の交
渉

①マレーシアは、EFTA加盟国との交渉を開始。2014年3月に第1回交渉会合が開催された。
②マレーシアとEFTA加盟国（アイスランド、リヒテンシュタイン、ノルウェー、スイス）との貿易促進が期待さ
れる。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/ongoing-negotiations-talks/malaysia

355

チリ・インドネシア自由貿易協定 チリ、インドネシア 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2014年5月 ・2013年10月交渉開始合意
・2014年5月交渉開始

①2014年5月の第1回交渉では、市場アクセス、原産地規則、動植物検疫措置、貿易の技術的障壁、税関
協力、貿易救済措置などに関する意見交換が行われ、貿易・投資促進、情報・技術通信、中小企業支援、
科学・技術革新、資源、物流などの分野での協力可能性についても協議が行われた。
②発効後はブルーベリー、プラム、ラズベリー、桃、カラギーナン（紅藻、ゲル化剤などとして利用）、キラヤ
（化粧品や食品の添加物として利用）、乳製品（コンデンスミルク、バター、チーズなど）などの農産物の輸
出が増加すると期待されている。
③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/CHL_IDN/CHL_IDN_e.asp
チリ外務省国際経済関係総局(スペイン語）
http://www.direcon.gob.cl/acuerdos-concluidos-y-en-negociacion/
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356

韓国・中米自由貿易協定 韓国、コスタリカ、パ
ナマ、グアテマラ、ホ
ンジュラス、ニカラグ
ア、エルサルバドル

地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2015年9月 ・2010年10月共同研究開始(6カ国)
・2011年4月共同研究終了（5カ国）
・2015年6月交渉開始宣言
・2015年9月から2016年8月までに5回の交渉。

①6カ国で共同研究を開始し、ドミニカ共和国を除く5カ国で研究終了。2015年9月に交渉を開始。
③参考URL：
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov9/c_america/1/
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/CACM_KOR/CACM_KOR_e.ASP

357

パキスタン・トルコ特恵貿易協定 パキスタン、トルコ 地域横断 特恵貿易
協定

交渉中 2015年10月 ・2004年5月枠組協定署名
・2015年10月交渉開始

③参考URL：
アジア開発銀行（ADB）
http://aric.adb.org/fta/pakistan-turkey-preferential-trade-agreement

358

EEU・イスラエル自由貿易協定 EEU加盟国、イスラエ
ル

地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2015年10月 ・2014年3月共同研究開始
・2015年10月交渉開始

③参考URL
ユーラシア経済委員会発表（2014年3月18日）
http://www.eurasiancommission.org/en/nae/news/Pages/18-03-2014-2.aspx
ユーラシア経済委員会（2015年10月16日付最高ユーラシア経済評議会決定第29号、ロシア語）
https://docs.eaeunion.org/docs/ru-ru/0118766/scd_19102015_29_doc.pdf

359

EU・アルメニア連合協定 EU、アルメニア 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2015年12月 ・2010年7月交渉開始（連合協定）
・2012年6月交渉開始（DCFTA）
・2013年7月交渉妥結（DCFTA）
・2013年9月署名取りやめ（DCFTA）
・2015年12月新協定の交渉開始

①2010年5月の一般問題理事会で欧州委に連合協定の交渉権限付与決定。2010年7月連合協定の交渉
開始。連合協定の一部であるDCFTAについても2012年6月、コーカサス3カ国ではジョージアに次いで開始
された。7回の交渉会合を経て、2013年7月に交渉妥結したが、2013年9月3日、アルメニアはロシアの主導
する関税同盟への参加を決定したと発表。同9月、アルメニアがロシアとの関税同盟加盟に向けて交渉を
開始したことを受けて、欧州委は発効に向けた手続きを中断。アルメニアはEUが2009年5月に立ち上げた
「東方パートナーシップ」の対象国。2015年1月2日、アルメニアはEEUに加盟。2015年10月12日、EUはEEU
協定と両立する範囲でアルメニアと新規協定を締結することを決定した。2015年12月7日に交渉開始。交
渉がまとまれば、東方パートナーシップに代わる協定となる。
②欧州委の発表によると、同協定はアルメニアに長期的にみて年間約1億5,000万ユーロの経済効果をも
たらす（GDPを2.3％押し上げる）。
③参考URL：欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/armenia/
http://eeas.europa.eu/armenia/index_en.htm

360

中国・ジョージア自由貿易協定 中国、ジョージア 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2016年2月 ・2016年2月第1回交渉会合開催
・2016年5月第2回交渉会合開催
・2016年7月第3回交渉会合開催

①2016年2月ジョージアのトビリシにおいて、第1回交渉会合が開催され、双方は交渉日程、交渉構成、各
議題分野と原則等の問題に一致し、モデル文書に調印した。
2016年5月北京において、第2回交渉会合が開催され、双方は物品貿易、サービス貿易、投資、競争、知
的財産、環境、電子商取引、原産地規則、税関手続きと貿易便利化等の議題について意見交換を行い、
一部の議題に合意した。
②中国はジョージアにおける、港湾、高速道路、鉄道などのインフラ建設への参入の機会を窺っている。
ジョージア側は中国との経済・貿易関係の強化、特に中国からの投資増加を期待している。
③参考URL：
中国商務部
http://fta.mofcom.gov.cn/list/chinageorgiaen/chinageorgiaennews/1/encateinfo.html

361

韓国・イスラエル自由貿易協定 韓国、イスラエル 地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2016年6月 ・2009年8月民間共同研究開始
・2009年9月第2回会議
・2010年4月第3回会議
・2010年8月共同研究終了
・2016年6月交渉開始

③参考URL：
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov1/il/1/
韓国外務省
http://www.mofat.go.kr/ENG/policy/fta/status/consideration/israel/index.jsp?menu=m_20_80_10&tabme
nu=t_5&submenu=s_6

362

イスラエル・ウクライナ自由貿易
協定

イスラエル、ウクライ
ナ

地域横断 自由貿易
協定

交渉中 2016年7月 ・2011年12月共同研究継続で合意
・2013年7月専門家会議を開催
・2015年7月ポロシェンコ大統領がFTAの推進について
言及。
・2016年7月、協定案に関する交渉実施。

①2010年5月、FTA締結に向けた共同研究が開催された。2011年12月には両国の大統領共同声明とし
て、専門家によるFTA交渉に向けた共同研究の継続が合意された。
2012年3月、ウクライナ首相とイスラエル観光相（政府間委員会のイスラエル側代表）は、FTAの対象とな
る多くの商品に関する交渉が妥結に向かっているとして、近い将来のFTA締結について確認した。2013年
7月には、FTA締結に向けた最初の専門家会議をイスラエルで開催し、協定内容と次回会議のスケジュー
ルについて協議。2015年10月、ウクライナ経済発展商務相のイスラエル訪問時、FTAについても討議。
2016年1月、7月交渉を行い、協定案（制度的枠組み、過渡的措置、通関手続き、原産地規則、紛争解決
など）について検討。
③参考URL
ウクライナ政府発表（2012年3月28日）
http://www.kmu.gov.ua/control/en/publish/article?art_id=245084428
在イスラエル・ウクライナ大使館
http://israel.mfa.gov.ua/en/press-center/news/41111-vidbuvsya-vizit-vizrajily-ministra-
jekonomichnogo-rozvitku-ta-torgivli-ukrajini
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363

中国・南部アフリカ関税同盟
（SACU）自由貿易協定

中国、SACU加盟国 地域横断 自由貿易
協定

交渉開始
合意

2004年6月 ・2004年6月交渉開始合意 ①2004年6月28日に、中国が南アフリカ関税同盟と自由貿易協定に関する交渉開始に合意した。 中国商
務部は、両国は繊維・アパレル、電子、鉱業、農業などの分野で相互の投資を拡大すべきとコメント。
②SACU側には安価な中国製品が域内市場を席巻するとの懸念あり。とりわけ繊維・縫製産業での影響
が深刻になるとみられる。また南ア産業界では、輸出市場である他のSACU加盟国における中国製品との
競合を懸念する見方がある。
FTA交渉開始合意に際し、南アは中国の市場経済国（MES）としての地位を承認。
③参考URL：中国商務部
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/ensacu.shtml

364

GCC・インド自由貿易協定 GCC加盟国、インド 地域横断 自由貿易
協定

交渉開始
合意

2004年12月 ・2004年12月交渉開始合意 ①2004年12月GCC閣僚会議でインドとのFTA交渉開始を合意。
③参考URL：GCC事務局
http://www.gcc-sg.org/en-
us/CooperationAndAchievements/Achievements/RegionalCooperationandEconomicRelationswithotherCo
untriesandGroupings/Pages/TheRepublicofIndia.aspx

365

EU・フィリピン自由貿易協定 EU、フィリピン 地域横断 自由貿易
協定

交渉開始
合意

2015年12月 ・2012年7月パートナーシップ協力協定署名
・2014年3月スコーピング作業開始
・2015年12月交渉開始合意

①2012年7月、FTA締結の第1段階に位置づけられるパートナーシップ協力協定（PCA）に署名。2014年11
月には交渉の大枠を決めるスコーピング作業を実施。
③参考URL：
欧州委員会
http://europa.eu/rapid/press-release_IP-12-775_en.htm
アジア開発銀行（ADB）
http://aric.adb.org/fta/philippines-eu_free_trade_agreement

366

EU・インドネシア自由貿易協定 EU、インドネシア 地域横断 自由貿易
協定

交渉再開
合意

・2011年5月FTA締結を求める報告書発表
・2016年7月18日、包括的経済連携協定（CEPA)の交
渉を再開することを公表。過去４年間、交渉を中断して
いた。

①EU、ASEANでのFTA交渉中断後、2009年に欧州委員会委員長とインドネシア大統領は、EU・インドネシ
アの将来の経済関係について勧告を提出するよう両国・地域の識者からなるビジョングループに付託。
2011年5月に欧州委員会委員（通商担当）とインドネシア貿易相に野心的なFTAの締結を求める勧告が提
出されたものの、その後具体的な交渉には入っていない。
③参考URL：
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/indonesia/
ビジョングループ報告書
http://trade.ec.europa.eu/doclib/docs/2011/july/tradoc_148063.pdf

367

GCC・EU自由貿易協定 GCC加盟国、EU 地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

1988年 ・1988年交渉開始
・交渉中断中

①1980年代から、約20年以上にわたり交渉が続けられてきた。2008年5月にブリュッセルで開かれた第18
回EU-GCC合同委員会・閣僚会合のコミュニケの中で、2008年内に双方が協定本文に合意するという目標
を立てたが達成には至らず、人権保護や民主化に関するEU側の要求をめぐり、2008年12月から中断して
いる。
②2012年11月に発効し、2014年1月より適用が開始されたEUの新しいGSP規則により、これまでGSP対象
国となっていた6カ国全て、2014年1月からGSP対象外となった。
③参考URL：欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/regions/gulf-region/
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=PRES/08/150&format=HTML&aged=0&langua
ge=EN&guiLanguage=en
GCC事務局
http://www.gcc-sg.org/en-
us/CooperationAndAchievements/Achievements/RegionalCooperationandEconomicRelationswithotherCo
untriesandGroupings/Pages/ThePeoplesRepublicofChinaPRC.aspx

368

カナダ・シンガポール自由貿易協
定

カナダ、シンガポー
ル

地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2001年10月 ・2001年10月交渉開始
・2003年10月交渉中断
・2006年交渉再開、2007年8月第8回目の交渉実施
・2009年11月交渉中断

①市場アクセス、サービス、投資などで交渉難航。2003年10月の第3回会合以降中断していたが、2006年
に入り交渉開始、2007年8月に8回目の交渉を行った。2009年11月、両国の同意に基づき、交渉は中断。
③参考URL：
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/singapore-
singapour/index.aspx?lang=eng
シンガポール国際企業庁
http://www.iesingapore.gov.sg/Trade-From-Singapore/International-Agreements/free-trade-
agreements/Singapore-FTA

369

タイ・バーレーン自由貿易協定 タイ、バーレーン 地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2002年6月 ・2002年6月交渉開始
・交渉中断中

①626品目のアーリーハーベスト（EH：関税先行引下げ）は未実施。
②関税同盟である湾岸協力会議（GCC）とのFTA締結を検討。
③参考URL：タイ商務省
http://www.thaifta.com/english/index_eng.html

370

EFTA・タイ自由貿易協定 EFTA加盟国、タイ 地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2005年10月 ・2005年10月交渉開始
・交渉中断中

①2006年1月の第2回交渉後、交渉中断中。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/ongoing-negotiations-talks/thailand.aspx
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371

GCC・メルコスール自由貿易協定 GCC加盟国、メルコ
スール加盟国

地域横断 自由貿易
協定

交渉中
(中断）

2006年10月 ・2006年10月交渉開始
・2007年1月第3回交渉
・交渉中断中

③参考URL：
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/MER_GCC/MER_GCC_e.ASP
GCC事務局
http://www.gcc-sg.org/en-
us/CooperationAndAchievements/Achievements/RegionalCooperationandEconomicRelationswithotherCo
untriesandGroupings/Pages/MERCOSURCountries.aspx

372

シンガポール・エジプト自由貿易
協定

シンガポール、エジ
プト

地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2006年11月 ・2006年11月交渉開始合意
・交渉中断中

①2006年11月、FTA交渉開始の意思を確認する合意書に署名。
③参考URL：
シンガポール貿易産業省
https://www.mti.gov.sg/NewsRoom/Pages/Declaration%20of%20Intent%20on%20the%20Egypt-
Singapore%20Comprehensive%20Economic%20Cooperation%20Agreement.aspx
アジア開発銀行（ADB）
https://aric.adb.org/fta/singapore-egypt-comprehensive-economic-cooperation-agreement

373

EU・ASEAN自由貿易協定 EU、ASEAN 地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2007年5月 ・2007年5月交渉開始
・2009年5月交渉凍結、ASEAN諸国との個別交渉に移
行
・2013年3月交渉再開の可能性向け検討開始
・交渉中断中

①ASEAN・EUビジョングループ報告書では、以下を提言。協定は、貿易のみならず、投資、サービスも含
む包括的なものにする。品目数および貿易額の90％について、7年以内の関税撤廃。交渉開始2年内に締
結。だが、2007年5月に交渉入りすると、ASEAN全体と交渉するには、ミャンマーの人権問題などが障害と
なり交渉難航。2009年3月には交渉が凍結された。その後水面下でASEAN各国との個別交渉が模索され
ていたが、2009年12月のEU閣僚理事会で個別交渉の開始が正式に承認され、欧州委はまずシンガポー
ルと交渉（12年12月に妥結）。他に、マレーシア、ベトナム、タイと交渉開始。なお、2014年1月からのEUの
一般特恵関税（GSP）改革により、マレーシアなど一部ASEAN諸国はGSPの対象から外れた。マレーシア
は2014年1月1日から、タイは2015年1月1日から、GSP対象国から外れた。このこともASEAN内でのEUとの
FTA交渉に対する温度差に繋がっている。一方、最終的には地域間のFTAを目指すとしていたが、ミャン
マーの状況が改善してきたことを受け、2013年3月にハノイで開催されたAEM-EU通商担当委員の会合の
場で、ASEAN-EU FTA交渉再開可能性の検討を含めて二国間協力強化をしていくことを再確認。また14
年7月の第20回EU-ASEAN閣僚会合では、2015年末のAECの実現に合わせたFTA交渉再開可能性の検
討を含めた地域間連携強化のコミットメントを再確認した。
③参考URL：
欧州対外行動庁
http://eeas.europa.eu/asean/index_en.htm
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/regions/asean/
ASEAN事務局
http://www.asean.org/asean/external-relations/european-union

374

GCC・豪州自由貿易協定 GCC加盟国、豪州 地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2007年7月 ・2007年7月交渉開始
・2009年5～6月第4回交渉
・交渉中断中

①2007年5月に交渉に向けた準備会合（サウジアラビア）を開催した。第1回交渉では物品貿易、サービス
（人の移動、教育、電気通信、金融を含む）、投資、知的財産、政府調達などの分野について交渉すること
で合意。アラブ首長国連邦（UAE）と豪州は第1回交渉後、UAE側が米国並みの対豪投資規制の緩和を求
めたため交渉が中断したことで、GCCとの交渉に拡大することを決定した。2009年2月に第3回交渉、2009
年5～6月にオマーンのマスカットで第4回交渉を実施したが大きな進展はみられなかった。2014年3月には
GCCが閣僚級会合にて交渉再開の用意を表明したが、再開時期については言及していない。
③参考URL： オーストラリア外務貿易省
http://dfat.gov.au/about-us/publications/corporate/annual-reports/annual-report-2014-
2015/home/section-2/outcome-1/bilateral-regional-and-multilateral-trade-negotiations/index.html
http://dfat.gov.au/trade/agreements/agccfta/Pages/australia-gulf-cooperation-council-gcc-fta.aspx

375

EFTA・アルジェリア自由貿易協定 EFTA加盟国、アル
ジェリア

地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2007年11月 ・2007年11月交渉開始
・交渉中断中

①2008年11月の第4回交渉を最後に交渉中断。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/ongoing-negotiations-talks/algeria.aspx
欧州議会
http://www.europarl.europa.eu/RegData/etudes/BRIE/2016/580918/EPRS_BRI(2016)580918_EN.pdf

376

韓国・メキシコ自由貿易協定 韓国、メキシコ 地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2007年12月 ・2004年10月専門家グループ会議開始
・2006年2月　戦略的経済補完協定（SECA）交渉開始
・2006年4月　SECA第2回交渉
・2006年6月　SECA第3回交渉後
中断
・2007年8月　SECAをFTAに格上げし、交渉の再開を
表明
・2007年12月第1回FTA交渉
・2008年6月第2回交渉
・交渉中断中

①2006年2月から品目を限定して自由化を行うとする「戦略的経済補完協定（SECA）」締結交渉を行ってい
たが、物品の自由化水準での異見で交渉を中断。SECA推進の背景は、メキシコ産業界のFTA反対のた
めであった。2007年8月、両国はFTAに格上げして交渉することを決めた。実質的に全ての貿易を包括す
ることに合意。正式なFTA交渉は2007年12月に再開。
韓国大統領は2010年6月、「韓国とメキシコがFTAをできるだけ早く締結し、太平洋を越えた経済協力のモ
デルケースを目指すことに期待している」と述べた。以後の進展はなかったが、2016年4月に韓国の朴槿
恵（パク・クネ）大統領がメキシコを公式訪問し、ペニャ・ニエト大統領と会談、2016年第4四半期以降をめど
に中断していたFTAの交渉再開へ向けた協議を行うことが合意された。
②仁荷大学のジョン・インギョ教授(2005)によると、韓国・メキシコFTAは中長期的に韓国の実質所得を
0.55％増加させる。韓国の対メキシコ輸出は6.9億ドル増となり、貿易収支が5.1億ドル増と分析。
③参考URL：韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov7/mx/1/
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377

GCC・韓国自由貿易協定 GCC加盟国、韓国 地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2008年7月 ・2008年7月～2009年7月までに計3回の交渉
・2009年11月原産地/サービス協議
・交渉中断中

①2007年3月、GCC-韓国間ＦＴＡの必要性に双方が合意。その後、2007年11月のリヤドでの準備会合を
経て、3回の交渉が実施されている。09年内妥結との見方もあったが、現在は交渉中断中。韓国メディア
（2010年1月）は、同国外交通商部のコメントとして、「石油化学産業などで調整が必要」であると伝えてい
た。
③参考URL： 韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov7/gcc/1/
GCC事務局
http://www.gcc-sg.org/en-
us/CooperationAndAchievements/Achievements/RegionalCooperationandEconomicRelationswithotherCo
untriesandGroupings/Pages/RelationswiththeRepublicofKore.asp

378

中国・ノルウェー自由貿易協定 中国、ノルウェー 地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2008年9月 ・2007年3月共同研究開始合意
・2007年6月共同研究開始
・2008年9月交渉開始
・2010年9月第8回交渉
・交渉中断中

①2007年3月に両国首相が以下の点に合意。（1）貿易構造を高度化するとともに、両国企業による投資交
流を強化し、クリーンエネルギー、省エネ、漁業、林業などの分野で協力する。（2）できるだけ早期にFTA
共同研究を開始する。（3）人文交流をさらに強化する。2007年6月に共同研究に関する第1回会議をオスロ
で開催。共同研究の業務メカニズム、研究の枠組み、タイムスケジュールなどについて協議、産業交流に
ついて意見交換。同12月に共同研究を終了。2008年9月より交渉開始。2010年9月までに8回の交渉を実
施。2010年12月、中国側がFTA交渉の無期延期を通告。
③参考URL：中国商務部（英語・中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/ennorway.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/norway/norway_special.shtml

379

EU・リビア枠組み協定 EU、リビア 地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2008年11月 ・2008年11月交渉開始
・2011年2月より交渉中断中

①2008年7月EU閣僚理事会で欧州委への交渉権限付与を決定。2008年11月FTAを含む枠組み協定の交
渉を開始。2011年2月に交渉中断。
③参考URL：欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/libya/

380

ウクライナ・シリア自由貿易協定 ウクライナ、シリア 地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2011年 ・2011年交渉開始
・2014年3月より交渉中断中

①2006年6月のウクライナ・シリア政府間協議で、ウクライナ側がFTAの締結を提案。同8月、シリア外相の
ウクライナ訪問時に、ウクライナはシリアとのFTAに着手する準備があると表明。
②2011年2月、ウクライナ経済発展商務相が、本FTAが両国の経済に好影響を及ぼすと発言。
③参考URL：
ウクライナ政府ウェブサイト（シリア関係）
http://www.kmu.gov.ua/control/en/search/result?&search_param=syria&searchPublishing=1&page=2
在シリア・ウクライナ大使館
http://syria.mfa.gov.ua/en/ukraine-sy/diplomacy

381

EFTA・EEU自由貿易協定 EFTA加盟国、EEU加
盟国

地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2011年1月 ・2007年12月共同研究開始
・2008年9月共同研究終了
・2009年5月共同研究結果公表
・2010年5月ベラルーシとカザフスタンがオブザーバー
として会合に参加
・2010年10月交渉入りを宣言
・2011年1月～2014年1月までに計11回の交渉
・交渉中断中

①2014年1月に第11回交渉を実施後、交渉中断。
③参考URL：EFTA事務局
http://www.efta.int/free-trade/ongoing-negotiations-talks/russia-belarus-kazakhstan

382

ニュージーランド・EEU自由貿易協
定

ニュージーランド、
EEU加盟国

地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2011年2月 ・2010年11月 交渉開始合意
・2011年2月～2014年2月までに計11回の交渉
・交渉中断中

①2010年11月9日、ニュージーランドとロシアの閣僚は、ニュージーランドとロシア、ベラルーシ、カザフスタ
ン（ベラルーシとカザフスタンはロシアと関税同盟を構成している）との間でFTA交渉の開始に合意した。
2014年2月の第11回交渉以来、中断。
③参考URL：ニュージーランド外務省
https://www.mfat.govt.nz/en/trade/free-trade-agreements/agreements-under-negotiation/rbk/

383

ウクライナ・セルビア自由貿易協
定

ウクライナ、セルビア 地域横断 自由貿易
協定

交渉中
（中断）

2011年11月 ・2011年11月交渉開始
・交渉中断中

①2011年11月10日、両国は協定締結に向けた準備を始めることで合意。2013年6月両国首脳会談で、
2013年末までにFTA締結を目指すと発表したが2015年10月時点で未締結。2016年5月、ウクライナ経済発
展・商務省ナタリヤ・ミコルスカ次官は「ビジネス界から特に強い要請がないため交渉を凍結していると発
言。
③参考URL：セルビア外務省
http://www.mfa.gov.rs/en/foreign-policy/bilateral-issues/96-bilateral-issues/12383-ukraine
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384

アジア大洋州自由貿易地域
（FTAAP）

APECエコノミー 日本 自由貿易
協定

構想・提案
段階

・2004年APECビジネス諮問委員会提唱、F/S調査実
施
・2006年11月ハノイ首脳会合で同地域の経済統合促
進方法などの研究、2008年11月APEC首脳会合にて作
業の進度につき報告
・2010年11月のAPEC首脳会合で、ASEAN+3、
ASEAN+6、TPPなど地域的な取組を基礎としつつ
FTAAPへと発展させる道筋を確認
・2014年11月のAPEC首脳会合で、「可能な限り早期」
の実現を目指すとした首脳宣言を採択

①FTAAP構想はもともと2004年ごろAPECビジネス諮問委員会（ABAC）が提唱、F/S調査を実施し、2006
年夏に取りまとめられた。しかし、その場では「現段階で実現することは難しい。APECにおいてFTAAPの
検討を期待する」との表現にとどまった。
・2008年11月のAPEC首脳会談リマ宣言では、「長期的展望として、有り得べきアジア太平洋自由貿易圏
（FTAAP）の展望及び選択肢の検証が進んでいることを賞賛した。〈中略〉閣僚及び実務者に対し、FTAAP
が地域に与えるであろう経済的影響について更なる分析作業を行うこと及び〈中略〉有り得べきFTTAPの
展望と選択肢の検証について更なる作業に取り組むよう指示」とされ、初めてFTAAPという言葉を出した。
・2010年11月のAPEC首脳会合（横浜ビジョン）では、「APECの地域経済統合の課題を更に進めるための
主要な手段であるFTAAPの実現に向けて具体的な手段をとる。FTAAPは、中でもASEAN+3、ASEAN+6お
よびTPPといった、現在進行している地域的な取組を基礎として更に発展させることにより、包括的な自由
貿易協定として追求されるべきである」方向性を共有した。
・2014年11月のAPEC首脳会合で、「可能な限り早期」の実現を目指すとした首脳宣言を採択。「FTAAPの
実現に向けたロードマップ」を策定。
③参考URL：日本経済産業省
http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/apec/overview/description.html

385

パキスタン・ブルネイ自由貿易協
定

パキスタン、ブルネイ アジア・大
洋州

自由貿易
協定

共同研究
中

・2007年8月共同研究開始 ①2007年8月より研究開始。第3回会合が2008年8月にイスラマバードで開催。
③参考URL：アジア開発銀行（ADB）
http://aric.adb.org/fta/pakistan-brunei-darussalam-free-trade-agreement

386

中国・インド自由貿易協定 中国、インド アジア・大
洋州

自由貿易
協定

共同研究
終了

・2003年に二国間協定を見据えた共同研究グループ
（JSG）を立ち上げ同JSGの報告を踏まえ、合同タスク
フォースを設置
・2004年3月共同研究会開始
・2006年11月政府間交渉開始合意
・2007年1月共同研究報告書枠組合意
・2007年10月共同研究終了

①2004年3月以来共同研究会（JSG)を4回開催。閣僚レベルでの経済研究会の開催も合意。2005年4月、
FTA締結の可能性と締結による利益を研究するための合同タスクフォースの新設に合意。2006年3月より
合同タスクフォース会議開催。2007年10月の第6回タスクフォース会合にて、物品貿易、サービス貿易、投
資、貿易促進、経済協力などを含む共同研究報告書を作成。2008年1月のインド首相訪中で共同研究の
終了が正式に宣言され、交渉開始の可能性を検討することに合意。
③参考URL：中国商務部（英語・中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/topic/enindia.shtml
http://fta.mofcom.gov.cn/india/india_special.shtml

387

韓国・マレーシア自由貿易協定 韓国、マレーシア アジア・大
洋州

自由貿易
協定

共同研究
終了

・2011年5月共同研究開始
・2012年12月共同研究終了

③参考URL：
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov9/my/1/

388

バングラデシュ・スリランカ自由貿
易協定

バングラデシュ、スリ
ランカ

アジア・大
洋州

自由貿易
協定

共同研究
中

・2014年2月共同研究開始 ①両国間の貿易拡大を受け、2014年2月に共同研究開始。同9月に第2回会合を開催。
③参考URL：バングラデシュ商業省
http://www.mincom.gov.bd/site/page/8d102b7c-7f6f-4325-9ad9-ea1027f7454d/Bilateral-Trade-
Agreement

389

中国・ネパール自由貿易協定 中国、ネパール アジア・大
洋州

自由貿易
協定

構想・提案
段階

・2016年3月フィージビリティスタディ開始 ①2016年3月に北京において、中国とネパールは『中華人民共和国商務部とネパール商業部が中国とネ
パールの自由貿易協定のフィージビリティスタディを開始する了解覚書』を調印
③参考ＵＲＬ
http://fta.mofcom.gov.cn/list/chinanepalen/ennepal/1/encateinfo.html

390

香港・モルディブ自由貿易協定 香港、モルディブ アジア・大
洋州

自由貿易
協定

構想・提案
段階

・2016年5月香港政府が自由貿易協定の締結に向けて
協議を行うと発表

①関税率の低下および撤廃、非関税障壁の拡大、投資の自由化および投資促進と保護、サービス貿易自
由化
②香港に経済利益や市場参入の機会をより多くもたらし、また、香港が国際貿易、商業、金融の中心とし
ての役割を高める
③モルディブは中国が提唱する「一帯一路」における「海のシルクロード」の対象国であり、中国とも自由貿
易協定の交渉を進めている。香港は、貿易最大取引先となる中国の自由貿易交渉に積極的にかかわって
いくことで、辺境化を防ぐ狙いがある。
2015年の香港との貿易額は2億7,600万香港ドル。2011～15年における貿易取引額の年間平均成長率は
38％である。
参考URL:香港工業貿易署
http://www.tid.gov.hk/english/aboutus/presspeech/press/2016/20160506.html

391

メルコスール・カナダ自由貿易協
定

メルコスール加盟
国、カナダ

米州 自由貿易
協定

構想・提案
段階

・2010年に対話開始 ①2010年に対話開始。その後、2012年9月にブラジルでは開発商工省がパブリックコメント募集。
③参考URL
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-
acc/mercosur/index.aspx?lang=eng
米州機構貿易情報システム（SICE）
http://www.sice.oas.org/TPD/CAN_MER/CAN_MER_e.ASP

392

韓国・南部アフリカ関税同盟
（SACU）自由貿易協定

韓国、SACU加盟国 地域横断 自由貿易
協定

構想・提案
段階

・2005年6月共同研究開始 ③参考URL：アジア開発銀行（ADB）
http://aric.adb.org/fta/korea-southern-african-customs-union-free-trade-agreement
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No. 名称 加盟国・地域 区分 形態 段階 経緯 ①協定の内容、②締結による影響、③参考情報

393

韓国・メルコスール自由貿易協定 韓国、メルコスール
加盟国

地域横断 自由貿易
協定

共同研究
終了

・2005年5月共同研究開始
・2007年10月共同研究結果発表
・2009年7月貿易・投資増進のための共同協議体設立
了解覚書署名

①2004年11月の両国首脳会談で韓国とメルコスールの自由貿易協定締結へ向けた共同研究会の実施を
提案、メルコスール各国の同意を前提に合意。
2010年11月の両国首脳会談では、韓国企業が自動車、鉄鋼分野で大規模プロジェクトを現地で進めてい
ることを紹介しながら、両国の貿易、投資規模を向こう5年以内に倍増させるため、共同で努力することを
提案した。ブラジル側はこれに共感を示し、両国関係が著しく発展していることに満足感を表した。また、科
学技術協力の強化などに期待を寄せた。
②共同研究報告書では、FTA締結に伴いGDP成長率が韓国は0.17～2.0％、メルコスール側は0.02～
2.74％になると分析。また、韓国の電子製品、携帯電話、LCD、医薬品、繊維とメルコスールの牛肉、オレ
ンジジュース、大豆の輸出がそれぞれ増加すると予測。
③共同研究をさらに深めるために共同協議体の設立を推進。
参考URL：
韓国産業通商資源部（韓国語）
http://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov9/mercosur/1/
米州機構貿易情報システム（SICE）内の協定に関する情報
http://www.sice.oas.org/TPD/MER_KOR/MER_KOR_e.ASP

394

ＧＣＣ・マレーシア自由貿易協定 GCC加盟国、マレー
シア

地域横断 自由貿易
協定

構想・提案
段階

・2011年2月に両国がFTA締結の可能性について協議 ①2011年2月GCC事務局とマレーシア政府がFTA締結について協議。GCCが進めているFTA研究が終了
したら協議に入ることで合意。
③参考URL：GCC事務局
http://www.gcc-sg.org/en-
us/CooperationAndAchievements/Achievements/RegionalCooperationandEconomicRelationswithotherCo
untriesandGroupings/Pages/RelationswithMalaysia.aspx

395

カナダ・トルコ自由貿易協定 カナダ、トルコ 地域横断 自由貿易
協定

構想・提案
段階

・2013年9月交渉開始に向けた検討会を実施 ③参考URL：
カナダ外務省
http://www.international.gc.ca/trade-agreements-accords-commerciaux/agr-acc/turkey-
turquie/index.aspx?lang=eng

396
メルコスール・レバノン自由貿易
協定

メルコスール加盟
国、レバノン

地域横断 自由貿易
協定

構想・提案
段階

・2014年12月に経済・貿易面での協力覚書締結 ①2014年12月にメルコスール・レバノン間で経済・貿易面での協力覚書締結。2015年5月にペイルートで最
初の会合実施。

397
メルコスール・チュニジア自由貿
易協定

メルコスール加盟国・
チュニジア

地域横断 自由貿易
協定

構想・提案
段階

・2014年12月に経済・貿易面での協力覚書締結 ①2014年12月にメルコスール・チュニジア間で経済・貿易面での枠組み協定締結。2015年5月にチュニス
で会合を実施。

398

中国・コロンビア自由貿易協定 中国、コロンビア 地域横断 自由貿易
協定

構想・提案
段階

・2012年5月共同研究開始合意
・2015年5月共同研究開始に改めて合意

①2012年5月に、両国は「中国・コロンビア自由貿易協定共同フィージビリティースタディーに関する了解覚
書」に署名。
②2013年9月に開催が予定されていた「コロンビア・中国FTA共同研究会」が中止され、次回開催日程は未
定。2015年5月の中国首相コロンビア訪問を機に、両国間における共同研究の開始が改めて合意された。
③参考URL：
中国商務部（中国語）
http://fta.mofcom.gov.cn/colombia/colombia_special.shtml
在コロンビア日本国大使館
http://www.colombia.emb-japan.go.jp/JPN/documentosJP/keizai/201309.pdf

399

EEU・インド自由貿易協定 EEU加盟国、インド 地域横断 自由貿易
協定

共同研究
中

・2011年12月共同研究合意
・2015年6月共同研究開始

①当初ロシアとインドの間で、包括的経済連携協定（CECA）に関する共同研究グループを2006年2月に立
ち上げた。共同研究グループでは、物品貿易、サービス貿易、投資、経済協力などの影響や効果などを研
究し、2007年7月に両国政府に報告書を提出。2008年2月に政府間の合同タスクフォース会合を設置し、
CECA締結に向けた協議を開始。
②2010年にロシアがベラルーシ、カザフスタンと関税同盟を設立したことに伴い、2011年12月の両国首脳
会談で、関税同盟とインドでCECA締結の可能性を共同研究することを決定した。これに基づき2014年2
月、インド・ロシア間で、インドおよび関税同盟加盟国のCECAの対象範囲に関する共同研究グループ設立
を合意。2015年6月のサンクトペテルブルク国際経済フォーラムで、共同研究開始を発表した。
③参考URL：
ロシア政府（2011年12月16日ロ印共同声明）
http://eng.news.kremlin.ru/ref_notes/69
ユーラシア経済委員会発表（2015年6月18日）
http://www.eurasiancommission.org/en/nae/news/Pages/18-06-2015-6.aspx
インド政府（2014年2月26日記者発表）
http://pib.nic.in/newsite/PrintRelease.aspx?relid=104256

400

メルコスール・EFTA自由貿易協
定

メルコスール加盟
国、EFTA加盟国

地域横断 自由貿易
協定

構想・提案
段階

・2015年6月にジュネーブで初めて自由貿易協定締結
に向けた情報交換を実施

①2011年9月、ウルグアイにおける第3回合同委員会がきっかけで議論始まる。2015年3月のブラジリアに
おける第4回合同委員会において本件に関する対話を深めることで合意。2015年6月のジュネーブで初め
て自由貿易協定締結に向けた情報交換を実施。

401

EEU・イラン自由貿易協定 EEU加盟国、イラン 地域横断 自由貿易
協定

共同研究
中

・2015年12月共同研究開始 ③参考URL
ユーラシア経済委員会（2015年12月29日）
http://www.eurasiancommission.org/en/nae/news/Pages/29-12-2015-2.aspx
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402

香港・ジョージア自由貿易協定 香港、ジョージア 地域横断 自由貿易
協定

構想・提案
段階

・2016年5月香港政府が自由貿易協定の締結に向けて
協議を行うと発表

①関税率の低下および撤廃、非関税障壁の拡大、投資の自由化および投資促進と保護、サービス貿易自
由化
②香港に経済利益や市場参入の機会をより多くもたらし、また、香港が国際貿易、商業、金融の中心とし
ての役割を高める
③ジョージアは中国が提唱する「一帯一路」における「陸のシルクロード」の対象国であり、中国とも自由貿
易協定の交渉を進めている。香港は、貿易最大取引先となる中国の自由貿易交渉に積極的にかかわって
いくことで、辺境化を防ぐ狙いがある。
2015年の香港との貿易額は2億8,500万香港ドル。2011～15年における貿易取引額の年間平均成長率は
1.5％である。
香港工業貿易署
http://www.tid.gov.hk/english/aboutus/presspeech/press/2016/20160506.html

403

EEU・エジプト自由貿易協定 EEU加盟国、エジプト 地域横断 自由貿易
協定

共同研究
中

・共同研究中 ③交渉開始に関する評議会決定文書案（ユーラシア経済連盟理事会が2016年7月に承認、ロシア語）
https://docs.eaeunion.org/Pages/DisplayDocument.aspx?s={e1f13d1d-5914-465c-8
35f-2aa3762eddda}&w=9260b414-defe-45cc-88a3-eb5c73238076&l={8a412e96-924f-4b
3c-8321-0d5e767e5f91}&EntityID=10898

404

EU・ベラルーシ連合協定 EU、ベラルーシ 地域横断 自由貿易
協定

構想・提案
段階

・2009年5月 EUが東方パートナーシップ対象国の1国
にベラルーシを指定

①EUが2009年5月に立ち上げた「東方パートナーシップ」の対象国。
③参考URL：
欧州対外行動庁
http://eeas.europa.eu/belarus/index_en.htm
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/belarus/

405

EU・ロシア新パートナーシップ協
力協定

EU、ロシア 地域横断 その他の
枠組み協
定

構想・提案
段階

・2003年5月パートナーシップ協力協定（PCA）合意
・2005年5月ロードマップ策定
・2008年7月新PCA交渉開始
・2014年3月新PCA交渉中断

①2008年7月より新パートナーシップ協力協定（PCA）の交渉を開始。ジョージア問題で一時交渉を中断し
ていたが2009年5月に再開。PCAにも貿易投資規定を含むものの、欧州委員会にFTAに関する交渉権限
は与えられておらず、FTA締結は次のステップとなる。ロシア側は意欲的である一方、EU側はリーマン・
ショック後のロシアの保護主義的措置や旧PCAがほとんど守られていないことなどから、まずはWTO加盟
という立場で、FTAについては慎重な姿勢。PCAについては、2010年12月までに12回の交渉会合を開催し
た後、EU、ロシアは貿易投資規定に注力することで合意し、PCAの貿易投資規定の非公式起草グループ
が2012年3月までに11回の会合を開催した。2012年8月にロシアはWTO加盟を果たしたが、ロシアが自動
車リサイクル税を導入するなど依然として保護主義的な措置がみられた。2014年1月にロシアはPCAの新
たな交渉権限が与えられたとして交渉再開の意欲を示し、2月までにロシアのポジション・ペーパーを提出
するとしたものの、EU側への提出は無かった。同3月、欧州委員会はPCA交渉の中断を決定。
③参考URL：
欧州対外行動庁
http://eeas.europa.eu/russia/
欧州委員会
http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/russia/
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